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1 業務の概要 

1-1 業務の目的 

水道水質基準については平成 15 年に大幅な改正が行われ、厚生科学審議会の答申における「最新

の科学的知見に基づき常に見直しが行われるべき」との見解に基づき、水道水質基準等の見直しに係る

専門家会議が設置された。これ以降、逐次改正方式により新たな科学的知見に基づく基準値等の見直し

が多くの物質において行われている。 

上記のような背景を踏まえ、本業務では直近の基準値等の見直しの状況を把握するとともに、食品安

全委員会や諸外国の基準値等の見直しに関連する動向や、今後基準値等を見直す可能性がある化学

物質について情報収集を行うことで、今後の水質基準等の見直しの効率化に資することを目的とした。 

 

1-2 業務の内容 

（１） 国内外の最新の毒性情報等の収集・整理 

① 食品安全委員会における評価結果 

内閣府食品安全委員会による TDI、ADI の評価結果が公表されている物質（平成 26 年 3 月以降）

のうち、水質基準項目等に該当する物質を対象に情報収集を行った。物質名や答申の時期等を整理

するとともに、評価の概要（TDI 等の設定に用いた動物試験の概要や設定方法等）について取りまとめ

た。また、平成 25 年度水道水における有害物質の健康影響等情報集約体制構築業務（以下、「平成

25 年度業務」という。）で集約されたデータ類に対して、本業務で把握された情報を追加し、データの

更新を行った。 

 

② 諸外国・機関の基準値等 

諸外国・機関の基準値等の更新状況を調査し、平成 25 年度業務に集約された情報に対して情報の

追加を行った。 

また、諸外国・機関の基準値等と国内の基準値（平成 26 年度中に審議が完了し、平成 27 年度以降

に基準値等の変更が適用されるものも含む。）との比較を行い、国内の基準値が国外の基準値に比べ

て緩く設定されている項目については、その基準値等の導出根拠の相違（利用した動物実験や基準

値等の設定に用いたパラメータ等）について情報整理を行った。 

 

（２） 水質基準に関する情報の更新 

① 水質基準等の見直しの動向 

平成 26 年度中に開催された水質基準逐次改正検討会及び厚生科学審議会生活環境水道部会に

おける審議の結果を踏まえて、平成 25 年度業務で集約された水質基準項目等に係るデータ類（基準

値等の設定状況、設定の経緯等）の更新を行った。 

 

② データベースの整理・情報更新 

平成 25 年度業務までに構築されたデータベースについて、情報収集の対象とする物質を明確にし

データベースの構成を再整理するとともに、製造・輸入数量及び PRTR 届出の公共用水域への排出量

を追加し拡充を行った。その他、平成 26 年度業務で収集した情報（国内外の水質基準等や食品安全

委員会での評価の動向）等についてデータベースを更新した。 
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（３） 基礎情報収集対象物質に係る情報収集 

① 浄水処理対応困難物質等の基礎情報の収集・整理 

平成26年度業務において情報収集することが指定されていた「基礎情報収集対象物質」に加えて、

平成 26 年度に新たに水道水に係る管理対象として設定された「浄水処理対応困難物質」及び「過去

に水質事故の原因となった物質等」を対象に、物理化学的性状等の基本情報や有害性に係る情報を

収集し、物質別に整理を行った。 

なお、予め指定されていた「基礎情報収集対象物質」と「浄水処理対応困難物質」等には重複があ

った。 

 

② 要検討項目への追加候補物質（過年度の検討結果） 

過年度業務では、基礎情報収集対象物質の「要検討項目」への追加可能性について検討を行って

おり、年度ごとの報告書ではその検討結果等が示されていた。本業務では、過去の検討結果の概要に

ついて集約した。 

 

③ 要検討項目への追加候補物質の検討 

要検討項目への追加候補物質のスクリーニングは過年度から実施されており（前記②）、モニタリン

グにおける検出状況に基づき評価されている。本業務では、要調査項目等存在状況調査及び化学物

質環境実態調査の直近の年度の測定物質のうち基礎情報収集対象物質に該当するものを対象に、

過去 10 年分の検出頻度や検出濃度を調査し、当該物質の有害性に基づく仮評価値と比較することで、

要検討項目への追加可能性について検討を行った。 

 

④ 浄水処理対応困難物質に係る文献の整理 

平成 26 年度に新たに設定された「浄水処理対応困難物質」について、選定根拠に係る情報（水質

基準等物質の生成率、実験条件等）を関連文献に基づき整理した。なお、整理対象とした文献は、厚

生労働省より指定されたものである。 

 

  



 3

2 国内外の最新の毒性情報等の収集・整理 

2-1 食品安全委員会における評価結果 

平成 26 年 3 月以降に内閣府食品安全委員会による評価結果が公表された水質基準項目等について

情報の整理を行った（表 1 に示す 23 物質）。（平成 27 年 3 月 24 日現在の情報まで収集） 

これらの物質に関する評価の詳細情報として、TDI や ADI 等の根拠とされた動物実験の概要等を整理

した（表 2）。 

また、過去の評価結果（平成 25 年度業務の成果物をベース）に対して、上記の情報を追加したものを

表 3 として示す。 

  

 

表 1 内閣府食品安全委員会における新規評価物質 

 
注：水質基準項目等の分類に示す記号の意味は、次のとおり：「基」水質基準項目；「検」要検討項目；「対」水質管理目標

設定項目 15 の対象農薬；「要」要検討農薬；「他」その他農薬；「除」除外農薬 

新分類
(H26)

旧 評価品目名 CAS番号
食品安全委員会

における分類
評価要請

文書受理日
評価結果
通知日

評価値種類
評価値

（mg/kg体重/日）

1 基-022 基-021
クロロ酢酸（水道により供給される水の
水質基準の設定）

79-11-8
化学物質・
汚染物質

H26.8.12 H26.10.7 TDI 0.0035

TDI
(非発がん影響)

0.0125

TDI
(発がん影響)

0.0129

発がん
ユニットリスク

7.8×10-3

(mg/kg 体重/日)-1

TDI
(非発がん影響)

0.006

TDI
(発がん影響)

0.006

4 検-024 検-024 フタル酸ジブチル（DBP） 84-74-2 器具・容器包装 H21.12.14 H26.6.10 TDI 0.005

5 対-005 農3-053 ＭＣＰＡ（第２版） 94-74-6 農薬 H26.3.25 H26.7.29 ADI 0.0019

ADI 0.36

ARfD 3

7 対-045 農1-065 ジクロベニル 1194-65-6 農薬 H22.9.27 H26.7.1 ADI 0.01

H20.8.18

H24.1.23

H25.3.12

動物用医薬品 H25.3.12

H22.9.27

H24.2.24

H24.3.26

H22.9.27

H24.2.24

H22.11.12

H23.6.10

H23.3.25 ADI 0.29

H23.4.25 ARfD 1.5

ADI 0.071

ARfD 0.1

13 要-003 農追-036 エチプロール（第４版） 181587-01-9 農薬 H25.12.10 H26.3.24 ADI 0.005

14 要-013 農追-010 ホサロン 2310-17-0 農薬 H23.1.24 H26.3.10 ADI 0.002

15 要-014 農追-037 メタアルデヒド（第４版） 108-62-3 農薬 H25.6.12 H25.12.2 ADI 0.022

16 他-018 農3-049 キザロホップエチル（第２版） 76578-14-8 農薬 H25.11.14 H26.4.8 ADI 0.009

ADI 0.097

ARfD 0.6

ADI 0.085

ARfD 設定する必要がない

19 他-030 農追-027 ジノテフラン(第５版) 165252-70-0 農薬 H25.8.20 H25.12.2 ADI 0.22

ADI 0.0096

ARfD 0.25

21 他-041 農3-065 スピノサド（第２版） 168316-95-8 動物用医薬品 H26.10.24 H27.2.17 ADI 0.024

22 他-060 農3-028 ピラゾスルフロンエチル 93697-74-6 農薬 H22.3.23 H26.5.20 ADI 0.01

23 除-007 農-1-094 ハロスルフロンメチル（第２版） 100784-20-1 農薬 H25.11.14 H26.1.20 ADI 0.1

10

11

17

農薬

12 農薬

H26.4.7 H26.10.7

対-109 農1-073 マラチオン 121-75-5 農薬

他-019 農追-025 クロチアニジン（第６版） 210880-92-5 農薬

要-001 農追-024 アセタミプリド（第３版） 135410-20-7

H26.4.8 ADI 0.019

対-081 農1-007 フェニトロチオン 122-14-5

動物用医薬品

対-095 農1-097 プロピコナゾール 60207-90-1 農薬

8

76-03-9

H26.6.3 ADI 0.00499

333-41-5ダイアジノン農1-006対-058

H26.10.21

2

3

ADI 0.001

H26.8.12 H26.10.7

H25.8.206

化学物質・
汚染物質

農薬

農薬
H26.8.19

3337-71-1アシュラム農1-036対-006

63935-38-6 農薬

No.
食品安全委員会における評価

H26.5.13

水質基準項目等

ジクロロ酢酸（水道により供給される水
の水質基準の設定）

基-023基-024
化学物質・
汚染物質

H26.8.12 H26.10.779-43-6

トリクロロ酢酸（水道により供給される水
の水質基準の設定）

基-028 基-027

H22.1.25 H27.2.3

H26.7.2 H26.12.16

20 他-031 農追-016 ジフェノコナゾール（第２版） 119446-68-3 農薬 H26.9.9 H27.3.3

18 他-025 農3-036 シクロプロトリン
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 1/9） 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)

TDI：
0.0035

mg/kg 体重/日
ラット 104週間

104週間飲水投与
試験

飲水投与

体重増加率の減少、肝臓
の絶対及び相対重量の
減少、腎臓の絶対重量減
少、精巣の相対重量増加

NOAEL 3.5

種差10、個体差
10、生殖・発生毒
性に関するデータ
不足10

H26.10.7

TDI
（非発がん影響）：

0.0125
mg/kg 体重/日

イヌ 90日間 亜急性毒性試験 経口投与
肝臓の肝細胞空胞変性、
精巣変性等

LOAEL 12.5

種差10、個体差
10、亜急性毒性試
験及びLOAEL使
用10

TDI
（発がん影響）：

0.0129
mg/kg 体重/日

マウス 90～100週間 慢性毒性試験 飲水投与
肝細胞癌又は肝細胞腺
腫の発生頻度の増加等

BMDL10 12.9
種差10、個体差
10、発がん性10

1 基-022 クロロ酢酸 0.02

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

試験/根拠データ
食品安全委員会評価

評価結果
（TDI等）

　発がん性については、マウス及びラットを用いた2 年間経口投与による発がん性試験、ラットを用いた104週間飲水投与による発がん性試験が行われている
が、いずれの試験においても、発がん性を示す所見は認められなかった。国際がん研究機関（IARC）はクロロ酢酸（MCA）について発がん性の分類を行ってい
ない。
　遺伝毒性については、in vitro において、DNA 損傷試験や染色体異常試験では陽性もあったが、復帰突然変異試験では陰性と判断された。一方、in vivo
の遺伝毒性試験では陰性であり、現時点で得られている結果からは、MCAが生体内で遺伝毒性を示す明確な証拠はないものと総合的に判断される。
　以上のことから、MCA については耐容一日摂取量（TDI）を算出することが適切であると判断した。
　MCAの非発がん毒性に関するTDI については、ラットの104 週間飲水投与試験における体重増加率の減少、肝臓の絶対及び相対重量の減少、腎臓の絶対
重量減少及び精巣の相対重量減少がみられた試験データから、無毒性量（NOAEL）は3.5mg/kg 体重/日となり、不確実係数1,000（種差10、個体差10、生
殖・発生毒性が懸念されるが、データ不足とすることを考慮した10）を適用して、3.5μg/kg 体重/日となった。
　以上、MCA のTDI を3.5μg/kg 体重/日と設定した。

DeAngelo AB, Daniel FB, Most BM, Olson GR: Failure of monochloroacetic acid and trichloroacetic acid administered in the drinking water to produce
liver cancer in male F344/N rats. J Toxicol Environ Health 1997; 52: 425-45

評価品目名

クロロ酢酸（水道
により供給される
水の水質基準の
設定）

ジクロロ酢酸（水
道により供給され
る水の水質基準の
設定）

不確実係数
評価結果
通知日

Cicmanec JL, Condie LW, Olson GR, Wang SR. 90-Day toxicity study of dichloroacetate in dogs. Fundamental and Applied Toxicology 1991; 17(2):
376-389/
DeAngelo AB, George MH, House DE. Hepatocarcinogenicity in the male B6C3F1 mouse following a lifetime exposure to dichloroacetic acid in the
drinking water: dose-response determination and modes of action. Journal of Toxicology and Environmental Health 1999; 58(8): 485-507

H26.10.7

2 基-024 ジクロロ酢酸 0.04

　ジクロロ酢酸（DCA） は、実験動物において、非発がん毒性として、主に肝臓及び精巣への影響が認められているが、ヒトでは生殖毒性に関する疫学研究が
あるもののDCA 曝露との関連はみられていない。しかしながら、発がん性について、肝腫瘍の発生頻度増加がラット及びマウスにおける複数の経口投与試験で
みられたため、非発がん毒性と発がん性の両方について評価を行うこととした。また、遺伝毒性試験において、一貫した結果が得られておらず遺伝毒性に係る
現時点での判断は困難であることから、DCA の発がん性に対する遺伝毒性の関与は不確実と考えられたため、発がん性の評価については、耐容一日摂取量
（TDI） の算出に併せて数理モデルによる発がんリスク評価を実施した。
　DCAの非発がん毒性については、イヌの90日間経口投与試験における肝臓の肝細胞空胞変性、精巣の変性等がみられた試験データから、最小毒性量
（LOAEL）は12.5 mg/kg 体重/日となり、不確実係数1,000（種差10、個体差10、亜急性毒性試験及びLOAEL使用10）で除した12.5 μg/kg 体重/日を耐容
一日摂取量（TDI）とした。
　DCAの発がん性については、マウスの経口投与試験における肝細胞癌又は肝細胞腺腫の発生頻度に関する用量反応データに基づき、ベンチマークドース
ソフトウェア（Ver 2.1.2）のMultistageモデル（Restrict Betas >= 0）及びMultistage-Cancerモデルを用いて算出したベンチマークドースの95％信頼下限値

（BMDL10）は12.9mg/kg 体重/日となった。TDIの算出については、このBMDL10を不確実係数1,000（種差10、個体差10、発がん性10）で除した12.9 μg/kg

体重/日を発がん性に関するTDI とした。

　また、数理モデルによる発がんリスク評価については、このBMDL10を出発点として直線外挿を行うことにより算出した発がんユニットリスク（スロープファクター

（SF）；体重1kg 当たり1mg/日の用量で生涯にわたり経口曝露した場合にこの曝露に関係してがんが生じるリスク）を7.8×10-3(mg/kg 体重/日)-1とした。
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 2/9） 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)

TDI
（非発がん影響）：

0.006
mg/kg 体重/日

マウス 104週間 慢性毒性試験 飲水投与 肝変異細胞巣 LOAEL 6

種差10、個体差
10、PPARαアゴニ
ストとしての影響以
外の可能性及び
LOAEL の使用10

TDI
（発がん影響）：

0.006
mg/kg 体重/日

マウス 104週間 慢性毒性試験 飲水投与
肝臓の腫瘍発生頻度及
び腫瘍発生個数の上昇

NOAEL 6
種差10、個体差
10、発がん性10

TDI：
0.005

mg/kg 体重/日
ラット

妊娠15日から
出産後21日

生殖・発生毒性試
験

混餌投与
児動物の精母細胞の形
成遅延、雌雄の児動物の
乳腺の組織変性

LOAEL 2.5
種差10、個体差
10、LOAELから
NOAELへの外挿5

H26.6.10

トリクロロ酢酸（水
道により供給され
る水の水質基準の
設定）

フタル酸ジブチル
（DBP）

　非発がん毒性に関しては、マウス及びラットで肝細胞肥大又は肝細胞壊死等がみられるなど、肝への影響が認められている。
　発がん性に関しては、マウスにおける複数の飲水投与試験で、肝腫瘍の増加が認められている。
　遺伝毒性に関しては、トリクロロ酢酸（TCA） が遺伝毒性を有する可能性は極めて低いと考えられる。
　以上のことから、TCA は、非発がん毒性に関する耐容一日摂取量（TDI）と発がん性に関するTDI を設定することが適切であると判断された。
　非発がん毒性に関しては、マウスにおける104 週間飲水投与試験でみられた肝変異細胞巣の発生頻度の上昇から、最小毒性量（LOAEL）が6mg/kg 体重/
日であった。不確実係数1,000（種差10、個体差10、PPARαアゴニストとしての影響以外の可能性及びLOAELの使用10）を適用して、TDI は6μg/kg 体重/日
と算出した。
　発がん性に関しては、マウスにおける104 週間飲水投与試験でみられた肝臓の腫瘍発生頻度及び腫瘍発生個数の上昇から、無毒性量（NOAEL）は6mg/kg
体重/日であり、不確実係数1,000（種差10、個体差10、発がん性10）を適用して、TDI は6μg/kg 体重/日と算出した。
　以上、TCA の非発がん毒性を指標とした場合のTDI、発がん性を指標とした場合のTDIがいずれも6μg/kg 体重/日と算出されたことから、TCA のTDI を6μ
g/kg 体重/日と設定した。

DeAngelo AB, Daniel FB, Wong DM, George MH: The induction of hepatocellular neoplasia by trichloroacetic acid administered in the drinking water of
the male B6C3F1 mouse. J Toxicol Environ Health A. 2008;71(16):1056-1068.

　発がん性について、適切に実施された慢性毒性試験及び発がん性試験は入手できなかった。なお、ヒトへの発がん性について、国際がん研究機関では未評
価であり、米国環境保護庁では分類できない（クラスD）としている。また、現在のところフタル酸ジブチル（DBP）によるヒトでの発がんは報告されていない。
　遺伝毒性に関しては、生体にとって特段問題となる遺伝毒性はないと考えられた。
　したがって、実験動物にみられた生殖・発生毒性に基づいて耐容一日摂取量（TDI）を設定することが適切であると考えた。
　各試験で得られた無毒性量（NOAEL）又は最小毒性量（LOAEL）のうち最小値は、ラットを用いた混餌投与試験におけるLOAEL 2.5mg/kg 体重/日であっ
た。認められた影響はDBPの投与によるものと説明することが可能であり、これをTDIの根拠とすることが適切と考えられた。不確実係数については、LOAEL設
定根拠所見である雄の乳腺の腺房細胞の空胞変性及び腺房萎縮は、生後20週でも持続していたこと、一方、雌の乳腺の腺房乳芽及び雄の生殖細胞（精母～
精細胞）にみられた形成遅延は、生後11週には回復していたことから、これらの毒性の程度を総合的に判断した結果、種差10、個体差10に、さらにLOAEL を
用いたことによる係数5を追加した500 とすることが適切と判断した。
　以上より、LOAEL2.5 mg/kg 体重/日を根拠とし、不確実係数500（種差10、個体差10、LOAELからNOAELへの外挿5）で除した0.005 mg/kg 体重/日を
DBPのTDI と設定した。

Lee KY, Shibutani M, Takagi H, Kato N, Takigami S, Uneyama C et al.: Diverse developmental toxicity of di-n-butyl phthalate in both sexes of rat
offspring after maternal exposure during the period from late gestation through lactation. Toxicology. 2004; 203: 221-238

H26.10.7

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日

4 検-024
フタル酸ジ
（n-ブチル）

0.2

3 基-028 トリクロロ酢酸 0.2

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 3/9） 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)
ADI：

0.0019
mg/kg 体重/日

イヌ 1年間 慢性毒性試験 混餌投与
近位尿細管上皮細胞色
素（リポフスチン）沈着重
篤化等

NOAEL 0.19
種差：10、
個体差：10

H26.7.29

ADI：
0.36

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与
甲状腺ろ胞細胞過形成、
体重増加抑制

NOAEL 36
種差：10、
個体差：10

ARfD：
3

mg/kg 体重/日
イヌ

6か月及び1年
間

慢性毒性試験
強制経口
投与

嘔吐 NOAEL 300
種差：10、
個体差：10

ADI：
0.01

mg/kg 体重/日
イヌ 1年間 慢性毒性試験

カプセル
経口投与

肝絶対及び比重量増加
等

NOAEL 1
種差：10、
個体差：10

H26.7.1

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日

6 対-006 アシュラム 0.2 アシュラム

　各種毒性試験結果から、アシュラム投与による影響は、主に体重（増加抑制）及び甲状腺（ろ胞上皮細胞肥大等）に認められた。催奇形性及び遺伝毒性は認
められなかった。
　ラットを用いた2世代繁殖試験において新生児数減少が認められた。
　慢性毒性/発がん性試験において、ラットの雄で副腎褐色細胞腫が認められ、マウスで精巣ライディッヒ細胞腫が増加したが、腫瘍の発生機序は遺伝毒性に
よるものとは考え難く、評価に当たり閾値を設定することは可能であると考えられた。
　各種試験結果から、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をアシュラム（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の36mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全
係数100 で除した0.36mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。
　アシュラムの単回経口投与等により生ずる可能性のある毒性影響に対する無毒性量のうち最小値は、イヌを用いた6 か月及び1年間慢性毒性試験の
300mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100で除した3mg/kg 体重を急性参照用量（ARfD）と設定した。

農薬抄録 アシュラム（除草剤）（2013年3月1日改訂）：ユーピーエルジャパン株式会社、一部公表

H26.10.21

5 対-005 ＭＣＰＡ 0.005

　試験結果から、MCPA 投与による影響は主に体重（増加抑制）、肝臓（肝細胞肥大等）及び腎臓（腎機能障害及びこれに関連した腎病変）に認められた。発
がん性及び生体にとって問題となる遺伝毒性は認められなかった。
　ラットを用いた発生毒性試験において、母動物に毒性が発現する用量で胎児に骨格異常及び骨格変異が発現しているが、母動物に毒性が発現しない用量
では胎児に対する影響はみられていない。また、マウス及びウサギを用いた発生毒性試験では母動物に毒性が発現する用量においても胎児に対する影響は
みられていない。ラットを用いた繁殖試験においても、親動物に毒性が発現しない用量では児動物に対する影響はみられていない。これらのことから、母動物に
毒性が発現しない用量では、胎児・出生児に対して影響を及ぼす可能性は少ないと考えられた。
　各種試験結果から、農産物、畜産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をMCPA（MCPA、MCPAナトリウム塩及びMCPAエチルを含む。）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、イヌを用いた1年間慢性毒性試験の0.19mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100 で除
した0.0019mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

7 対-045
ジクロベニル
（ＤＢＮ）

0.01 ジクロベニル

　各種毒性試験結果から、ジクロベニル投与による影響は、主に肝臓（重量増加、肝細胞肥大等）、腎臓（重量増加、慢性腎症の頻度増加等）及び血液（貧血）
に認められた。神経毒性、繁殖能に対する影響及び遺伝毒性は認められなかった。
　ジクロベニルのラットを用いた2 年間慢性毒性/発がん性併合試験において、肝細胞腫瘍の有意な増加が認められたが、腫瘍の発生機序は遺伝毒性によるも
のとは考え難く、評価に当たり閾値を設定することは可能であると考えられた。
　母動物に毒性の認められる用量で、ラットでは胎児に過剰肋骨が、ウサギでは外表異常又は内臓異常が認められた。
　各種試験結果から、農産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をジクロベニル（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、イヌを用いた1 年間慢性毒性試験の1mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100で除し
た0.01mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録 ジクロベニル（除草剤）（平成25年11月5日改訂）：アグロカネショウ株式会社、一部公表

ＭＣＰＡ（第２版）

農薬抄録 MCPA（除草剤）（平成22年3月11日改訂）：2,4-D協議会、日産化学工業株式会社、石原産業株式会社、一部公表
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 4/9） 

 
 

 

 

 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)
ADI：
0.001

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与
赤血球AChE活性阻害
（20%以上）　(発がん性は
認められない)

NOAEL 0.1
種差：10、
個体差：10

H26.8.19

ADI：
0.0049

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与

雄：赤血球及び脳ChE活
性阻害(20％以上)；　雌：
脳ChE(20％活性阻害)
（発がん性は認められな
い）

NOAEL 0.49
種差：10、
個体差：10

H26.6.3

ADI：
0.019

mg/kg 体重/日
イヌ 1年間 慢性毒性試験 混餌投与 十二指腸粘膜うっ血等 NOAEL 1.9

種差：10、
個体差：10

H26.4.8

8 対-058 ダイアジノン 0.005 ダイアジノン

　各種毒性試験結果から、ダイアジノン投与による主な影響は、赤血球及び脳AChE（アセチルコリンエステラーゼ）の活性阻害並びに神経症状であった。発が
ん性、催奇形性及び生体において問題となる遺伝毒性は認められなかった｡
　ラットを用いた2世代繁殖試験において、交尾率及び妊娠率の低下が認められた。
　各種試験結果から、農産物、畜産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をダイアジノン（親化合物のみ）と設定した。
　食品安全委員会は、ラットを用いた2 年間慢性毒性/発がん性併合試験で得られた無毒性量0.1 mg/kg 体重/日を根拠として、安全係数100で除した0.001
mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録 ダイアジノン（殺虫剤）（平成24年11月19日改訂）：日本化薬株式会社、一部公表

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日

10 対-095
プロピコナ
ゾール

0.05 プロピコナゾール

　各種毒性試験結果から、プロピコナゾール投与による影響は、主に肝臓（肝細胞肥大、空胞化及び壊死：ラット及びマウス）及び消化管（十二指腸粘膜うっ血
等：イヌ）に認められた。繁殖能に対する影響及び遺伝毒性は認められなかった｡
　発がん性試験において、雄のマウスで肝細胞腺腫及び肝細胞癌の発生頻度増加が認められたが、遺伝毒性試験及びメカニズム試験の結果から、腫瘍の発
生機序は遺伝毒性によるものとは考え難く、評価に当たり閾値を設定することは可能であると考えられた。
　ラット及びウサギを用いた発生毒性試験において、母体毒性が認められる用量で胎児に口蓋裂等が認められた。
　各種試験結果から、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をプロピコナゾール（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、イヌを用いた1年間慢性毒性試験の1.9mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100で除し
た0.019 mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録プロピコナゾール（平成25年10月8日改訂）：シンジェンタジャパン、一部公表予定

9 対-081
フェニトロチ
オン（ＭＥＰ）

0.003 フェニトロチオン 　各種毒性試験結果からフェニトロチオン投与による影響として、主にChE（コリンエステラーゼ）活性阻害が認められた。発がん性、繁殖能に対する影響、催奇
形性、遅発性神経毒性及び遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物、畜産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をフェニトロチオン（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の0.49mg/kg体重/日であったことから、これを根拠として、安
全係数100で除した0.0049mg/kg体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録 MEP（殺虫剤）（平成23年9月6日改訂）：住友化学株式会社、一部公表
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 5/9） 

 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)
ADI：
0.29

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性及び慢
性毒性/発がん性
併合試験

混餌投与
赤血球AChE活性阻害
（20%以上）

NOAEL 29
種差：10、
個体差：10

ARfD：
1.5

mg/kg 体重/日
ヒト 単回

急性神経毒性試
験

ヒト単回投
与試験

投与に関連した臨床的変
化はみられず、心電図、
血液生化学検査値並び
に血漿及び赤血球ChE
活性にもマラチオン投与
の影響は認められなかっ
た

NOAEL 15
種差：1、
個体差：10

ADI：
0.071

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与

雄：肝細胞肥大；　雌：体
重増加抑制及び摂餌量
減少　（発がん性は認めら
れない）

NOAEL 7.1
種差：10、
個体差：10

ARfD：
0.1

mg/kg 体重/日
ラット 単回

急性神経毒性試
験

強制経口
投与

雄：自発運動量低下；
雌：振戦、自発運動量低
下等

NOAEL 10
種差：10、
個体差：10

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日

11 対-109
マラチオン
（マラソン）

0.05 マラチオン
　各種毒性試験結果から、マラチオン投与による影響は主に脳及び赤血球ChE（コリンエステラーゼ）の活性阻害であった。繁殖能に対する影響、催奇形性、発
達神経毒性及び生体において問題となる遺伝毒性は認められなかった。
　マウスを用いた18か月間発がん性試験において肝細胞腺腫の発生頻度の増加が認められたが、腫瘍の発生機序は遺伝毒性によるものとは考え難く、評価に
当たり閾値を設定することは可能であると考えられた。ラットでは発がん性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をマラチオン（親化合物のみ）と設定した。
　ウサギを用いた発生毒性試験で無毒性量25mg/kg 体重/日が得られているが、マラチオンの投与による最も鋭敏な毒性指標であるChE活性阻害に基づく無
毒性量がラットで得られていることから、食品安全委員会はラットを用いた2年間慢性毒性試験及び2 年間慢性毒性/発がん性併合試験で得られた無毒性量29
mg/kg 体重/日を根拠として、安全係数100で除した0.29mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。
　また、マラチオンの単回経口投与によると考えられる毒性影響に対する無毒性量のうち最小値は、ヒトへの単回経口投与臨床試験で得られた15 mg/kg 体重
であったことから、これを根拠として、安全係数10（ヒトの試験であるため種差：1、個体差：10）で除した1.5 mg/kg 体重を急性参照用量（ARfD）と設定した。

JMPR：“MALATHION”,Pesticide Residues in food-1997 evaluations（1997） / JMPR：“MALATHION”,Pesticide Residues in food-2003 evaluations（2003）

H26.5.13

12 要-001 アセタミプリド 0.2
アセタミプリド（第３
版）

H26.12.16

　各種毒性試験結果から、アセタミプリド投与による影響は、主に体重（増加抑制）及び肝臓（肝細胞肥大等）に認められた。発がん性、繁殖能に対する影響、
催奇形性及び生体において特段問題となるような遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物中の暴露評価対象物質をアセタミプリド（親化合物のみ）、畜産物中の暴露評価対象物質をアセタミプリド及び代謝物IM-2-1と設
定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2世代繁殖試験の6.5mg/kg 体重/日であり、この試験の最小毒性量は17.9mg/kg 体重/日であっ
た。一方、より長期の試験であるラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の無毒性量は7.1mg/kg 体重/日であり、最小毒性量は17.5mg/kg 体重/日
であった。この差は用量設定の違いによるもので、得られた毒性所見等を検討した結果、より長期の結果である7.1mg/kg 体重/日をラットの無毒性量とするのが
妥当であると考えられた。したがって、食品安全委員会は、これを根拠として安全係数100で除した0.071mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。
　また、アセタミプリドの単回経口投与等により生ずる可能性のある毒性影響に対する無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた急性神経毒性試験の10mg/kg
体重であったことから、これを根拠として、安全係数100で除した0.1mg/kg 体重を急性参照用量（ARfD）と設定した。

農薬抄録 アセタミプリド（殺虫剤）（平成19年7月31日改訂）：日本曹達株式会社、一部公表
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 6/9） 

 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)

ADI：
0.005

mg/kg 体重/日
ウサギ 23日間 発生毒性試験

強制経口
投与

母動物：体重増加抑制
等；　胎児：不完全骨化の
増加　（催奇形性は認め
られない）

NOAEL 0.5
種差：10、
個体差：10

H26.3.24

ADI：
0.002

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与
赤血球ChE活性阻害
（20%以上）等　（発がん性
は認められない）

NOAEL 0.2
種差：10、
個体差：10

H26.3.10

ADI：
0.022

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与
雄：肝細胞肥大等；　雌：
T.Chol（総コレステロー
ル）増加等

NOAEL 2.2
種差：10、
個体差：10

H25.12.2

ADI：
0.009

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与
小葉中心性肝細胞肥大
等（発がん性は認められ
ない）

NOAEL 0.9
種差：10、
個体差：10

H26.4.8

16 他-018
キザロホップ
エチル

0.02
キザロホップエチ
ル（第２版）

　各種毒性試験結果から、キザロホップエチル投与による影響は、主に肝臓（肝細胞肥大）及び精巣（萎縮）に認められた。発がん性、繁殖能に対する影響、催
奇形性及び遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をキザロホップエチル及び代謝物B と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の0.9mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安
全係数100で除した0.009 mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

13 要-003 エチプロール 0.01
エチプロール（第４
版）

　各種毒性試験結果から、エチプロール投与による影響は、主に肝臓（肝細胞肥大等）に認められた。神経毒性、免疫毒性、繁殖能に対する影響、催奇形性
及び遺伝毒性は認められなかった。
　発がん性試験において、ラットで甲状腺腫瘍、マウスで肝腫瘍の増加が認められたが、いずれも発生機序は遺伝毒性メカニズムとは考え難く、評価に当たり閾
値を設定することは可能であると考えられた。
　各種試験結果から、農産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をエチプロール（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ウサギを用いた発生毒性試験の0.5mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100 で除した
0.005mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

ウサギを用いた催奇形性試験（GLP 対応）：Aventis Crop Science（仏）、2000年、未公表

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日

農薬抄録 キザロホップエチル（除草剤）（2007年1月25日改訂）：日産化学工業株式会社、一部公表

14 要-013 ホサロン - ホサロン

　各種毒性試験結果から、ホサロン投与による影響として、主にChE（コリンエステラーゼ）活性阻害が認められた。発がん性、繁殖能に対する影響、催奇形性
及び生体において問題となる遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物中の暴露評価対象物質をホサロン（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2 年間慢性毒性/発がん性併合試験の0.2 mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安
全係数100で除した0.002 mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録 ホサロン（殺虫剤）（平成23年10月30日改訂）：CBC株式会社、一部公表

15 要-014
メタアルデヒ
ド

0.06
メタアルデヒド（第
４版）

　試験結果から、メタアルデヒド投与による影響は主にラット、マウス及びイヌで肝臓（肝細胞肥大等）に、ラット及びイヌでは神経症状として認められた。繁殖能
に対する影響、催奇形性及び遺伝毒性は認められなかった。発がん性試験において、ラットに肝細胞腺腫が認められたが、発生機序は遺伝毒性によるものと
は考え難く、本剤の評価に当たり閾値を設定することは可能であると考えられた。
　各種試験結果から、農産物及び魚介類中の暴露評価対象物質をメタアルデヒド（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2 年間慢性毒性/発がん性併合試験の2.2 mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安
全係数100で除した0.022mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

ラットを用いた飼料混入投与による2年間反復経口投与毒性/発がん性併合試験（GLP 対応）：Bushy Run Research Center（米）、1992年、未公表
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 7/9） 

 

 

 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)

ADI：
0.097

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与

雄：体重増加抑制等；
雌：卵巣間質腺過形成
（発がん性は認められな
い）

NOAEL 9.7
種差：10、
個体差：10

ARfD：
0.6

mg/kg 体重/日
ラット 単回

急性神経毒性試
験

単回強制
経口

クロチアニジン投与に関
連した影響は認められな
かった

NOAEL 60
種差：10、
個体差：10

ADI：
0.085

mg/kg 体重/日
マウス 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与

雌雄：肝細胞肥大等（雄
で肝細胞腺腫及び肝細
胞癌増加、雌雄で肝細胞
腺腫及び肝細胞癌の合
計の増加）

NOAEL 8.57
種差：10、
個体差：10

ARfD：
設定する必要がない

（カットオフ値
(500mg/kg体重)以上）

マウス 単回 一般薬理試験
単回強制
経口

雄雌：中枢興奮作用（落
ちつきのない状態、攣
縮、歩行異常及び運動協
調性の喪失）

NOAEL 1000 -

基準項目等
番号

項目名
水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日

17 他-019
クロチアニジ
ン

0.2
クロチアニジン（第
６版）

　各種毒性試験結果から、クロチアニジン投与による影響は、主に体重（増加抑制）に認められた。神経毒性、免疫毒性、発がん性、繁殖能に対する影響、催
奇形性、発達神経毒性及び生体において問題となる遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をクロチアニジン（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の9.7 mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安
全係数100で除した0.097mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。
　また、クロチアニジンの単回経口投与等により生ずる可能性のある毒性影響に対する無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた急性神経毒性試験の60mg/kg
体重であったことから、これを根拠として、安全係数100で除した0.6mg/kg体重を急性参照用量（ARfD）と設定した。

クロチアニジンのラットを用いた24ヶ月間混餌投与による慢性毒性・発がん性試験(GLP対応)：Covance Laboratories, Madison（米国）、2000年、未公表 / クロ
チアニジンのラットを用いた急性神経毒性試験（追加試験）（GLP対応）：Bayer Corporation（米国）、2000年、未公表

H26.10.7

　各種毒性試験結果から、シクロプロトリン投与による影響は、主に体重（増加抑制）、肝臓（重量増加、肝細胞肥大等）等に認められた。繁殖能に対する影響、
催奇形性及び遺伝毒性は認められなかった。
　発がん性試験において、マウス雄で肝細胞腺腫及び肝細胞癌の発生頻度が、雌雄で肝細胞腺腫及び肝細胞癌の合計の発生頻度が有意に増加したが、遺
伝毒性は認められなかったことから、発生機序は遺伝毒性メカニズムとは考え難く、評価に当たり閾値を設定することは可能であると考えられた。
　各種試験結果から、農産物中及び魚介類中の暴露評価対象物質をシクロプロトリン（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、マウスを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の8.57mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、
安全係数100で除した0.085mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。
　また、シクロプロトリンの単回経口投与等により生ずる可能性のある毒性影響に対する無毒性量のうち最小値は、マウスを用いた一般薬理試験の1,000mg/kg
体重であり、カットオフ値（500mg/kg 体重）以上であったことから、急性参照用量（ARfD）を設定する必要がないと判断した。

18 他-025
シクロプロトリ
ン

0.008 シクロプロトリン

H27.2.3

農薬抄録 シクロプロトリン（殺虫剤）（平成10年12月2日改訂）：日本化薬株式会社、一部公表

No.
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 8/9） 

 

 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)
ADI：
0.22

mg/kg 体重/日
イヌ 1年間 慢性毒性試験 混餌投与 雌：体重増加抑制等 NOAEL 22

種差：10、
個体差：10

H25.12.2

ADI：
0.0096

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与 雌雄：肝細胞肥大等 NOAEL 0.96
種差：10、
個体差：10

ARfD：
0.25

mg/kg 体重/日
ラット 単回

急性神経毒性試
験

強制経口 雄：前肢握力低下 NOAEL 25
種差：10、
個体差：10

ADI：
0.024

mg/kg 体重/日
ラット 2年間

慢性毒性/発がん
性併合試験

混餌投与
雌雄：甲状腺ろ胞上皮細
胞空胞化等（発がん性は
認められない）

NOAEL 2.4
種差：10、
個体差：10

H27.2.17

19 他-030 ジノテフラン 0.6
ジノテフラン(第５
版)

　各種毒性試験結果から、ジノテフラン投与による毒性所見は多くは認められなかったが体重増加抑制等が散見された。神経毒性、発がん性、繁殖能に対する
影響、催奇形性、発達神経毒性及び遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物及び畜産物中の暴露評価対象物質をジノテフラン（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、イヌを用いた1年間慢性毒性試験の22mg/kg体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100で除し
た0.22mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）とした。

ジノテフラン原体(MTI-446)のイヌを用いた混餌投与による52週間慢性毒性試験（GLP 対応）：Covance Laboratories Inc.（米国）、1999年、未公表

20 他-031
ジフェノコナ
ゾール

0.02
ジフェノコナゾー
ル（第２版）

H27.3.3

　各種毒性試験結果から、ジフェノコナゾール投与による影響は、主に体重（増加抑制）、肝臓（重量増加、肝細胞肥大等）及び眼（白内障：イヌ）に認められ
た。繁殖能に対する影響、催奇形性、免疫毒性及び生体にとって問題となる遺伝毒性は認められなかった。
　マウス18か月発がん性試験において肝細胞腺腫及び肝細胞癌が認められたが、これらの腫瘍の発生機序は遺伝毒性によるものとは考え難く、評価に当たり
閾値を設定することは可能であると考えられた。
　ラットの急性及び亜急性神経毒性試験において前肢又は後肢の握力低下が認められた。
　各種試験結果から、暴露評価対象物質は、農産物ではジフェノコナゾール（親化合物のみ）、畜産物ではジフェノコナゾール及び代謝物Dと設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の0.96mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安
全係数100で除した0.0096mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。
　また、ジフェノコナゾールの単回経口投与等により生ずる可能性のある毒性影響に対する無毒性量のうち最小値は、ラットを用いた急性神経毒性試験の
25mg/kg 体重であったことから、これを根拠として、安全係数100で除した0.25mg/kg 体重を急性参照用量（ARfD）と設定した。

農薬抄録 ジフェノコナゾール（殺菌剤）（平成21年4月1日改訂）：シンジェンタ　ジャパン株式会社、一部公表 / 農薬抄録 ジフェノコナゾール（殺菌剤）（平成
26年8月8日改訂）：シンジェンタ　ジャパン株式会社、一部公表

21 他-041 スピノサド 0.1 スピノサド（第２版）

　試験結果から、スピノサド投与による影響は、主にリン脂質症と考えられる臓器及び組織における細胞質内の空砲化であった。発がん性、催奇形性及び遺伝
毒性は認められなかった。
　各試験で得られた無毒性量の最小値は、ラットを用いた2年間慢性毒性/発がん性併合試験の2.4mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係
数100で除した0.024mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

スピノサドの残留農薬安全性評価委員会からの要望事項に対する回答：ダウ・ケミカル日本株式会社、1998年4月、未公表 / スピノサドの残留農薬安全性評価
委員会からの要望事項に対する回答：ダウ・ケミカル日本株式会社、1998年11月、未公表 / ラットを用いた飼料混入投与による2 年間反復経口投与毒性及び
発がん性併合試験（GLP対応）：ザ・ダウ・ケミカル・カンパニー、1995年、未公表

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日
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表 2 内閣府食品安全委員会における評価の概要（その 9/9） 

 

 

動物種 期間 試験種類 投与方法 エンドポイント 種類
値(mg/kg 体

重/日)
ADI：
0.01

mg/kg 体重/日
イヌ 1年間 慢性毒性試験

カプセル
経口投与

雄：肝臓のヘモジデリン沈
着等；　雌：Chol減少

NOAEL 1
種差：10、
個体差：10

H26.5.20

ADI：
0.1

mg/kg 体重/日
イヌ 1年間 慢性毒性試験

カプセル
経口投与

雄：体重増加抑制；　雌：
体重増加抑制並びにRBC
（赤血球数）、Hb（ヘモグ
ロビン（血色素量））及び
Ht（ヘマトクリット量）減少

NOAEL 10
種差：10、
個体差：10

H26.1.20

23 除-007
ハロスルフロ
ンメチル

0.3
ハロスルフロンメチ
ル（第２版） 　各種毒性試験結果から、ハロスルフロンメチル投与による影響は、主に体重（増加抑制）に認められた。神経毒性、発がん性、繁殖能に対する影響、催奇形

性及び遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物中の暴露評価対象物質をハロスルフロンメチル（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量のうち最小値は、イヌを用いた1 年間慢性毒性試験の10.0mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠として、安全係数100で除
した0.1mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録 ハロスルフロンメチル（除草剤）：平成19年1月29日改訂、日産化学工業株式会社、一部公表

22 他-060
ピラゾスルフ
ロンエチル

0.1
ピラゾスルフロンエ
チル

　各種毒性試験結果から、ピラゾスルフロンエチル投与による影響は主に肝臓（小葉中心性肝細胞肥大、空胞変性等）、血液（貧血）及びChol（コレステロール）
減少に認められた。
　神経毒性、発がん性、繁殖能に対する影響、催奇形性及び遺伝毒性は認められなかった。
　各種試験結果から、農産物中の暴露評価対象物質をピラゾスルフロンエチル（親化合物のみ）と設定した。
　各試験で得られた無毒性量及び最小毒性量のうち最小値は、イヌを用いた1 年間慢性毒性試験の無毒性量1 mg/kg 体重/日であったことから、これを根拠と
して、安全係数100で除した0.01mg/kg 体重/日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。

農薬抄録 ピラゾスルフロンエチル（除草剤）（2010年）：日産化学工業株式会社、一部公表

No.
基準項目等

番号
項目名

水質基準等
(mg/L以下)

食品安全委員会評価

評価品目名
評価結果
（TDI等）

試験/根拠データ
不確実係数

評価結果
通知日
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表 3 過去の内閣府食品安全委員会による全評価物質とその概要（その 1/5） 

 

評価品目名 CAS番号
食品安全委員会

における分類
評価要請

文書受理日
評価結果
通知日

評価値
種類

評価値
（mg/kg体重/日）

1 基-003 カドミウム(汚染物質) 7440-43-9 化学・汚染 H15.7.3 H20.7.3 TWI 0.007
2 基-003 カドミウム(清涼飲料水) 7440-43-9 化学・汚染 H15.7.3 H20.9.25 TWI 0.007
3 基-003 カドミウム(汚染物質) 7440-43-9 化学・汚染 H21.10.9 H21.10.15 TWI 0.007
4 基-003 カドミウム(汚染物質) 7440-43-9 化学・汚染 H21.2.9 H21.8.20 TWI 0.007

5 基-004 水銀（清涼飲料水） 7439-97-6 化学・汚染 H15.7.3 H24.5.10 TDI
0.0007:水銀として
（非発がん影響）

6 基-005 セレン（清涼飲料水） 7782-49-2 化学・汚染 H15.7.3 H24.10.29 TDI 0.004

7 基-007 食品中のヒ素 7440-38-2 化学・汚染 H15.7.3 H25.12.16 - -

8 基-009 亜硝酸態窒素 14797-65-0 化学・汚染 H15.7.3 H24.10.29 TDI 0.015

9 基-010 シアン(清涼飲料水) - 化学・汚染 H15.7.3 H22.10.19 TDI
0.0045

(シアンイオンとして)

10 基-011
硝酸態窒素及び
亜硝酸態窒素(清涼飲料水)

14797-55-8 化学・汚染 H15.7.3 H24.10.29 TDI 1.5

11 基-011
硝酸態窒素及び
亜硝酸態窒素(清涼飲料水)

14797-65-0 化学・汚染 H15.7.3 H24.10.29 TDI 0.015

12 基-011
亜硝酸態窒素（水道により供給される水の
水質基準の設定）

14797-65-0 化学・汚染 H25.6.3 H25.7.22 TDI 0.015

13 基-012 フッ素（清涼飲料水） 7782-41-4 化学・汚染 H15.7.3 H24.12.17 TDI 0.05

14 基-013 ホウ素（清涼飲料水） 7440-42-8 化学・汚染 H15.7.3 H24.8.6 TDI 0.096
15 基-014 四塩化炭素(清涼飲料水) 56-23-5 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI 0.00071
16 基-015 1,4-ジオキサン(清涼飲料水) 123-91-1 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI 0.016

17 基-016 シス-1,2-ジクロロエチレン(清涼飲料水) 156-59-2 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI
0.017

(シストランスの和)

18 基-016
トランス-1,2-ジクロロエチレン(清涼飲料
水)

156-60-5 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI
0.017

(シストランスの和)

19 基-016
1,2-ジクロロエチレン（シス体及びトランス
体）(水道水)

540-59-0 化学・汚染 H20.4.11 H20.5.29 TDI 0.017

20 基-017 ジクロロメタン(清涼飲料水) 75-09-2 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.006
21 基-018 テトラクロロエチレン(清涼飲料水) 127-18-4 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.014
22 基-019 トリクロロエチレン(清涼飲料水) 79-01-6 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.00146

23 基-019 トリクロロエチレン(清涼飲料水) 79-01-6 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6
発がんユ

ニットリスク
8.3×10-3

(mg/kg 体重/日)-1

24 基-019 トリクロロエチレン(清涼飲料水) 79-01-6 化学・汚染 H22.6.11 H22.9.2 TDI 0.00146

25 基-019 トリクロロエチレン(清涼飲料水) 79-01-6 化学・汚染 H22.6.11 H22.9.2
発がんユ

ニットリスク
8.3×10-3

(mg/kg 体重/日)-1

26 基-020 ベンゼン(清涼飲料水) 71-43-2 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.018

27 基-020 ベンゼン(清涼飲料水) 71-43-2 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6
発がんユ

ニットリスク
2.5×10-2

(mg/kg 体重/日)-1

28 基-021 塩素酸(清涼飲料水) 7790-93-4 化学・汚染 H18.8.31 H19.3.15 TDI 0.030
29 基-022 クロロ酢酸（清涼飲料水） 79-11-8 化学・汚染 H15.7.3 H24.5.10 TDI 0.0035

30 基-022
クロロ酢酸（水道により供給される水の水質
基準の設定）

79-11-8 化学・汚染 H26.8.12 H26.10.7 TDI 0.0035

31 基-023 クロロホルム(清涼飲料水) 67-66-3 化学・汚染 H15.7.3 H21.8.20 TDI 0.0129

32 基-024
ジクロロ酢酸（清涼飲料水の規格基準の改
正）

79-43-6 化学・汚染 H15.7.3 H25.4.15 TDI
0.0125

（非発がん影響）

33 基-024
ジクロロ酢酸（清涼飲料水の規格基準の改
正）

79-43-6 化学・汚染 H15.7.3 H25.4.15 TDI
0.0129

（発がん影響）

34 基-024
ジクロロ酢酸（清涼飲料水の規格基準の改
正）

79-43-6 化学・汚染 H15.7.3 H25.4.15
発がんユ

ニットリスク
7.8×10-3

(mg/kg 体重/日)-1

35 基-024
ジクロロ酢酸（水道により供給される水の水
質基準の設定）

79-43-6 化学・汚染 H26.8.12 H26.10.7 TDI
0.0125

（非発がん影響）

36 基-024
ジクロロ酢酸（水道により供給される水の水
質基準の設定）

79-43-6 化学・汚染 H26.8.12 H26.10.7 TDI
0.0129

（発がん影響）

37 基-024
ジクロロ酢酸（水道により供給される水の水
質基準の設定）

79-43-6 化学・汚染 H26.8.12 H26.10.7
発がんユ

ニットリスク
7.8×10-3

(mg/kg 体重/日)-1

38 基-025 ジブロモクロロメタン(清涼飲料水) 124-48-1 化学・汚染 H15.7.3 H21.8.20 TDI 0.0214
39 基-026 臭素酸(清涼飲料水) 7789-31-3 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.011

40 基-026 臭素酸(清涼飲料水) 7789-31-4 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6
発がんユ

ニットリスク
2.8×10-2

(mg/kg 体重/日)-1

41 基-027 総トリハロメタン(清涼飲料水) - 化学・汚染 H15.7.3 H21.8.20 TDI 設定できない

42 基-028 トリクロロ酢酸（清涼飲料水） 76-03-9 化学・汚染 H15.7.3 H24.5.10 TDI
0.006

（発がん影響）

43 基-028 トリクロロ酢酸（清涼飲料水） 76-03-9 化学・汚染 H15.7.3 H24.5.10 TDI
0.006

（非発がん影響）

44 基-028
トリクロロ酢酸（水道により供給される水の
水質基準の設定）

76-03-9 化学・汚染 H26.8.12 H26.10.7 TDI
0.006

（発がん影響）

45 基-028
トリクロロ酢酸（水道により供給される水の
水質基準の設定）

76-03-9 化学・汚染 H26.8.12 H26.10.7 TDI
0.006

（非発がん影響）
46 基-029 ブロモジクロロメタン(清涼飲料水) 75-27-4 化学・汚染 H15.7.3 H21.8.20 TDI 0.0061
47 基-030 ブロモホルム(清涼飲料水) 75-25-2 化学・汚染 H15.7.3 H21.8.20 TDI 0.0179
48 基-031 ホルムアルデヒド(清涼飲料水) 50-00-0 化学・汚染 H15.7.3 H20.4.17 TDI 0.015

49 基-035 銅(清涼飲料水) 7440-50-8 化学・汚染 H15.7.3 H20.4.17
許容上限摂

取量
9mg/ヒト（成人）/日

50 基-036

塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウ
ム及び酢酸ナトリウムを有効成分とする牛
の注射剤（酢酸リンゲルーV注射液）並び
に塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カル
シウム及び酢酸ナトリウム(動物用医薬品)

- 動物薬 H20.9.16 H21.1.22 -
影響を与える可能性

は無視できる

No.
水質基準
項目等

食品安全委員会における評価
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表 3 過去の内閣府食品安全委員会による全評価物質とその概要（その 2/5） 

 

評価品目名 CAS番号
食品安全委員会

における分類
評価要請

文書受理日
評価結果
通知日

評価値
種類

評価値
（mg/kg体重/日）

51 基-037 マンガン（清涼飲料水） 7439-96-5 化学・汚染 H15.7.3 H24.8.6 TDI 0.18

52 基-038

塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウ
ム及び酢酸ナトリウムを有効成分とする牛
の注射剤（酢酸リンゲルーV注射液）並び
に塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カル
シウム及び酢酸ナトリウム(動物用医薬品)

- 動物薬 H20.9.16 H21.1.22 -
影響を与える可能性

は無視できる

53 基-038

塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウ
ム及び酢酸ナトリウムを有効成分とする牛
の注射剤（酢酸リンゲルーV注射液）並び
に塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カル
シウム及び酢酸ナトリウム(動物用医薬品)

- 動物薬 H20.9.16 H21.1.22 -
影響を与える可能性

は無視できる

54 基-039

プロピオン酸カルシウム、塩化カルシウム、
リン酸一水素カルシウム及び酸化マグネシ
ウムを有効成分とする牛の強制経口投与剤
（カルチャージ）及びプロピオン酸カルシウ
ム、塩化カルシウム、リン酸一水素カルシウ
ム及び酸化マグネシウム(動物用医薬品)

- 動物薬 H20.5.13 H20.7.24 -
影響を与える可能性

は無視できる

55 基-039

塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カルシウ
ム及び酢酸ナトリウムを有効成分とする牛
の注射剤（酢酸リンゲルーV注射液）並び
に塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カル
シウム及び酢酸ナトリウム(動物用医薬品)

- 動物薬 H20.9.16 H21.1.22 -
影響を与える可能性

は無視できる

56 基-046
食品健康影響評価を行うことが明らかに必
要でないときについて（水道水中の有機物
（全有機炭素（TOC)の量））

化学・汚染 H20.5.22 回答文書

57 目-001 アンチモン（清涼飲料水） 7440-36-0 化学・汚染 H15.7.3 H24.8.6 TDI 0.006
58 目-002 ウラン(清涼飲料水) 7440-61-1 化学・汚染 H15.7.3 H24.1.12 TDI 0.0002
59 目-003 ニッケル（清涼飲料水） 7440-02-0 化学・汚染 H15.7.3 H24.7.23 TDI 0.004
60 目-005 1,2-ジクロロエタン(清涼飲料水) 107-06-2 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.0375

61 目-005 1,2-ジクロロエタン(清涼飲料水) 107-06-3 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6
発がんユ

ニットリスク
6.3×10-2

(mg/kg 体重/日)-1

62 目-008 トルエン(清涼飲料水) 108-88-3 化学・汚染 H15.7.3 H20.11.6 TDI 0.149

63 目-009
フタル酸ジ（2－エチルへキシル）（清涼飲
料水の規格基準の改正）

117-81-7 化学・汚染 H15.7.3 H25.4.15 TDI 0.03

64 目-009
フタル酸ビス（２－エチルヘキシル）
（DEHP）

117-81-7 器具・容器包装 H21.12.14 H25.2.18 TDI 0.03

65 目-010 亜塩素酸(清涼飲料水) 1318-59-8 化学・汚染 H15.7.3 H20.6.19 TDI
0.029（亜塩素酸イオ

ンとして）

66 目-012 二酸化塩素(清涼飲料水) 10049-4-4 化学・汚染 H15.7.3 H20.6.19 TDI
0.029（亜塩素酸イオ

ンとして）
67 目-013 ジクロロアセトニトリル(清涼飲料水) 3018-12-0 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI 0.0027
68 目-014 抱水クロラール(清涼飲料水) 302-17-0 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI 0.0045
69 目-016 塩素(残留塩素)(清涼飲料水) 7782-50-5 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI 0.136
70 目-020 1,1,1-トリクロロエタン(清涼飲料水) 71-55-6 化学・汚染 H15.7.3 H20.4.17 TDI 0.6
71 目-021 メチル-t-ブチルエーテル(清涼飲料水) 1634-04-4 化学・汚染 H15.7.3 H20.4.17 TDI 0.143
72 目-029 1,1-ジクロロエチレン(清涼飲料水) 75-35-4 化学・汚染 H15.7.3 H19.3.15 TDI 0.046
73 目-029 1,1-ジクロロエチレン(水道水) 75-35-4 化学・汚染 H20.4.11 H20.5.29 TDI 0.046
74 検-002 バリウム(清涼飲料水) 7440-39-3 化学・汚染 H15.7.3 H24.10.29 TDI 0.02
75 検-024 フタル酸ジブチル（DBP） 84-74-2 器具・容器包装 H21.12.14 H26.6.10 TDI 0.005
76 検-037 アセトアルデヒド 75-07-0 添加物 H15.11.21 H17.7.21 安全性に懸念がない
77 対-001 １，３―ジクロロプロペン　（Ｄ―Ｄ）(農薬) 542-75-6 農薬 H20.3.3 H25.2.18 ADI 0.02
78 対-004 Ｅ Ｐ Ｎ 2104-64-5 農薬 H15.7.1 H15.9.18 ADI 0.0014
79 対-004 Ｅ Ｐ Ｎ(農薬) 2104-64-5 農薬 H15.7.1 H20.10.16 ADI 0.0014
80 対-004 Ｅ Ｐ Ｎ(農薬) 2104-64-5 農薬 H20.2.5 H20.11.27 ADI 0.0014
81 対-005 ＭＣＰＡ(農薬) 94-74-6 農薬 H22.2.16 H23.6.16 ADI 0.0019
82 対-005 ＭＣＰＡ（第２版） 94-74-6 農薬 H26.3.25 H26.7.29 ADI 0.0019
83 対-006 アシュラム 3337-71-1 農薬 H25.8.20 H26.10.21 ADI 0.36
84 対-006 アシュラム 3337-71-1 農薬 H25.8.20 H26.10.21 ARfD 3
85 対-007 アセフェート(農薬2版) 30560-19-1 農薬 H23.1.17 H25.9.30 ADI 0.0024
86 対-007 アセフェート 30560-19-1 農薬 H20.7.8 H22.7.22 ADI 0.0024
87 対-009 アニロホス 64249-01-0 農薬 H25.3.12 H25.3.18 回答文書
88 対-010 アミトラズ(農薬・動物用医薬品) 33089-61-1 農薬 H18.11.6 H19.5.17 ADI 0.0025
89 対-010 アミトラズ(農薬・動物用医薬品) 33089-61-1 動物用医薬品 H18.11.6 H19.5.17 ADI 0.0025

90 対-010
アミトラズを有効成分とするみつばちの寄
生虫駆除剤（アピバール）(動物用医薬品
評価書)

33089-61-1 動物用医薬品 H18.11.6 H19.5.17 ADI 0.0025

91 対-011 アラクロール(農薬２版） 15972-60-8 農薬 H25.1.30 H25.3.18 ADI 0.01
92 対-011 アラクロール(農薬２版） 15972-60-8 農薬 H24.1.23 H25.3.18 ADI 0.01
93 対-011 アラクロール(農薬) 15972-60-8 農薬 H20.4.1 H23.8.25 ADI 0.01
94 対-015 イソプロチオラン(農薬・動物用医薬品) 50512-35-1 農薬 H19.8.21 H20.2.28 ADI 0.1

95 対-015
イソプロチオラン(農薬・動物用医薬品)（第
2版）

50512-35-1 農薬 H22.1.5 H22.9.16 ADI 0.1

96 対-015
イソプロチオラン(農薬・動物用医薬品)（第
３版）

50512-35-1 農薬 H24.5.21 H24.12.10 ADI 0.1

97 対-015 イソプロチオラン(農薬・動物用医薬品) 50512-35-1 動物用医薬品 H19.8.21 H20.2.28 ADI 0.1

98 対-015
イソプロチオラン(農薬・動物用医薬品)（第
2版）

50512-35-1 動物用医薬品 H22.1.5 H22.9.16 ADI 0.1

99 対-015
イソプロチオラン(農薬・動物用医薬品)（第
３版）

50512-35-1 動物用医薬品 H24.5.21 H24.12.10 ADI 0.1

100 対-016 イプロベンホス(農薬) 26087-47-8 農薬 H19.12.18 H21.4.23 ADI 0.035

No.
水質基準
項目等

食品安全委員会における評価
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表 3 過去の内閣府食品安全委員会による全評価物質とその概要（その 3/5） 

 

  

評価品目名 CAS番号
食品安全委員会

における分類
評価要請

文書受理日
評価結果
通知日

評価値
種類

評価値
（mg/kg体重/日）

101 対-018 インダノファン(農薬) 133220-30-1 農薬 H19.9.13 H20.1.10 ADI 0.0035
102 対-018 インダノファン(農薬2版) 133220-30-1 農薬 H22.1.5 H22.9.9 ADI 0.0035
103 対-019 エスプロカルブ(農薬) 85785-20-2 農薬 H19.9.13 H20.1.17 ADI 0.01
104 対-019 エスプロカルブ(農薬2版) 85785-20-2 農薬 H21.1.20 H21.5.14 ADI 0.01
105 対-019 エスプロカルブ(農薬) 85785-20-2 農薬 H23.6.10 H24.2.23 ADI 0.01
106 対-021 エトフェンプロックス(農薬2版) 80844-07-1 農薬 H25.6.12 H25.8.5 ADI 0.031
107 対-021 エトフェンプロックス(農薬) 80844-07-1 農薬 H21.2.17 H21.11.19 ADI 0.031
108 対-024 オキサジクロメホン(農薬) 153197-14-9 農薬 H15.7.1 H15.9.18 ADI 0.0090
109 対-024 オキサジクロメホン(農薬) 153197-14-9 農薬 H20.6.3 H20.8.21 ADI 0.0091
110 対-025 オキシン銅 10380-28-6 農薬 H24.8.21 H25.4.22 ADI 0.01
111 対-026 オリサストロビン(農薬) 248583-16-1 農薬 H16.2.3 H17.12.8 ADI 0.052
112 対-026 オリサストロビン(農薬) 248583-16-1 農薬 H20.1.11 H20.3.27 ADI 0.052
113 対-027 カズサホス(農薬) 95465-99-9 農薬 H16.10.5 H17.6.30 ADI 0.00025
114 対-027 カズサホス(農薬) 95465-99-9 農薬 H18.7.18 H19.2.22 ADI 0.00025
115 対-027 カズサホス(農薬) 95465-99-9 農薬 H20.3.3 H20.7.3 ADI 0.00025
116 対-028 カフェンストロール(農薬) 125306-83-4 農薬 H19.8.6 H20.2.21 ADI 0.003
117 対-031 カルプロパミド(農薬) 104030-54-8 農薬 H19.8.28 H19.12.13 ADI 0.014
118 対-035 クミルロン(農薬) 99485-76-4 農薬 H19.6.5 H19.8.9 ADI 0.01
119 対-037 グルホシネート(農薬3版) 77182-82-2 農薬 H25.6.12 H25.7.29 ADI 0.0091
120 対-037 グルホシネート(農薬) 77182-82-2 農薬 H19.7.17 H22.2.25 ADI 0.021
121 対-037 グルホシネートP(農薬) 70033-13-5 農薬 H19.7.17 H22.2.25 ADI 0.0091
122 対-037 グルホシネート(農薬2版) 77182-82-2 農薬 H23.11.18 H24.3.8 ADI 0.0091
123 対-038 クロメプロップ(農薬) 84496-56-0 農薬 H20.10.7 H21.7.23 ADI 0.0062
124 対-040 クロルピリホス 2921-88-2 農薬 H15.7.3 H15.9.18 ADI 0.01(詳細不明)

125 対-040 クロルピリホス(農薬) 2921-88-2 農薬 H18.7.18 H19.3.22 ADI 0.001

126 対-040 クロルピリホス(農薬) 2921-88-2 農薬 H18.7.18 H19.3.22 ADI 0.001

127 対-040 クロルピリホス(農薬) 2921-88-2 農薬 H18.7.18 H19.3.22 ADI 0.001

128 対-040 クロルピリホス(農薬2版) 2921-88-2 農薬 H21.10.26 H22.11.4 ADI 0.001
129 対-040 クロルピリホス(農薬2版) 2921-88-2 農薬 H21.10.26 H22.11.4 ADI 0.001
130 対-040 クロルピリホス(農薬2版) 2921-88-2 農薬 H21.10.26 H22.11.4 ADI 0.001
131 対-040 クロルピリホス(農薬3版) 2921-88-2 農薬 H22.8.12 H23.6.2 ADI 0.001
132 対-040 クロルピリホス(農薬3版) 2921-88-2 農薬 H22.8.12 H23.6.2 ADI 0.001
133 対-040 クロルピリホス(農薬3版) 2921-88-2 農薬 H22.8.12 H23.6.2 ADI 0.001
134 対-045 ジクロベニル 1194-65-6 農薬 H22.9.27 H26.7.1 ADI 0.01
135 対-049 ジチアノン(農薬) 3347-22-6 農薬 H19.8.6 H22.6.17 ADI 0.01
136 対-051 ジチオピル(農薬) 97886-45-8 農薬 H19.9.13 H20.1.10 ADI 0.0036
137 対-054 ジメタメトリン(農薬) 22936-75-0 農薬 H19.10.30 H23.12.22 ADI 0.0094
138 対-057 ジメピペレート 61432-55-1 農薬 H24.2.24 H24.3.1 回答文書
139 対-058 ダイアジノン（農薬・動物用医薬品評価書） 333-41-5 農薬 H20.8.18 H26.8.19 ADI 0.001
140 対-058 ダイアジノン（農薬・動物用医薬品評価書） 333-41-5 農薬 H24.1.23 H26.8.19 ADI 0.001
141 対-058 ダイアジノン（農薬・動物用医薬品評価書） 333-41-5 農薬 H25.3.12 H26.8.19 ADI 0.001
142 対-058 ダイアジノン（農薬・動物用医薬品評価書） 333-41-5 動物用医薬品 H25.3.12 H26.8.19 ADI 0.001
143 対-059 ダイムロン(農薬) 412928-75-7 農薬 H19.8.6 H19.11.8 ADI 0.3
144 対-061 チアジニル(農薬) 223580-51-6 農薬 H19.7.17 H19.10.25 ADI 0.04
145 対-065 チオベンカルブ(農薬) 28249-77-6 農薬 H19.8.6 H19.12.13 ADI 0.009
146 対-065 チオベンカルブ(農薬) 28249-77-6 農薬 H21.10.27 H22.8.5 ADI 0.009
147 対-069 トリシクラゾール(農薬) 41814-78-2 農薬 H22.6.22 H26.1.20 ADI 0.05
148 対-069 トリシクラゾール(農薬) 41814-78-2 農薬 H21.10.27 H26.1.20 ADI 0.05
149 対-070 トリフルラリン(農薬) 1582-09-8 農薬 H21.3.24 H24.1.26 ADI 0.024
150 対-073 ピペロホス 24151-93-7 農薬 H24.2.24 H24.3.1 回答文書
151 対-074 ピラクロニル(農薬) 158353-15-2 農薬 H18.1.16 H19.8.2 ADI 0.0044
152 対-074 ピラクロニル(農薬) 158353-15-2 農薬 H22.6.18 H23.6.2 ADI 0.0044
153 対-077 ピリダフェンチオン 119-12-0 農薬 H25.3.12 H25.3.18 回答文書
154 対-078 ピリブチカルブ(農薬) 88678-67-5 農薬 H19.8.6 H20.9.11 ADI 0.0088
155 対-080 フィプロニル(農薬・動物用医薬品評価書) 120068-37-3 農薬 H23.2.14 H26.1.20 ADI 0.00019
156 対-080 フィプロニル(農薬・動物用医薬品評価書) 120068-37-3 農薬 H23.2.10 H26.1.20 ADI 0.00019
157 対-080 フィプロニル(農薬・動物用医薬品評価書) 120068-37-3 動物用医薬品 H23.2.10 H26.1.20 ADI 0.00019

158 対-081
フェニトロチオン（農薬・動物用医薬品評価
書）

122-14-5 農薬 H22.9.27 H26.6.3 ADI 0.0049

159 対-081
フェニトロチオン（農薬・動物用医薬品評価
書）

122-14-5 農薬 H24.2.24 H26.6.3 ADI 0.0049

160 対-081
フェニトロチオン（農薬・動物用医薬品評価
書）

122-14-5 農薬 H24.3.26 H26.6.3 ADI 0.0049

161 対-081
フェニトロチオン（農薬・動物用医薬品評価
書）

122-14-5 動物用医薬品 H22.9.27 H26.6.3 ADI 0.0049

162 対-081
フェニトロチオン（農薬・動物用医薬品評価
書）

122-14-5 動物用医薬品 H24.2.24 H26.6.3 ADI 0.0049

No.
水質基準
項目等

食品安全委員会における評価
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表 3 過去の内閣府食品安全委員会による全評価物質とその概要（その 4/5） 

 

評価品目名 CAS番号
食品安全委員会

における分類
評価要請

文書受理日
評価結果
通知日

評価値
種類

評価値
（mg/kg体重/日）

163 対-082
フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ）(農薬・動物用医
薬品評価書)

3766-81-2 農薬 H24.5.21 H25.9.9 ADI 0.013

164 対-082
フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ）(農薬・動物用医
薬品評価書)

3766-81-2 農薬 H24.5.21 H25.9.9 ADI 0.013

165 対-082
フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ）(農薬・動物用医
薬品評価書)

3766-81-2 農薬 H22.9.27 H25.9.9 ADI 0.013

166 対-082
フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ）(農薬・動物用医
薬品評価書)

3766-81-2 農薬 H22.9.24 H25.9.9 ADI 0.013

167 対-082
フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ）(農薬・動物用医
薬品評価書)

3766-81-2 動物用医薬品 H22.9.27 H25.9.9 ADI 0.013

168 対-082
フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ）(農薬・動物用医
薬品評価書)

3766-81-2 動物用医薬品 H24.5.21 H25.9.9 ADI 0.013

169 対-083 フェリムゾン(農薬) 89269-64-7 農薬 H20.2.5 H20.11.13 ADI 0.019
170 対-083 フェリムゾン(農薬) 89269-64-7 農薬 H23.6.10 H24.2.2 ADI 0.019
171 対-084 フェンチオン(農薬2版) 55-38-9 農薬 H23.1.17 H25.9.30 ADI 0.0023
172 対-084 フェンチオン(農薬) 55-38-9 農薬 H21.1.20 H22.4.8 ADI 0.0023
173 対-085 フェントエート(農薬) 2597-03-7 農薬 H21.6.9 H23.10.6 ADI 0.0029
174 対-085 フェントエート(農薬2版) 2597-03-7 農薬 H24.7.18 H25.1.21 ADI 0.0029
175 対-086 フェントラザミド(農薬) 158237-07-1 農薬 H15.7.1 H15.9.18 ADI 0.0052
176 対-086 フェントラザミド(農薬) 158237-07-1 農薬 H20.2.5 H20.12.4 ADI 0.0052
177 対-088 ブタクロール(農薬) 23184-66-9 農薬 H19.10.12 H23.8.25 ADI 0.01
178 対-089 ブタミホス(農薬) 36335-67-8 農薬 H20.4.1 H21.2.12 ADI 0.008
179 対-090 ブプロフェジン(農薬) 69327-76-0 農薬 H19.8.21 H20.5.15 ADI 0.009
180 対-090 ブプロフェジン(農薬)（第２版） 69327-76-0 農薬 H24.5.21 H24.12.10 ADI 0.009
181 対-091 フルアジナム(農薬) 79622-59-6 農薬 H19.2.27 H25.11.11 ADI 0.01
182 対-091 フルアジナム(農薬) 79622-59-6 農薬 H18.9.4 H25.11.11 ADI 0.01
183 対-091 フルアジナム 79622-59-6 農薬 H15.7.1 H15.9.18 ADI 0.01
184 対-092 プレチラクロール(農薬) 51218-49-6 農薬 H19.9.25 H20.10.9 ADI 0.018
185 対-093 プロシミドン(農薬) 32809-16-8 農薬 H23.1.24 H26.1.20 ADI 0.035
186 対-095 プロピコナゾール 60207-90-1 農薬 H22.11.12 H26.4.8 ADI 0.019
187 対-095 プロピコナゾール 60207-90-1 農薬 H23.6.10 H26.4.8 ADI 0.019
188 対-096 プロピザミド(農薬) 23950-58-5 農薬 H23.3.25 H26.1.20 ADI 0.019
189 対-096 プロピザミド(農薬) 23950-58-5 農薬 H22.3.23 H26.1.20 ADI 0.019
190 対-098 ブロモブチド(農薬) 74712-19-9 農薬 H19.9.13 H20.1.10 ADI 0.04
191 対-100 ペンシクロン(農薬) 66063-05-6 農薬 H19.9.13 H20.10.16 ADI 0.053
192 対-101 ベンゾビシクロン(農薬) 156963-66-5 農薬 H19.3.6 H20.3.13 ADI 0.034
193 対-104 ペンディメタリン(農薬) 40487-42-1 農薬 H20.6.3 H22.10.7 ADI 0.12
194 対-104 ペンディメタリン(農薬2版) 40487-42-1 農薬 H24.1.23 H24.8.6 ADI 0.12
195 対-106 ベンフルラリン(農薬) 1861-40-1 農薬 H20.3.25 H22.10.14 ADI 0.005
196 対-107 ベンフレセート(農薬) 68505-69-1 農薬 H19.10.12 H20.4.24 ADI 0.026
197 対-109 マラチオン 121-75-5 農薬 H23.3.25 H26.5.13 ADI 0.29
198 対-109 マラチオン 121-75-5 農薬 H23.3.25 H26.5.13 ARfD 1.5
199 対-109 マラチオン 121-75-5 農薬 H23.4.25 H26.5.13 ADI 0.29
200 対-109 マラチオン 121-75-5 農薬 H23.4.25 H26.5.13 ARfD 1.5
201 対-113 メタラキシル及びメフェノキサム(農薬3版) 57837-19-1 農薬 H25.11.14 H26.1.20 ADI 0.022
202 対-113 メタラキシル及びメフェノキサム(農薬) 57837-19-1 農薬 H19.5.22 H21.3.5 ADI 0.022
203 対-113 メタラキシル及びメフェノキサム(農薬2版) 57837-19-1 農薬 H22.9.13 H23.7.7 ADI 0.022
204 対-116 メトミノストロビン(農薬) 133408-50-1 農薬 H20.12.9 H22.3.4 ADI 0.016
205 対-118 メフェナセット(農薬) 73250-68-7 農薬 H19.9.25 H20.3.13 ADI 0.007
206 対-119 メプロニル(農薬) 55814-41-0 農薬 H20.4.1 H21.12.17 ADI 0.05
207 要-001 アセタミプリド(農薬) 135410-20-7 農薬 H20.2.12 H20.8.29 ADI 0.071
208 要-001 アセタミプリド(農薬) 135410-20-7 農薬 H22.8.12 H23.6.9 ADI 0.071
209 要-001 アセタミプリド(農薬3版) 135410-20-7 農薬 H26.7.2 H26.12.16 ADI 0.071
210 要-001 アセタミプリド(農薬3版) 135410-20-7 農薬 H26.7.2 H26.12.16 ARfD 0.1
211 要-002 イミダクロプリド 138261-41-3 農薬 H15.10.31 H16.1.15 製剤関連
212 要-002 イミダクロプリド(農薬) 138261-41-3 農薬 H19.2.27 H19.6.14 ADI 0.057
213 要-002 イミダクロプリド(農薬2版) 138261-41-3 農薬 H21.10.26 H22.9.9 ADI 0.057
214 要-003 エチプロール（第４版） 181587-01-9 農薬 H25.12.10 H26.3.24 ADI 0.005
215 要-005 テブコナゾール(農薬) 107534-96-3 農薬 H19.2.27 H19.7.5 ADI 0.029
216 要-005 テブコナゾール(農薬) 107534-96-3 農薬 H23.2.10 H23.9.8 ADI 0.029
217 要-005 テブコナゾール(農薬3版) 107534-96-3 農薬 H24.5.21 H24.10.29 ADI 0.029
218 要-012 ペントキサゾン(農薬) 110956-75-7 農薬 H18.5.23 H21.10.22 ADI 0.23
219 要-013 ホサロン 2310-17-0 農薬 H23.1.24 H26.3.10 ADI 0.002
220 要-014 メタアルデヒド(農薬4版) 108-62-3 農薬 H25.6.12 H25.12.2 ADI 0.022
221 要-014 メタアルデヒド(農薬３版) 108-62-3 農薬 H22.9.13 H23.6.23 ADI 0.022
222 要-014 メタアルデヒド(農薬２版) 108-62-3 農薬 H20.12.9 H21.2.5 ADI 0.022
223 要-014 メタアルデヒド(農薬) 108-62-3 農薬 H18.7.18 H19.7.19 ADI 0.022
224 要-014 メタアルデヒド(農薬) 108-62-3 農薬 H15.12.26 H19.7.19 ADI 0.022
225 要-016 メトラクロール(農薬) 51218-45-2 農薬 H20.6.17 H21.7.30 ADI 0.097
226 他-006 アジムスルフロン(農薬) 120162-55-2 農薬 H19.4.10 H21.4.9 ADI 0.095
227 他-007 アミトロール(農薬) 61-82-5 農薬 H19.10.30 H22.10.7 ADI 0.0012
228 他-008 アメトリン(農薬) 834-12-8 農薬 H19.3.6 H19.9.13 ADI 0.072
229 他-012 エトキシスルフロン 126801-58-9 農薬 H22.9.27 H25.10.21 ADI 0.056
230 他-013 エトベンザニド(農薬) 79540-50-4 農薬 H19.8.6 H26.1.20 ADI 0.044
231 他-015 オキサジアルギル(農薬) 39807-15-3 農薬 H15.11.17 H19.10.11 ADI 0.008
232 他-017 オキソリニック酸(農薬・動物薬3版) 14698-29-4 農薬 H25.8.20 H25.11.11 ADI 0.021
233 他-017 オキソリニック酸(農薬・動物薬2版) 14698-29-4 農薬 H22.9.13 H23.6.30 ADI 0.021
234 他-017 オキソリニック酸(農薬・動物薬) 14698-29-4 農薬 H19.12.25 H20.7.24 ADI 0.021
235 他-017 オキソリニック酸(農薬・動物薬) 14698-29-4 農薬 H18.9.4 H20.7.24 ADI 0.021
236 他-017 オキソリニック酸(農薬・動物薬) 14698-29-4 動物用医薬品 H18.9.4 H20.7.24 ADI 0.021
237 他-017 オキソリニック酸(農薬・動物薬2版) 14698-29-4 動物用医薬品 H22.9.13 H23.6.30 ADI 0.021
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表 3 過去の内閣府食品安全委員会による全評価物質とその概要（その 5/5） 

 

評価品目名 CAS番号
食品安全委員会

における分類
評価要請

文書受理日
評価結果
通知日

評価値
種類

評価値
（mg/kg体重/日）

238 他-018 キザロホップエチル(農薬) 76578-14-8 農薬 H19.8.6 H21.10.22 ADI 0.009
239 他-018 キザロホップエチル（第２版） 76578-14-8 農薬 H25.11.14 H26.4.8 ADI 0.009
240 他-019 クロチアニジン(農薬5版) 210880-92-5 農薬 H25.11.14 H26.1.20 ADI 0.097
241 他-019 クロチアニジン(農薬4版) 210880-92-5 農薬 H16.10.5 H17.1.27 ADI 0.097
242 他-019 クロチアニジン(農薬3版) 210880-92-5 農薬 H18.7.18 H18.12.7 ADI 0.097
243 他-019 クロチアニジン(農薬2版) 210880-92-5 農薬 H20.1.11 H20.2.28 ADI 0.097
244 他-019 クロチアニジン(農薬) 210880-92-5 農薬 H23.6.10 H24.3.1 ADI 0.097
245 他-019 クロチアニジン（第６版） 210880-92-5 農薬 H26.4.7 H26.10.7 ADI 0.097
246 他-019 クロチアニジン（第６版） 210880-92-5 農薬 H26.4.7 H26.10.7 ARfD 0.6
247 他-020 クロマフェノジド(農薬) 143807-66-3 農薬 H19.4.10 H19.10.18 ADI 0.27
248 他-020 クロマフェノジド(農薬) 143807-66-3 農薬 H23.11.18 H24.5.24 ADI 0.27
249 他-024 ジクロフェンチオン（ＥＣＰ） 97-17-6 農薬 H25.3.12 H25.3.18 回答文書
250 他-025 シクロプロトリン 63935-38-6 農薬 H22.1.25 H27.2.3 ADI 0.085
251 他-025 シクロプロトリン 63935-38-6 農薬 H22.1.25 H27.2.3 ARfD 設定する必要がない
252 他-029 シノスルフロン 94593-91-6 農薬 H24.2.24 H24.3.1 回答文書

253 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品5版) 165252-70-0 農薬 H25.8.20 H25.12.2 ADI 0.22

254 他-030 ジノテフラン(農薬) 165252-70-0 農薬 H16.4.28 H17.6.16 ADI 0.22

255 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品2版) 165252-70-0 農薬 H18.9.4 H19.7.26 ADI 0.22

256 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品3版) 165252-70-0 農薬 H22.2.16 H22.9.9 ADI 0.22
257 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品4版) 165252-70-0 農薬 H24.5.21 H24.10.29 ADI 0.22
258 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品2版) 165252-70-0 動物用医薬品 H18.11.16 H19.7.26 ADI 0.22
259 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品3版) 165252-70-0 動物用医薬品 H22.2.16 H22.9.9 ADI 0.22
260 他-030 ジノテフラン(農薬・動物用医薬品4版) 165252-70-0 動物用医薬品 H24.5.21 H24.10.29 ADI 0.22

261 他-030
ジノテフランを有効成分とする動物体に直
接適用しない動物用殺虫剤（フラッシュベ
イト、エコスピード）

165252-70-0 動物用医薬品 H18.11.16 H19.7.26 ADI 0.22

262 他-031 ジフェノコナゾール(農薬) 119446-68-3 農薬 H22.9.27 H24.10.15 ADI 0.0096
263 他-031 ジフェノコナゾール(農薬2版) 119446-68-3 農薬 H26.9.9 H27.3.3 ADI 0.0096
264 他-031 ジフェノコナゾール(農薬2版) 119446-68-3 農薬 H26.9.9 H27.3.3 ARfD 0.25

265 他-035 シプロジニル(農薬) 121552-61-2 農薬 H22.9.13 H24.9.24 ADI 0.027

266 他-037 シメコナゾール(農薬) 149508-90-7 農薬 H19.6.5 H19.8.23 ADI 0.0085

267 他-037 シメコナゾール(農薬) 149508-90-7 農薬 H20.10.17 H21.3.12 ADI 0.0085

268 他-037 シメコナゾール(農薬) 149508-90-7 農薬 H23.3.25 H24.2.9 ADI 0.0085

269 他-037 シメコナゾール(農薬4版) 149508-90-7 農薬 H24.7.18 H24.11.12 ADI 0.0085
270 他-039 シラフルオフェン(農薬) 105024-66-6 農薬 H19.10.12 H20.1.17 ADI 0.11
271 他-041 スピノサド(農薬・動物用医薬品) 168316-95-8 農薬 H16.12.24 H22.4.8 ADI 0.024
272 他-041 スピノサド(農薬・動物用医薬品) 168316-95-8 農薬 H18.7.18 H22.4.8 ADI 0.024
273 他-041 スピノサド(農薬・動物用医薬品) 168316-95-8 動物用医薬品 H18.7.18 H22.4.8 ADI 0.024

274 他-041
スピノサド　【残留基準の設定】(農薬・動物
用医薬品)

168316-95-8 動物用医薬品 H17.12.19 H22.4.8 ADI 0.024

275 他-041
スピノサド　【残留基準の設定】(農薬・動物
用医薬品2版)

168316-95-8 動物用医薬品 H26.10.24 H27.2.17 ADI 0.024

276 他-044 チアメトキサム(農薬) 153719-23-4 農薬 H18.7.18 H20.4.3 ADI 0.018
277 他-044 チアメトキサム(農薬) 153719-23-4 農薬 H23.6.10 H24.3.1 ADI 0.018
278 他-046 チフルザミド(農薬) 130000-40-7 農薬 H22.8.12 H24.10.1 ADI 0.014
279 他-050 テブフェノジド(農薬) 112410-23-8 農薬 H19.8.6 H19.11.8 ADI 0.016
280 他-051 トリネキサパックエチル 95266-40-3 農薬 H15.7.1 H15.9.18 ADI 0.0059
281 他-051 トリネキサパックエチル(農薬) 95266-40-3 農薬 H19.6.26 H21.10.22 ADI 0.0059
282 他-052 トリフルミゾール(農薬) 68694-11-1 農薬 H22.9.27 H25.11.11 ADI 0.015
283 他-053 トルフェンピラド(農薬) 129558-76-5 農薬 H16.7.12 H16.10.7 ADI 0.0056
284 他-053 トルフェンピラド(農薬) 129558-76-5 農薬 H19.2.27 H19.5.31 ADI 0.0056
285 他-053 トルフェンピラド(農薬) 129558-76-5 農薬 H22.2.23 H23.2.10 ADI 0.0056
286 他-054 ナプロアニリド 52570-16-8 農薬 H24.2.24 H24.3.1 回答文書
287 他-056 パクロブトラゾール(農薬) 76738-62-0 農薬 H19.12.4 H21.4.2 ADI 0.02
288 他-059 ピメトロジン(農薬) 123312-89-0 農薬 H20.3.25 H22.9.9 ADI 0.013
289 他-060 ピラゾスルフロンエチル 93697-74-6 農薬 H22.3.23 H26.5.20 ADI 0.01
290 他-061 ピリミノバックメチル(農薬) 136191-64-5 農薬 H19.11.12 H22.4.1 ADI 0.02
291 他-065 フェンバレレート(農薬・動物用医薬品) 51630-58-1 農薬 H24.7.18 H25.7.29 ADI 0.017
292 他-065 フェンバレレート(農薬・動物用医薬品) 51630-58-1 農薬 H24.7.18 H25.7.29 ADI 0.017
293 他-065 フェンバレレート(農薬・動物用医薬品) 51630-58-1 動物用医薬品 H24.7.18 H25.7.29 ADI 0.017
294 他-070 プロパホス 7292-16-2 農薬 H24.2.24 H24.3.1 回答文書
295 他-071 プロパルギット又はＢＰＰＳ(農薬) 2312-35-8 農薬 H19.3.6 H24.10.29 ADI 0.0098
296 他-077 ベンダイオカルブ(農薬) 22781-23-3 農薬 H20.3.11 H21.8.27 ADI 0.0035
297 他-079 ボスカリド(農薬) 188425-85-6 農薬 H15.11.17 H16.5.20 ADI 0.044
298 他-079 ボスカリド(農薬) 188425-85-6 農薬 H18.7.18 H18.10.26 ADI 0.044
299 他-079 ボスカリド(農薬) 188425-85-6 農薬 H20.12.19 H21.3.19 ADI 0.044
300 他-079 ボスカリド(農薬4版) 188425-85-6 農薬 H24.1.23 H24.8.6 ADI 0.044
301 他-081 メタミドホス(農薬) 10265-92-6 農薬 H20.2.12 H20.5.1 ADI 0.0006
302 - フルトラニル(農薬) 66332-96-5 農薬 H19.8.28 H19.12.20 ADI 0.087
303 - ベンスルフロンメチル(農薬) 83055-99-6 農薬 H20.3.25 H22.10.21 ADI 0.19
304 - アゾキシストロビン(農薬・添加物5版) 131860-33-8 農薬 H25.6.12 H25.7.29 ADI 0.18
305 - アゾキシストロビン(農薬) 131860-33-8 農薬 H16.12.1 H18.12.21 ADI 0.18
306 - アゾキシストロビン(農薬) 131860-33-8 農薬 H18.7.18 H18.12.21 ADI 0.18
307 - アゾキシストロビン(農薬2版) 131860-33-8 農薬 H19.10.2 H19.11.15 ADI 0.18
308 - アゾキシストロビン(農薬3版) 131860-33-8 農薬 H21.6.9 H22.1.28 ADI 0.18
309 - アゾキシストロビン(農薬・添加物4版) 131860-33-8 農薬 H23.10.7 H24.3.15 ADI 0.18
310 - アゾキシストロビン(農薬・添加物4版) 131860-33-8 添加物 H23.10.7 H24.3.15 ADI 0.18
311 - ハロスルフロンメチル(農薬2版) 100784-20-1 農薬 H25.11.14 H26.1.20 ADI 0.1
312 - ハロスルフロンメチル(農薬) 100784-20-1 農薬 H19.3.6 H20.5.15 ADI 0.1
313 - ピリプロキシフェン(農薬) 95737-68-1 農薬 H15.7.3 H19.8.2 ADI 0.1
314 - ピリプロキシフェン(農薬2版) 95737-68-1 農薬 H20.6.3 H20.10.9 ADI 0.1
315 - ピリプロキシフェン(農薬3版) 95737-68-1 農薬 H21.3.24 H21.9.3 ADI 0.1
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2-2 諸外国・機関の基準値等 

2-2-1 基準値等の更新 

平成 25 年度業務において調査された国・機関（表 4）を対象に、基準値等の改定の動向を調査し

た。その結果、WHO、米国等の機関では平成 25 年度業務の調査時点以降に改定は行われておらず、

カナダの基準値、オーストラリアのガイドライン値について数物質の基準値の追加、変更が行われてい

たことが確認された。なお、過年度と同様に情報収集の対象は消毒薬、消毒副生成物質、有機物質、

無機物質とし、微生物、放射性物質、官能性に関わる項目（色、臭気、味）は除いた。 

 

表 4 基準値・目標値等の調査対象とした国・機関及び規則等 

国・機関 調査対象規則等 

1 米国 
National Primary Drinking Water Regulations（NPDWRs） 

National Secondary Drinking Water Regulations（NSDWRs） 

2 欧州 
COUNCIL DIRECTIVE 98/83/EC of 3 November 1998  

on the quality of water intended for human consumption 

3 カナダ Guidelines for Canadian Drinking Water Quality (2014.10 更新) 

4 豪州 Australian Drinking Water Guidelines 2011  Version 3.0 Updated December 2014 

5 韓国 
Drinking Water Quality Standards:MANAGEMENT OF DRINKING WATER ACT 

(2008)：飲水水質基準及び検査等に関する規則 

6 中国 生活飲用水衛生標準（2013.5 版） 

7 WHO Guidelines for Drinking-water Quality 4th edition 

 

カナダのガイドライン値（Guidelines for Canadian Drinking Water Quality Summary Table ；October 

2014）で新たな情報が追加された物質のうち、国内の管理対象物質に該当するものは表 5 の 4 物質

であった。このうち、セレニウム、1,2-ジクロロエタンについては国内の基準値等よりも大きい（緩い）値

であるが、トルエン、キシレンについては国内の基準値よりも厳しい値が設定されている。 

 

表 5 カナダのガイドライン値（2013 年版以降に更新されたものに限る。）と国内の基準値等の比較 

水質基準等の 

分類 
物質 

カナダの 

ガイドライン値 

(mg/L) 

国内の基準値等 

(mg/L) 

水質基準項目 セレニウム 0.05 0.01 

水質管理目 標

設定項目 

1,2-ジクロロエタン 0.005 0.004 

トルエン 0.06 0.4 

要検討項目 キシレン 0.09 0.4 
出典：Guidelines for Canadian Drinking Water Quality Summary Table 

http://www.hc-sc.gc.ca/ewh-semt/pubs/water-eau/sum_guide-res_recom/index-eng.php 
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また、オーストラリアのガイドライン（Australian Drinking Water Guidelines(2011)-Updated December 

2014）では、新たな毒性データ等の知見に基づくガイドライン値の見直しが複数の物質で行われてい

た。そのうち、国内の管理対象物質に該当するのは「水質管理目標設定項目」の抱水クロラール（目

-14）の 1 物質に限られた。見直し前は国内の暫定値と同じ 0.02mg/L であったが、見直し後には

0.1mg/L となり、ガイドライン値は緩められている。 

これらの更新の結果は国内外の基準値等のまとめとして、後述の表 6～表 11 の表に整理した（国

内の基準値については後述 4.の見直しの結果も反映させている）。 



 

 

 

2
0

表 6 「水質基準項目」の諸外国・機関の基準値等（その 1/2） 

 

日本

基準値

（mg/L）

ガイドライン

値（mg/L）

位置づ

け等※2
比較※3

NPDWR

（mg/L）

NSDWR

（mg/L）
CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

consideratio

n（mg/L）

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有害

影響

（mg/L）

感覚

影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

基-001 一般細菌 - 100個/ml
基-002 大腸菌 - 不検出

基-003 カドミウム及びその化合物 7440-43-9 0.003 0.003 0.005 0.005 0.005 0.002 ● 0.005 0.005

基-004 水銀及びその化合物 7439-97-6 0.0005 0.006 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

基-005 セレン及びその化合物 7782-49-2 0.01 0.04 P 0.05 0.01 0.05 0.01 0.01 0.01

基-006 鉛及びその化合物 7439-92-1 0.01 0.01 AT

TT

Action
Level=0.015

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

基-007 ヒ素及びその化合物 7440-38-2 0.01 0.01 AT 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

基-008 六価クロム化合物 7440-47-3 0.05 0.05 P 0.1 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05

基-009 亜硝酸態窒素 14797-65-0 0.04 3 1 0.5 3

基-010
シアン化物イオン及び塩化シアン
※1

- 0.01 0.2 0.05 0.2 0.08 0.01 0.05

塩化シアン 506-77-4 0.01 設定なし 0.08 0.07

基-011 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 - 10

硝酸 14797-55-8 10 50 10 50 45 50 10 10

基-012 フッ素及びその化合物 7782-41-4 0.8 1.5 4 2 1.5 1.5 1.5 1.5
基-013 ホウ素及びその化合物 7440-42-8 1 2.4 1 5 4 1 0.5 ●

基-014 四塩化炭素 56-23-5 0.002 0.004 0.005 0.005 0.003 0.002 0.002

基-015 1,4-ジオキサン 123-91-1 0.05 0.05 a CCL3 0.05

基-016
シス-1,2-ジクロロエチレン及びトラ

ンス-1,2-ジクロロエチレン
540-59-0 0.04 0.05 0.06 0.05

シス-1,2-ジクロロエチレン 156-59-2 0.04 0.07
トランス-1,2-ジクロロエチレン 156-60-5 0.04 0.1

基-017 ジクロロメタン 75-09-2 0.02 0.02 0.005 ● 0.05 0.02 0.02

基-018 テトラクロロエチレン 127-18-4 0.01 0.04 0.005 ● 0.01 0.03 0.05 0.01 0.04

基-019 トリクロロエチレン 79-01-6 0.01 0.02 P 0.005 ● 0.01 0.005 ● c 0.03 0.07

基-020 ベンゼン 71-43-2 0.01 0.01 a 0.005 ● 0.001 ● 0.005 ● 0.001 ● 0.01 0.01
基-021 塩素酸 7790-93-4 0.6 0.7 D 1 c e 0.7

基-022 クロロ酢酸 79-11-8 0.02 0.02 0 0.15

基-023 クロロホルム 67-66-3 0.06 0.3 0 0.08 0.06

基-024 ジクロロ酢酸 79-43-6 0.03 0.05 D, a 0 0.1 0.05

基-025 ジブロモクロロメタン 124-48-1 0.1 0.1 0 0.1 0.1
基-026 臭素酸 7789-31-3 0.01 0.01 AT, a 0.01 0.01 0.02 0.01

基-027 総トリハロメタン 0.1 0.1 0.1 0.25 e 0.1 0

基-028 トリクロロ酢酸 76-03-9 0.03 0.2 0 0.1 0.1

基-029 ブロモジクロロメタン 75-27-4 0.03 0.06 a 0 0.03 0.06

基-030 ブロモホルム 75-25-2 0.09 0.1 0 0.1

基-031 ホルムアルデヒド 50-00-0 0.08 設定なし CCL3 0.5 0.5 0.9
基-032 亜鉛及びその化合物 7440-66-6 1 設定なし 5 5 c 3 3 1

基-033 アルミニウム及びその化合物 7429-90-5 0.2 設定なし 0.05 ● 0.2 [0.1/0.2] c 0.2 0.2 0.2

基-034 鉄及びその化合物 7439-89-6 0.3 設定なし 0.3 0.2 0.3 c 0.3 0.3 0.3

基-035 銅及びその化合物 7440-50-8 1 2

TT

Action
Level=1.3

1 2 1 2 1 1 1

基-036 ナトリウム及びその化合物 7440-23-5 200 設定なし 200 200 設定不要 180 200

基-037 マンガン及びその化合物 7439-96-5 0.05 設定なし 0.05 0.05 0.05 0.5 0.1 0.3 0.1

基-038 塩化物イオン 16887-00-6 200 設定なし 250 250 250 c 250 250 250

基-039 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300 設定なし 設定不要 200 300 450

基-040 蒸発残留物 500 500
基-041 陰イオン界面活性剤 0.2 0.3

基-042 ジェオスミン 19700-21-1 0.00001 1E-05

基-043 ２―メチルイソボルネオール 2371-42-8 0.00001 1E-05

基-044 非イオン界面活性剤 0.02

基-045 フェノール類 0.005 0.002 ●

EU カナダ オーストラリア 韓国 中国

項目

番号
項目名 CAS番号

WHO 米国
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表 6 「水質基準項目」の諸外国・機関の基準値等（その 2/2） 

 

※1 諸外国の基準値等はシアンとしての数値 
※2 表中の記号は以下のとおり 

P：健康影響評価の観点からの暫定、T：浄水技術の観点からの暫定値、A：測定技術の観点からの暫定値、D：消毒技術の観点からの暫定値 
※3 「比較」の欄の「●」は、諸外国の基準値等が国内の基準値等よりも厳しいことを意味する。以降の表も全て同様。 
※4 国内基準値の網掛けの箇所は H27.4.1 から適用 

 

 

 

 

  

日本

基準値

（mg/L）

ガイドライン

値（mg/L）

位置づ

け等※2
比較※3

NPDWR

（mg/L）

NSDWR

（mg/L）
CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

consideratio

n（mg/L）

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有害

影響

（mg/L）

感覚

影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

基-046 有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量） 3
No abnormal

change
5

基-047 ｐＨ値 5.8-8.6 設定なし
≥ 6.5 and ≤

9.5
6.5–8.5 c pH 6.5–8.5 5.8-8.5 6.5-8.5

基-048 味 異常でないこと

Acceptable to

consumers

and no
abnormal

change

Inoffensive 設定不要 Not offensiv 無味

基-049 臭気 異常でないこと

Acceptable to

consumers

and no

abnormal
change

無臭

基-050 色度 5度以下

Acceptable to

consumers

and no

abnormal

change

≦15 TCU 15 HU 5度 15

基-051 濁度 2度以下

Acceptable to
consumers

and no

abnormal

change

c 5 NTU 0.5NTU 1

EU カナダ オーストラリア 韓国 中国

項目
番号

項目名 CAS番号

WHO 米国
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表 7 「水質管理目標設定項目」の諸外国・機関の目標値等 

 

※1 表中の記号は以下のとおり 

P：健康影響評価の観点からの暫定、T：浄水技術の観点からの暫定値、A：測定技術の観点からの暫定値、D：消毒技術の観点からの暫定値 

※2 国内目標値の網掛けの箇所は H27.4.1 から適用 

  

日本

目標値（mg/L）
ガイドライン

値(mg/L)

位置づ

け等※1
比較

NPDWR

（mg/L）

NSDWR

（mg/L）
CCL3 比較

chemical

arameter
（mg/L）

indicater

parameter
（mg/L）

比較

health

-based
（mg/L）

aesthetic

consideration
（mg/L）

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有害

影響
（mg/L）

感覚

影響
（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標
（mg/L

比較

目-001 アンチモン及びその化合物 7440-36-0 0.02 0.02 0.006 ● 0.005 ● 0.006 ● 0.003 ● 0.005 ●

目-002 ウラン及びその化合物 7440-61-1 0.002(暫定） 0.03 P 0.02 0.017
目-003 ニッケル及びその化合物 7440-02-0 0.02 0.07 0.02 0.02 0.02

目-005 1,2-ジクロロエタン 107-06-2 0.004 0.03 a 0.005 0.003 ● 0.005 0.003 ● 0.03
目-008 トルエン 108-88-3 0.4 0.7 C 1 0.06 0.024 ● 0.8 0.025 ● 0.7 0.7

目-009 フタル酸ビス（2-エチルヘキシル） 117-81-7 0.08 0.008 ● 0.006 ● 0.01 ● 0.008 ●

目-010 亜塩素酸 13898-47-0 0.6 0.7 D 1 0.7

目-012 二酸化塩素 10049-04-4 0.6 設定なし
0.8

(MRDL)
c 0.4

目-013 ジクロロアセトニトリル 3018-12-0 0.01（暫定） 0.02 P c 0.09
目-014 抱水クロラール 302-17-0 0.02(暫定） 設定なし 0.1 0.03 0.01 ●

目-015 農薬類 -
検出値と目標値の比
の和として、１以下

目-016 残留塩素 7782-50-5 1 5 C
4.01

(MRDL)

5
(4.1 for

chloraminate
d systems)

0.6 ● 4

目-017 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 10-100 設定不要 200 300 450
目-018 マンガン及びその化合物 7439-96-5 0.01 0.05 0.05 0.05 0.5 0.1 0.3 0.1

目-019 遊離炭酸 - 20
目-020 １，１，１―トリクロロエタン 71-55-6 0.3 設定なし 0.2 ● c 0.1 ● 2

目-021 メチル―ｔ―ブチルエーテル 1634-04-4 0.02 設定なし CCL3 0.015 ●

目-022 有機物等（過マンガン酸カリウム消費量） COD 3 10 3
目-023 臭気強度（ＴＯＮ） - ３以下

目-024 蒸発残留物 30-200 500

目-025 濁度 1度 Acceptable c 5 NTU 0.5NTU 1

目-026 pH値 7.5程度 設定なし
≥ 6.5 and

≤ 9.5
6.5–8.5 c 6.5–8.5 5.8-8.5 6.5-8.5

目-027 腐食性（ランゲリア指数） -
－１程度以上とし、極

力０に近づける

目-028 従属栄養細菌 - 2,000/ml以下(暫定)
目-029 １，１―ジクロロエチレン 75-35-4 0.1 設定なし 0.007 ● 0.014 ● 0.03 ● 0.03 ● 0.03 ●

目-030 アルミニウム及びその化合物 0.1 設定なし 0.05 ● 0.2 [0.1/0.2] c 0.2 0.2 0.2

カナダ オーストラリア 韓国 中国WHO

項目

番号
項目名 CAS番号

米国 EU
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表 8 「要検討項目」の諸外国・機関の目標値等 

 

日本

目標値

（mg/L）

ガイドライ
ン値

(mg/L)

位置づ

け等※1
比較

NPDWR

（mg/L）

NSDWR

（mg/L）
CCL3 比較

chemical
arameter

（mg/L）

indicater
parameter

（mg/L）

比較
health
-based

（mg/L）

aesthetic
consideration

（mg/L）

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有
害影響

（mg/L）

感覚
影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考
指標

（mg/L）

比較

検-001 銀 7440-22-4 - 設定なし 0.1 0.1 0.05

検-002 バリウム 7440-39-3 0.7 0.7 2 1 2 0.7
検-003 ビスマス 7440-69-9 -

検-004 モリブデン 7439-98-7 0.07 設定なし CCL3 0.05 ● 0.07
検-005 アクリルアミド 79-06-1 0.0005 0.0005 a TT 0.0001 ● 0.0002 ● 0.0005

検-006 アクリル酸 79-10-7 - 0.5

検-007 １７―β―エストラジオール 50-28-2
0.00008

(暫定）
CCL3

検-008 エチニルエストラジオール 57-63-6
0.00002

(暫定）
CCL3

検-009 エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ） 60-00-4 0.5 0.6 0.25 ●

検-010 エピクロロヒドリン 106-89-8
0.0004

(暫定）
0.0004 P TT 0.0001 ● 0.0005d 0.0004

検-011 塩化ビニル 75-01-4 0.002 0.0003 a ● 0.002 0.0005 ● 0.002 0.0003 ●

検-012 酢酸ビニル 108-05-4 -
検-013 ２，４―ジアミノトルエン 95-80-7 -

検-014 ２，６―ジアミノトルエン 823-40-5 -
検-015 Ｎ，Ｎ―ジメチルアニリン 121-69-7 -

検-016 スチレン 100-42-5 0.02 0.02 C 0.1 0.03 0.004 ● 0.02

検-017 ダイオキシン類 -
1

pgTEQ/L暫定
検-018 トリエチレンテトラミン 112-24-3 -

検-019 ノニルフェノール 25154-52-3 0.3(暫定）
検-020 ビスフェノールＡ 80-05-7 0.1(暫定） 0.01

検-021 ヒドラジン 302-01-2 - CCL3
検-022 １，２―ブタジエン 590-19-2 -

検-023 １，３―ブタジエン 106-99-0 - CCL3
検-024 フタル酸ジ(n-ブチル） 84-74-2 0.01 0.003 ●

検-025 フタル酸ブチルベンジル 85-68-7 0.5(暫定）
検-026 ミクロキスチン―ＬＲ 101043-37-2 0.0008(暫定） 0.001 P 0.0013 0.001

検-027 有機すず化合物 -
0.0006

暫定(TBTO)

検-028 ブロモクロロ酢酸 5589-96-8 - 設定なし

検-029 ブロモジクロロ酢酸 71133-14-7 -
検-030 ジブロモクロロ酢酸 5278-95-5 -

検-031 ブロモ酢酸 79-08-3 - 設定なし 0
検-032 ジブロモ酢酸 631-64-1 - 設定なし 0

検-033 トリブロモ酢酸 75-96-7 -
検-034 トリクロロアセトニトリル 545-06-2 - 設定なし c 0.004

検-035 ブロモクロロアセトニトリル 83463-62-1 - 設定なし c
検-036 ジブロモアセトニトリル 3252-43-5 0.06 0.07 c 0.1

検-037 アセトアルデヒド 75-07-0 - CCL3
検-038 ＭＸ 77439-76-0 0.001 設定なし c e

検-040 キシレン 1330-20-7 0.4 0.5 C 10 0.09 0.3 ● 0.6 0.02 ● 0.5 0.5
検-041 過塩素酸 7601-90-3 0.025

検-042 パーフルオロオクタンスルホン酸（ＰＦＯＳ） 1763-23-1 - CCL3
検-043 パーフルオロオクタン酸（ＰＦＯＡ） 335-67-1 - CCL3

検-044 Ｎ―ニトロソジメチルアミン（ＮＤＭＡ） 62-75-9 0.0001 0.0001 CCL3 0.0001
検-045 アニリン 62-53-3 0.02 CCL3

検-046 キノリン 91-22-5 0.0001 CCL3
検-047 １，２，３―トリクロロベンゼン 87-61-6 0.02

トリクロロベンゼン 12002-48-1 0.02 0.02

検-048 ニトリロ三酢酸（ＮＴＡ） 139-13-9 0.2 0.2 0.4 0.2

EU カナダ オーストラリア 韓国 中国

項目
番号

項目名 CAS番号

WHO 米国
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表 9 「対象農薬」の諸外国・機関の目標値等（その 1/2） 

 

日本

目標値

（mg/L）

ガイドライン

値(mg/L)

位置づ

け等※

1

比較
NPDWR

（mg/L）

NSDWR

（mg/L）
CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

considera

tion

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有

害影響

（mg/L）

感覚

影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

対-001 1,3-ジクロロプロペン　（Ｄ―Ｄ） 542-75-6 0.05 0.02 a 0.1

対-002 ダラポン 75-99-0 0.08 0.2 0.5

対-003 2,4-ジクロロフェノキシ酢酸　（2,4-Ｄ） 94-75-7 0.03 0.03 0.07 0.1 0.03 0.03

対-004 ＥＰＮ 2104-64-5 0.004

対-005 ＭＣＰＡ 94-74-6 0.005 0.002 ● 0.1 0.04

対-006 アシュラム 3337-71-1 0.9 0.07 ●

対-007 アセフェート 30560-19-1 0.006 CCL3 0.008

対-008 アトラジン 1912-24-9 0.01 0.1 0.003 ● 0.005 ● 0.02

対-009 アニロホス 64249-01-0 0.003

対-010 アミトラズ 33089-61-1 0.006 0.009

対-011 アラクロール 15972-60-8 0.03 0.02 a 0.002 ●

対-012 イソキサチオン 18854-01-8 0.008

対-013 イソフェンホス 25311-71-1 0.001

対-014 イソプロカルブ　（ＭＩＰＣ） 2631-40-5 0.01

対-015 イソプロチオラン 50512-35-1 0.3

対-016 イプロベンホス 26087-47-8 0.09

対-017 イミノクタジン酢酸塩 57520-17-9 0.006

対-018 インダノファン 133220-30-1 0.009

対-019 エスプロカルブ 85785-20-2 0.03

対-020
エディフェンホス　（エジフェンホス，　ＥＤＤ

Ｐ）
17109-49-8 0.006

対-021 エトフェンプロックス 80844-07-1 0.08

対-022 エトリジアゾール　（エクロメゾール） 2593-15-9 0.004 0.1

対-023 エンドスルファン　（ベンゾエピン） 115-29-7 0.01 設定なし 0.02

対-024 オキサジクロメホン 153197-14-9 0.02

対-025 オキシン銅 10380-28-6 0.03

対-026 オリサストロビン 248593-16-0 0.1

対-027 カズサホス 95465-99-9 0.25

対-029 カルタップ 15263-53-3 0.3

対-030 カルバリル　（ＮＡＣ） 63-25-2 0.05 設定なし 0.09 0.03 ● 0.07

対-031 カルプロパミド 104030-54-8 0.04

対-032 カルボフラン（カルボスルファン代謝物） 1563-66-2 0.005 0.007 0.04 0.09 0.01 0.007

対-033 ＡＣＮ 2797-51-5 0.005

対-034 キャプタン 133-06-2 0.3 CCL3 0.4

対-035 クミルロン 99485-76-4 0.03

対-036 グリホサート 1071-83-6 2 設定なし 0.7 ● 0.28 ● 1 ● 0.7 ●

対-037 グルホシネート 77182-82-2 -

対-038 クロメプロップ 84496-56-0 0.02

対-039 クロルニトロフェン 1836-77-7 0.0001

対-040 クロルピリホス 2921-88-2 0.003 0.03 0.09 0.01 0.03

対-041 クロロタロニル　（ＴＰＮ） 1897-45-6 0.05 0.05 0.01 ●

対-042 シアナジン 21725-46-2 0.004 0.0006 ● 0.01

対-043 ＣＹＡＰ 2636-26-2 0.003

対-044 ジウロン　（ＤＣＭＵ） 330-54-1 0.02 CCL3 0.15 0.02

対-045 ジクロベニル　（ＤＢＮ） 1194-65-6 0.03 0.01 ●

対-046 ジクロルボス　（ＤＤＶＰ） 62-73-7 0.008 0.005 ● 0

対-047 ジクワット 85-00-7 0.005 0.02

対-048 エチルチオメトン 298-04-4 0.004 CCL3 0.004

対-049 ジチアノン 3347-22-6 0.03

対-050 ジチオカルバメート系農薬 - 0.005

対-051 ジチオピル 97886-45-8 0.009

対-052 シハロホップブチル 122008-85-9 0.006

対-053 シマジン　（ＣＡＴ） 122-34-9 0.003 0.002 ● 0.004 0.01 0.02

対-054 ジメタメトリン 22936-75-0 0.02

対-055 ジメトエート 60-51-5 0.05 0.006 ● CCL3 0.02 ● 0.007 ● 0.08

対-056 シメトリン 1014-70-6 0.03

対-057 ジメピペレート 61432-55-1 0.003

対-058 ダイアジノン 333-41-5 0.003 0.02 0.004 0.02

対-059 ダイムロン 42609-52-9 0.8

対-060 ダゾメット 533-74-4 0.006

EU カナダ オーストラリア 韓国 中国

項目

番号
項目名 CAS番号

WHO 米国
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表 9 「対象農薬」の諸外国・機関の目標値等（その 2/2） 

 
※網掛けの箇所（数値が変更となる箇所）のうち、D-D 及びオキシン銅は H27.4.1 から適用。それ以外は H28.4.1 より適用。 

日本

目標値

（mg/L）

ガイドライン

値(mg/L)

位置づ

け等※

1

比較
NPDWR

（mg/L）

NSDWR

（mg/L）
CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

considera

tion

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有

害影響

（mg/L）

感覚

影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

対-061 チアジニル 223580-51-6 0.1

対-062 チウラム 137-26-8 0.02 0.007 ●

対-063 チオジカルブ 59669-26-0 0.08 CCL3

対-064 チオファネートメチル 23564-05-8 0.3 CCL3

対-065 チオベンカルブ 28249-77-6 0.02 0.04

対-066 テルブカルブ　（ＭＢＰＭＣ） 1918-11-2 0.02

対-067 トリクロピル 55335-06-3 0.006 0.02

対-068 トリクロルホン　（ＤＥＰ） 52-68-6 0.005 0.007

対-069 トリシクラゾール 41814-78-2 0.1

対-070 トリフルラリン 1582-09-8 0.06 0.02 ● 0.045 ● 0.09

対-071 ナプロパミド 15299-99-7 0.03 0.4

対-072 パラコート 4685-14-7 0.005 0.02

対-073 ピペロホス 24151-93-7 0.0009

対-074 ピラクロニル 158353-15-2 0.01

対-075 ピラゾキシフェン 71561-11-0 0.004

対-076 ピラゾレート 58011-68-0 0.02

対-077 ピリダフェンチオン 119-12-0 0.002

対-078 ピリブチカルブ 88678-67-5 0.02

対-079 ピロキロン 57369-32-1 0.04

対-080 フィプロニル 120068-37-3 0.0005 0.0007

対-081 フェニトロチオン　（ＭＥＰ） 122-14-5 0.01 設定なし 0.007 ● 0.04

対-082 フェノブカルブ　（ＢＰＭＣ） 3766-81-2 0.03

対-083 フェリムゾン 89269-64-7 0.05

対-084 フェンチオン　（ＭＰＰ） 55-38-9 0.006 0.007

対-085 フェントエート 2597-03-7 0.007

対-086 フェントラザミド 158237-07-1 0.01

対-087 フサライド 27355-22-2 0.1

対-088 ブタクロール 23184-66-9 0.03

対-089 ブタミホス 36335-67-8 0.02

対-090 ブプロフェジン 69327-76-0 0.02

対-091 フルアジナム 79622-59-6 0.03

対-092 プレチラクロール 51218-49-6 0.05

対-093 プロシミドン 32809-16-8 0.09

対-094 プロチオホス 34643-46-4 0.004

対-095 プロピコナゾール 60207-90-1 0.05 0.1

対-096 プロピザミド 23950-58-5 0.05 0.07

対-097 プロベナゾール 27605-76-1 0.05

対-098 ブロモブチド 74712-19-9 0.1

対-099 ベノミル 17804-35-2 0.02 0.09

対-100 ペンシクロン 66063-05-6 0.1

対-101 ベンゾビシクロン 156963-66-5 0.09

対-102 ベンゾフェナップ 82692-44-2 0.004

対-103 ベンタゾン 25057-89-0 0.2 設定なし 0.4 0.3

対-104 ペンディメタリン 40487-42-1 0.3 0.02 ● 0.4

対-105 ベンフラカルブ 82560-54-1 0.04

対-106 ベンフルラリン 1861-40-1 0.01

対-107 ベンフレセート 68505-69-1 0.07

対-108 ホスチアゼート 98886-44-3 0.003

対-109 マラソン　（マラチオン） 121-75-5 0.7 設定なし 0.19 ● 0.07 ● 0.25 ●

対-110 メコプロップ　（ＭＣＰＰ） 7085-19-0 0.05

対-111 メソミル 16752-77-5 0.03 0.02 ●

対-112 カーバム 144-54-7 0.01
for MTI

C: 0.001

対-113 メタラキシル及びメフェノキサム 57837-19-1 0.06

対-114 メチダチオン　（ＤＭＴＰ） 950-37-8 0.004 0.006

対-115 メチルダイムロン 42609-73-4 0.03

対-116 メトミノストロビン 133408-50-1 0.04

対-117 メトリブジン 21087-64-9 0.03 0.08 0.07

対-118 メフェナセット 73250-68-7 0.02

対-119 メプロニル 55814-41-0 0.1

対-120 モリネート 2212-67-1 0.005 0.006 CCL3 0.004 ●

EU カナダ オーストラリア 韓国 中国

項目

番号
項目名 CAS番号

WHO 米国
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表 10 「要検討農薬」の諸外国・機関の目標値等 

※国内評価値の網掛けの箇所は H27.4.1 から適用(評価値に変更のないものは網掛けをしていない） 

 

  

日本

評価値

（mg/L）

ガイドライン

値(mg/L)

位置

づけ

等※1

比較

NPD

WR

（mg/

NSD

WR

（mg/

CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

considerati

on（mg/L）

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康

有害

影響

感覚

影響

（mg/

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

要-001 アセタミプリド 135410-20-7 0.2

要-002 イミダクロプリド 138261-41-3 0.1

要-003 エチプロール 181587-01-9 0.01 0.4

要-004 クロロピクリン 76-06-2 -

要-005 テブコナゾール 107534-96-3 0.07 CCL3

要-006 テフリルトリオン 473278-76-1 0.002

要-007 パラチオンメチル（メチルパラチオン） 298-00-0 0.04 設定なし 0.0007 ● 0.02 ●

要-008 ヒドロキシイソキサゾール 10004-44-1 0.1

要-009 ピラクロホス 77458-01-6 -

要-010 フルスルファミド 106917-52-6 -

要-011 ブロマシル 314-40-9 - 0.4

要-012 ペントキサゾン 110956-75-7 0.6

要-013 ホサロン 2310-17-0 0.005

要-014 メタアルデヒド 108-62-3 0.06

要-015 メチルイソチオシアネート 556-61-6 -

要-016 メトラクロール 51218-45-2 0.2 0.01 ● CCL3 0.05 ● 0.3

EU カナダ オーストラリア 韓国 中国

項目

番号
項目名 CAS番号

USWHO



 

 

 

2
7

表 11 「その他農薬類」の諸外国・機関の目標値等（その 1/2） 

 
  

日本

評価値

（mg/L）

ガイドライ

ン値

(mg/L)

位置

づけ等

※1

比較

NPD

WR

（mg/

NSD

WR

（mg/

CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

considera

tion

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有

害影響

（mg/L）

感覚

影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

他-001 ＭＣＰＭ 17639-93-9 -

他-002 ２，４―ＤＢ 94-82-6 - 0.09

他-003 ＤＢＥＤＣ - -

他-004 ＭＣＰＢエチル 10443-70-6 0.08

他-005 アシベンゾラルＳメチル 126448-41-7 0.1

他-006 アジムスルフロン 120162-55-2 0.2

他-007 アミトロール 61-82-5 0.003 0.009

他-008 アメトリン 834-12-8 0.2 0.07 ●

他-009 イナベンフィド 82211-24-3 0.3

他-010 イマゾスルフロン 122548-33-8 0.2

他-011 ウニコナゾールＰ 83657-17-4 0.04

他-012 エトキシスルフロン 126801-58-9 0.1

他-013 エトベンザニド 79540-50-4 0.1

他-014 エンドタール 145-73-3 - 0.1 0.1

他-015 オキサジアルギル 39807-15-3 0.02

他-016 オキサミル 23135-22-0 0.05 0.2 0.007 ●

他-017 オキソリニック塩 14698-29-4 0.05

他-018 キザロホップエチル 76578-14-8 0.02

他-019 クロチアニジン 210880-92-5 0.2

他-020 クロマフェノジド 143807-66-3 0.7

他-021 クロルタルジメチル（ＴＣＴＰ） 1861-32-1 -

他-022 クロルピリホスメチル 5598-13-0 0.03

他-023 シクロスルファムロン 136849-15-5 0.08

他-024 ジクロフェンチオン（ＥＣＰ） 97-17-6 0.006

他-025 シクロプロトリン 63935-38-6 0.008

他-026 ジクロメジン 62865-36-5 0.05

他-027 ジクロルプロップ 120-36-5 0.06 0.1

他-028 ケルセン（ジコホル） 115-32-2 0.06 0.004 ●

他-029 シノスルフロン 94593-91-6 0.2

他-030 ジノテフラン 165252-70-0 0.6

他-031 ジフェノコナゾール 119446-68-3 0.02

他-032 シフルトリン 68359-37-5 0.05 0.05

他-033 ジフルベンズロン 35367-38-5 0.03 設定なし 0.07

他-034 シプロコナゾール 94361-06-5 0.02

他-035 シプロジニル 121552-61-2 0.07 0.09

他-036 シペルメトリン 52315-07-8 0.1 0.2

他-037 シメコナゾール 149508-90-7 0.02

他-038 ジメチルビンホス 2274-67-1 0.01

他-039 シラフルオフェン 105024-66-6 0.3

他-040 シンメチリン 87818-31-3 0.1

他-041 スピノサド 168316-95-8 0.06 設定なし

他-042 セトキシジム 74051-80-2 0.4

他-043 チアクロプリド 111988-49-9 -

他-044 チアメトキサム 153719-23-4 0.05

他-045 チオシクラム 31895-21-3 0.03

他-046 チフルザミド 130000-40-7 0.04

他-047 テクロフタラム 76280-91-6 0.1

他-048 ＣＶＭＰ（テトラクロルビンホス） 22248-79-9 0.01 0.1

他-049 テトラコナゾール 112281-77-3 -

他-050 テブフェノジド 112410-23-8 0.04 CCL3

オーストラリア 韓国 中国WHO US EU カナダ

項目

番号
項目名 CAS番号
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表 11 「その他農薬類」の諸外国・機関の目標値等（その 2/2） 

 

※ 国内目標値の網掛けの箇所は H27.4.1 から適用 

日本

評価値

（mg/L）

ガイドライ

ン値

(mg/L)

位置

づけ等

※1

比較

NPD

WR

（mg/

NSD

WR

（mg/

CCL3 比較

chemical

arameter

（mg/L）

indicater

parameter

（mg/L）

比較

health

-based

（mg/L）

aesthetic

considera

tion

比較
health

（mg/L）

aesthetic

（mg/L）
比較

健康有

害影響

（mg/L）

感覚

影響

（mg/L）

比較
指標

（mg/L）

参考

指標

（mg/L）

比較

他-051 トリネキサパックエチル 95266-40-3 0.01

他-052 トリフルミゾール 99387-89-0 0.04

他-053 トルフェンピラド 129558-76-5 0.01

他-054 ナプロアニリド 52570-16-8 0.02

他-055 ニテンピラム 150824-47-8 1.3

他-056 パクロブトラゾール 76738-62-0 0.05

他-057 バリダマイシン 37248-47-8 -

他-058 ビスピリバックナトリウム塩 125401-75-4 0.03

他-059 ピメトロジン 123312-89-0 0.03

他-060 ピラゾスルフロンエチル 93697-74-6 0.03

他-061 ピリミノバックメチル 136191-64-5 0.05

他-062 ピリミホスメチル 29232-93-7 0.06 設定なし 0.09

他-063 ピレトリン 8003-34-7 0.1

他-064 フェノキサニル 115852-48-7 0.02

他-065 フェンパレレート 51630-58-1 0.04 0.06

他-066 フラチオカルブ 65907-30-4 0.008

他-067 フラメトピル 123572-88-3 0.02

他-068 フルアジホップＰ 83066-88-0 0.03

他-069 プロパニル 709-98-8 0.04 設定なし 0.7

他-070 プロパホス 7292-16-2 0.001

他-071 プロパルギット又はＢＰＰＳ 2312-35-8 0.02 0.007 ●

他-072 プロヘキサジオンカルシウム塩 88805-35-0 0.5

他-073 プロポキスル（ＰＨＣ） 114-26-1 0.2

他-074 プロメトリン 7287-19-6 0.06

他-075 ペルメトリン 52645-53-1 0.1 設定なし CCL3 0.2

他-076 ベンスルタップ 17606-31-4 0.09

他-077 ベンダイオカルブ 22781-23-3 0.009 0.04

他-078 ホキシム 14816-18-3 0.003

他-079 ボスカリド 188425-85-6 0.1

他-080 チアジアジン 3773-49-7 -

他-081 メタミドホス 10265-92-6 0.002 CCL3

他-082 メチルイソシアネート 624-83-9 0.006

他-083 モノクロトホス 6923-22-4 0.002 0.002

他-084 リニュロン 330-55-2 0.02

オーストラリア 韓国 中国WHO US EU カナダ

項目

番号
項目名 CAS番号
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2-2-2 国内の基準値との比較 

前述の諸外国・機関の基準値等の更新状況（2-2-1）及び後述の国内の基準値等の変更（3-1）を

踏まえ、国内と諸外国の基準値等の比較を行い、諸外国の基準値が国内の基準値等よりも厳しい物

質を抽出した（表 12）。これらの物質について、過年度調査において既に整理されている物質を除き、

国内と諸外国の基準値等の導出根拠に関する相違点等を整理した。 

 

表 12 諸外国の基準値等が国内の基準値等よりも厳しい物質 

 

  

過年度 H26
基-003 カドミウム及びその化合物 7440-43-9 ○ H20.9.25
基-013 ホウ素及びその化合物 7440-42-8 ○ H24.8.6
基-017 ジクロロメタン 75-09-2 ○ H20.11.6
基-018 テトラクロロエチレン 127-18-4 ○ H20.11.6
基-019 トリクロロエチレン 79-01-6 ○ H22.9.2
基-020 ベンゼン 71-43-2 ○ H20.11.6
基-033 アルミニウム及びその化合物 7429-90-5 ○ －
基-045 フェノール類 ○ －
目-001 アンチモン及びその化合物 7440-36-0 ○ H24.8.6
目-005 1,2-ジクロロエタン 107-06-2 ○ H20.11.6
目-008 トルエン 108-88-3 ○ ○ H20.11.6
目-009 フタル酸ビス（2-エチルヘキシル） 117-81-7 ○ H25.4.15
目-014 抱水クロラール 302-17-0 H19.3.15
目-016 残留塩素 7782-50-5 ○ H19.3.15
目-020 １，１，１―トリクロロエタン 71-55-6 ○ H20.4.17
目-021 メチル―ｔ―ブチルエーテル 1634-04-4 ○ H20.4.17
目-029 １，１―ジクロロエチレン 75-35-4 ○ H20.5.29
検-004 モリブデン 7439-98-7 －
検-005 アクリルアミド 79-06-1 －
検-009 エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ） 60-00-4 －
検-010 エピクロロヒドリン 106-89-8 －
検-011 塩化ビニル 75-01-4 －
検-016 スチレン 100-42-5 －
検-024 フタル酸ジ(n-ブチル） 84-74-2 ○ H26.6.10
検-040 キシレン 1330-20-7 －
対-005 ＭＣＰＡ 94-74-6 ○ H26.7.29
対-006 アシュラム 3337-71-1 ○ H26.10.21
対-008 アトラジン 1912-24-9 ○ 評価要請　H23.10.11
対-011 アラクロール 15972-60-8 ○ H25.3.18
対-030 カルバリル　（ＮＡＣ） 63-25-2 審議中 H25.8.7 
対-036 グリホサート 1071-83-6 ○ 評価要請 H.22.6.22
対-041 クロロタロニル　（ＴＰＮ） 1897-45-6 評価要請　H23.9.22
対-042 シアナジン 21725-46-2 評価要請　H24.7.18
対-045 ジクロベニル 1194-65-6 ○ H26.7.1
対-046 ジクロルボス　（ＤＤＶＰ） 62-73-7 評価要請　H21.3.24
対-053 シマジン　（ＣＡＴ） 122-34-9 評価要請　H25.1.30
対-055 ジメトエート 60-51-5 ○ 評価要請　H25.6.12
対-062 チウラム 137-26-8 －
対-070 トリフルラリン 1582-09-8 ○ H24.1.26
対-081 フェニトロチオン　（ＭＥＰ） 122-14-5 ○ H26.6.3
対-104 ペンディメタリン 40487-42-1 ○ H24.8.6
対-109 マラソン　（マラチオン） 121-75-5 ○ H26.5.13
対-111 メソミル 16752-77-5 －
対-120 モリネート 2212-67-1 ○ H25.3.4
要-007 パラチオンメチル（メチルパラチオン） 298-00-0 評価要請　H21.3.24
要-016 メトラクロール 51218-45-2 ○ H21.7.30
他-008 アメトリン 834-12-8 ○ H19.9.13
他-016 オキサミル 23135-22-0 評価要請　H25.3.12
他-028 ケルセン（ジコホル） 115-32-2 －
他-071 プロパルギット又はＢＰＰＳ 2312-35-8 ○ H25.11.11

項目番号 項目名 CAS番号
食安委評価状況(H26.12)

評価結果通知日等
調査実施年度
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過年度に調査が行われておらず、平成 26 年度における情報更新の結果として新たに評価値の導

出根拠の相違等について取りまとめが必要となるのは 7 項目である（表 13）。ただし、導出根拠等の取

りまとめは食品安全委員会での評価結果が示されている物質に限られる。また、トルエン、フタル酸ジ

(n-ブチル)、ジクロベニルの 3 項目については以下の理由から取りまとめが困難であったため、これら

を除く 4 項目の評価値について導出根拠等を取りまとめた。 

 

＜導出根拠が取りまとめられない理由＞ 

 トルエン：カナダの公表資料では、「評価値の追加」は確認できるものの、その根拠となる資料に

ついては情報更新がされていない（古い情報のままである）ため、詳細が不明 

 フタル酸ジ(n-ブチル)：中国の公表資料では、物質ごとの評価値の根拠が把握できず、詳細が不

明 

 ジクロベニル：オーストラリアにおいてガイドラインの作成当初からリストアップされている物質であ

るものの、公表資料に評価値の導出根拠が掲載されていないため、詳細が不明 

 

なお、基準値等の比較に際して、国内の基準値には平成 27 年 2 月開催の厚生科学審議会生活環

境水道部会の審議で確定した変更事項までを反映させており、近い将来に適用される（平成 28 年 4

月より適用される等）ものも含んでいる。 

次ページ以降に、導出根拠等に関する相違点を項目別に示す。 

 

表 13 評価値等の導出根拠の相違点等を取りまとめる物質（候補） 

項目 

番号 
項目名 

国内の

目標値

（mg/L）

比較対象とする 

海外の基準値等 
変更の概要等 

目-008 トルエン 0.4 カナダ(0.06mg/L) カナダの評価値の追加 

検-024 フタル酸ジ(n-ブチル） 0.01 中国（0.003mg/L） 国内評価値の変更 

対-006 アシュラム 0.9
オーストラリア

（0.07mg/L） 
国内評価値の緩和 

対-045 ジクロベニル 0.03
オーストラリア

（0.01mg/L） 
国内評価値の緩和 

対-081 フェニトロチオン 0.01
オーストラリア

（0.007mg/L） 
国内評価値の緩和 

対-109 マラチオン 0.7

カナダ（0.19mg/L）

オーストラリア

（0.07mg/L） 

国内評価値の緩和 

対-120 モリネート 0.005
オーストラリア

(0.004mg/L) 

※評価値は変わらない

が、食安委の評価結果が

示された 
注 1：農薬は最新の ADI の評価結果に基づき、平成 28 年 4 月より新たな目標値に見直される。 
注 2：網掛けは諸外国の評価値の導出根拠となる情報の収集が困難である物質 
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＜アシュラム＞ 

アシュラムについては、食品安全委員会における ADI の評価結果が平成 26 年 10 月に通知されて

おり、この ADI に基づく評価として 0.9mg/L に緩和されることとなった。この国内の目標値は 2011 年に

設定されたオーストラリアのガイドライン値よりも大きい。 

アシュラムの目標値の差異は主に安全係数の違いによるもので、NOAEL 等の毒性値のオーダーは

同じであるものの、オーストラリアの安全係数が国内のものの 20 倍である。 

また、国内の評価値の算出条件は、体重=50kg、水の摂取量＝2L/日、寄与率 10%であるのに対し、

オーストラリアでは体重=70kg の設定が異なっている。 

 

表 14 ADI の設定方法（アシュラム） 

評価値の種類 根拠となる動物試験等 
安全 

係数 

ADI 

（mg/kg 体重/日）

日本 

（目標値） 

ラットを用いた慢性毒性/発がん性合併試

験(2 年間)では甲状腺ろ胞細胞過形成、体

重増加抑制の影響が認められた。

NOAEL=36mg/kg 体重/日 

種差 10 

個体差 10
0.36

オーストラリア 

（ガイドライン値） 

ラットを用いた長期慢性毒性試験(2 年間)で

は副腎や甲状腺への影響が認められた。 

NOEL=40mg/kg 体重/日 

2000 0.02

注：本表は以下の情報に基づく 
・農薬評価書（アシュラム） 食品安全委員会 平成 26 年 8 月 

・Australian Drinking Water Guidelines 2011（ 2014 改訂版） 

 

＜フェニトロチオン＞ 

フェニトロチオンについては、オーストラリアのガイドライン値が 0.007mg/L であるのに対して国内の

目標値は 0.01mg/L である。この差異は主に根拠とした NOAEL 等に起因しているが、算出のパラメー

タ(体重)の数値も影響している。 

なお、国内の ADI は平成 25 年に設定されているのに対し、オーストラリアの ADI は 1997 年に設定

されている。 

表 15 ADI の設定方法（フェニトロチオン） 

評価値の種類 根拠となる動物試験等 
安全 

係数 

ADI 

（mg/kg 体重/日）

日本 

（目標値） 

ラットを用いた慢性毒性/発がん性合併試験(2

年間)では主にコリンエステラーゼ活性阻害が

認められた。 

NOAEL=0.49mg/kg 体重/日 

種差 10 

個体差 10
0.0049

オーストラリア 

（ガイドライン値） 

犬を用いた混餌投与試験（1 年間）では血漿コリ

ンエステラーゼ活性阻害が認められた。

NOEL=0.2mg/kg 体重/日 

種差 10 

個体差 10
0.002

注：本表は以下の情報に基づく 
・農薬評価書（フェニトロチオン） 食品安全委員会 平成 25 年 7 月 

・Australian Drinking Water Guidelines 2011- 2014 改訂版 
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＜マラチオン＞ 

マラチオンについては、カナダのガイドライン値が 0.19mg/L、オーストラリアのガイドライン値が

0.07mg/L であるのに対し、国内の目標値は 0.7mg/L でありオーストラリアのガイドライン値の 10 倍の

値である。この差異は、利用した動物試験の結果に基づくものであり、国内の NOAEL 値は海外の

NOAEL 等よりも 1 桁以上大きな数値である。一方、安全係数もカナダとは 10 倍異なっている。 

また、オーストラリアでは水の飲用による摂取の寄与率 10%、体重 70kg、飲量 2L/日であるが、カナ

ダでは寄与率 20%、体重 70kg、飲量 1.5L/日と、基準値等の算出に係るのパタメータも国内のものとは

異なっている。なお、オーストラリアの ADI は 2005 年に設定されている。 

 

表 16 ADI の設定方法（マラチオン） 

評価値の種類 根拠となる動物試験等 
安全 

係数 

ADI 

（mg/kg 体重/日）

日本 

（目標値） 

ラットを用いた慢性毒性試験(2 年間)及び慢性

毒性/発がん性合併試験(2 年間)ではコリンエ

ステラーゼ阻害が認められた。 

NOAEL=29mg/kg 体重/日 

種差 10 

個体差 10
0.29

カナダ 

(ガイドライン値) 

FAO/WHO が1977 年に設定した ADI（ヒトへの

無影響濃度(NOAEL=0.23mg/kg/日)に対して

安全係数を 10 とする方法を踏襲した。 

10 0.02

オーストラリア 

（ガイドライン値） 

ラットを用いた混餌投与試験（2 年間）では血漿

コリンエステラーゼ活性阻害が認められた。 

NOEL=2mg/kg 体重/日 

100 0.02

注：本表は以下の情報に基づく 
・農薬評価書（マラチオン） 食品安全委員会 平成 26 年 5 月 

・カナダ保健省 HP(http://www.hc-sc.gc.ca/ewh-semt/pubs/water-eau/index-eng.php#guidance) 

・Australian Drinking Water Guidelines 2011- 2014 改訂版 

 

＜モリネート＞ 

モリネートについては、国内の現行の目標値である 0.005mg/L からの見直しは予定されておらず、

オーストリアのガイドライン値(0.004mg/L)より若干大きな値となっている。ADI の根拠となる動物試験に

よる NOAEL 等はほぼ同程度であるが安全係数が 2 倍異なり、目標値の差異は ADI から目標値を導

出する際の体重の設定の違いによるものである。 

表 17 ADI の設定方法（モリネート） 

評価値の種類 根拠となる動物試験等 
安全 

係数 

ADI 

（mg/kg 体重/日）

日本 

（目標値） 

ラットを用いた慢性毒性/発がん性合併試験(2

年間)では骨格筋の委縮及び衛星細胞過形成

の増加がみられた。 

NOAEL=0.21mg/kg 体重/日 

種差 10 

個体差 10 
0.0021

オーストラリア 

（ガイドライン値） 

ラットを用いた 3 世代生殖毒性試験では、仔数

や生存率の減少が見られた。 

NOEL=0.2mg/kg 体重/日 

種差 10 

個体差 10 

データ固有の

不確実性 2 

0.001

注：本表は以下の情報に基づく 
・農薬評価書（モリネート） 食品安全委員会 2009 年 10 月 

・Australian Drinking Water Guidelines 2011- 2014 改訂版 
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3 水質基準等に関する情報の更新 

3-1 水質基準等の見直しの動向 

平成 26 年度水質基準逐次改正検討会（第 1 回～第 2 回）の検討結果及び第 16 回厚生科学審議

会生活環境部会（平成 27 年 2 月 5 日）の審議結果に係る概要を、表 18 に示す（本業務に係る内容

に限り抜粋）。また、その結果を過年度に整理された情報に追加し、諸外国等の基準値等の変更も含

めて表 19～表 24 に取りまとめた。 

 

表 18 厚生科学審議会（H27.2）等での審議の概要 

審議事項 概要 

1 
水質基準値等の

見直し 

 以下の 2 物質の基準値が見直された。H27.4.1 より施行予定。 

・ジクロロ酢酸（0.04mg/L→0.03mg/L） 

・トリクロロ酢酸（0.2mg/L→0.03mg/L） 

 以下の 3 物質の目標値が見直された。H27.4.1 より施行予定。 

・フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) （0.1mg/L→0.08mg/L） 

・1,3-ジクロロプロペン（0.002mg/L→0.05mg/L） 

・オキシン銅（有機銅）（0.04mg/L→0.03mg/L） 

2 
今後の水質基準

等の改正方針 

 食品安全委員会により TDI 等の評価結果が示されたことから評価値

の見直しが平成 27 年度以降に予定されるものは、以下のとおり。 

・フタル酸ジ(n-ブチル)（0.2mg/L→0.01mg/L） 

・MEPC、アシュラム等の「水質管理目標設定項目」（11 農薬） 

・エチプロール、ホサロン等の「要検討農薬類」(3 農薬) 

・エトベンザニド、キザロホップエチル等の「その他農薬類」（5 農薬） 

 このうち、フタル酸ジ(n-ブチル)、要検討農薬類、その他農薬類につ

いては、年度内の生活環境水道部会の審議を経て、平成27年4月1

日から適用の予定。 

 水質管理目標設定項目の農薬については、平成 28 年 4 月から適用

の予定。 

3 

浄水施設での対

応が困難な物質

及びその位置づ

け等の検討 

 ホルムアルデヒド等の消毒副生成物を生成する可能性がある物質

（浄水処理対応困難物質）として 14 物質を選定し、水道水質基準等

とは異なる枠組みとして位置づけることとなった。 

 その他に、過去の水質事故の原因となった物質等を 21 項目選定し、

浄水処理対応困難物質と同様に排出側での管理促進等に努めるこ

ととなった。 

注：表中の物質名の後の括弧内の情報は、見直し前と見直し後の評価値を意味する。 
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表 19 「水質基準項目」の基準値等の設定状況（その 1/3） 

 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

基-001 一般細菌 100個/ml
感度は劣るが従属栄養細菌との量的相関、
培養時間が短い等から当面は水質基準項目
として据え置く

基-002 大腸菌 不検出 ・糞便汚染の指標として適当

基-003
カドミウム及びその化
合物

0.003 0.01→0.003 0.003
H20.12.16 H20.9.5

答申済み

JECFAでの評価結果を待つ必要があるが現
時点では微量重金属調査研究会（1970）
ベースの0.01mg/Lを当面維持

・2003年6月のJECFAは当時の暫定耐用摂取量7μg/kg/週を維持（寄
与率10%で2.5μg/L）
・食安委答申（食品からのカドミウム摂取の現状に係る安全性確保､
H20.7.3）
　→耐容週間摂取量　7μｇ/ｋｇ/週（JECFAの評価とは異なる方法をとっ
たが、結果は同じ値。）

基-004
水銀及びその化合
物

0.0005
H15からの変更
なし(メチル水
銀）

0.7 0.006（2005）
H20.12.16 H24.5.10

答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・水質基準として維持
・疫学上の結果をもとに0.001mg/Lが算出さ
れるが基準の継続性を考慮

・食安委答申（魚介類に含まれるメチル水銀､H17.8.4）
→ハイリスクグループ（胎児）を対象とした耐容週間摂取量　2.0μｇ/ｋｇ/
週（メチル水銀）
・食安委化学物質・汚染物質専門調査会 幹事会（H24.1.27）
　→TDI＝0.7（水銀として）
・食安委答申（H24.5.10）
→TDI＝0.7（水銀として）

基-005
セレン及びその化合
物

0.01 4 0.01

意見募集終
了
（H24.7.20
締切）

WHO第4版
暫定基準に変更

評価値の10%を超えるものは1%未満だが１地
点で90%を超えており継続性の観点から当面
水質基準として維持

・食安委答申（H.24.10.29）
　→TDI＝4
・推奨摂取量＝25～35mg/日前後（成人、上限量400mg/日前後）の必
須元素
・食安委意見募集終了（H24.7.20締切）

基-006 鉛及びその化合物 0.01 3.5 0.04
審議中（専
門調査会）
自ら評価

WHO第4版
変更
0.04P←0.01

4年答申では長期目標値を0.01mg/Lとし概
ね10年間に鉛管の布設替えを行い、濃度の
段階的低減を図るとした

・食安委検討中（H24.3.22専門調査会）
血中鉛濃度から摂取量への変換に関して新たな知見が蓄積された場合
には、耐容摂取量の設定を検討

基-007 ヒ素及びその化合物 0.01(暫定値） 0.01 A,T
H.25.12.16
答申済み

WHO第4版
暫定とした理由変更
A,T←P

発がん性リスクアセスメントの不確実さと除去
困難性から従来からの基準値10μg/Lを維
持

・WH.O第3版第2次追補版ガイドライン値0.01mg/L
・食安委答申（H.25.12.16）
ヒ素の直接的なDNAへの影響の有無について判断することはできない。

基-008 六価クロム化合物 0.05 0.05 P（全Cr）
審議中
（清涼飲料
水部会）

WHO第4版
追加予定
→追加されず

クロムの毒性については従来どおり六価のも
のに着目することが妥当

・食安委検討中（H21.8.17清涼飲料水部会）
・Crは必須元素（推奨摂取量＝30～40mg/日、成人）

基-009 亜硝酸態窒素 0.04
H26.4.1より水
質基準に追加

15 3 H26.1.14
H25.7.22
答申済み

WHO第4版
Nitrite 長期暴露ガイドライン値

基-010
シアン化物イオン及
び塩化シアン

0.01 4.5 設定せず H24.3.5
H22.10.14
答申済み

WHO第4版：ガイドライン値設定
せず
ガイダンス値：短期暴露　シアン
化物イオン 0.5、長期暴露　0.6
（塩化シアンとして）、0.3（シアン
として）

水質基準として維持
・食安委答申（H22.10.14）
　→TDI＝4.5（非発がん）

基-011
硝酸態窒素及び亜
硝酸態窒素

10
50（NO3として）
 3（NO2として）

H24.10.29
答申済み

WHO第4版
変更
Nitrite 長期暴露ガイドライン値
設定せず←0.2P

亜硝酸性窒素についてはWHO/GDWQが毒
性評価の観点から暫定値とされていることか
ら水質管理目標設定項目

・食安委答申（H24.10.29）
　→硝酸態窒素：TDI＝1500
　→亜硝酸態窒素：TDI＝15

基-012
フッ素及びその化合
物

0.8 1.5
H25.1.21
答申済み

WHO第3版
第2次追補版
追加

・水質基準として維持
・斑状歯発生予防の観点から現行値：
0.8mg/Lを継続

・食安委答申（H25.1.21）
　→TDI＝0.05
・WHO/GDWQ第2次追補版ガイドライン値1.5mg/L

15年答申における見解 評価値に関連したその後の検討

審議の経緯・予定
項目
番号

項　目　名

基準値
根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※1

(mg/L)
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表 19 「水質基準項目」の基準値等の設定状況（その 2/3） 

 
注：網掛けは H25 年度業務からの変更箇所を示す(以降の表で同様)。 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

基-013
ホウ素及びその化合
物

1 92（AF=40%） 2.4

意見募集終
了
（H24.7.20
締切）

WHO第4版
変更
2.4←0.5T

・ホウ素摂取量の調査のためマーケットバス
ケット調査を実施。
・問題となるのは、基本的に海水淡水化、地
質等の影響

・食安委答申（H24.8.6清涼飲料水）
　→TDI＝96
・食安委意見募集終了（H24.7.20締切）
・WHO/GDWQ：2008会合にてGV値2.4mg/Lで合意。ただし各国アロ
ケーション考慮して変更可能。

基-014 四塩化炭素 0.002
H15からの変更
なし

0.71 0.004 H19.10.26
H19.3.15
答申済み

・食安委答申（H19.3.15清涼飲料水）
　→TDI＝0.71

基-015 1,4－ジオキサン 0.05
H15からの変更
なし

10-5Risk 0.05（2005） H19.10.2
H19.3.15
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H19.3.15清涼飲料水）
　→TDI＝18

基-016

シス－1,2－ジクロロ
エチレン及びトラン
ス-1,2-ジクロロエチ
レン

0.04
異性体の合算
評価に変更

17 H19.10.26

H19.3.15
（シス体）
Ｈ20.5.29（ト
ランス体）
答申済み

評価値の10%を超えるものは1%未満だが6年
以来基準値超の例もあり、継続性の観点から
水質基準とする

・食安委答申（H19.3.15清涼飲料水）
　→TDI＝17（ﾄﾗﾝｽ体合算）
・食安委答申（H20.5.29水質基準設定）
　→TDI＝17（ｼｽ体及びﾄﾗﾝｽ体）

基-017 ジクロロメタン 0.02
H15からの変更
なし

6 0.02 H22.2.2
H20.11.6
答申済み

評価値の10%を超えるものは1%未満だが１地
点で60%を超えており継続性の観点から水質
基準とする

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
　→TDI＝6

基-018 テトラクロロエチレン 0.01
H15からの変更
なし

10-5Risk 0.04 H22.2.2
H20.11.6
答申済み

WHO/GDWQは我が国基準値より高いが安
全性の観点から現行基準を維持

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
　→TDI＝14

基-019 トリクロロエチレン 0.01 0.03→0.01 10-5Risk
0.02 P
（2005）

H22.2.2
H22.9.2
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

WHO/GDWQは我が国基準値より高いが安
全性の観点から現行基準を維持

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
・食安委答申（化学物質・汚染物質、H22.9.2）
　→TDI＝1.46（非発がん）
　　　10-5発がんリスク相当VSD
　　　　　＝1.2 μg/kg体重/日

基-020 ベンゼン 0.01
H15からの変更
なし

10-5Risk 0.01 H22.2.2
H20.11.6
答申済み

概ね評価値の10%以下であるが過去に基準
値を超えていた例もあり、継続性の観点から
当面、水質基準として維持

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
　→TDI＝18（非発がん）
　　 10-5発がんリスク相当VSD
　　　　　＝0.40μg/kg体重/日

基-021 塩素酸 0.6

H20.4.1
水質管理目標
設定項目から
移行

30
（AF=80%）

0.7 D
（AF=80%）
（2005）

H18.8.4
H19.3.15
答申済み

ヒトへの暴露は基本的にClO2が水道水の浄
水処理に使用される場合が想定されることか
ら水質管理目標設定項目とし、ClO2が浄水
処理に使用される場合の指針として活用され
るべき。
水質基準の設定等はClO2の浄水過程での
使用が進んだ段階において検討すべき。

・食安委答申（H19.3.15水道水及び清涼飲料水）
　→TDI=30

基-022 クロロ酢酸 0.02
3.5
（AF=20%）

0.02
（AF=20%）

H26.10.7
答申済み

食安委答申（H26.10.7）はTDI＝3.5μｇ/ｋｇ/日であり、過去の評価結果
と同じ

基-023 クロロホルム 0.06
H15からの変更
なし

12.9
（AF=20%）

0.3
（AF=75%）
（2005）

H22.12.21
H21.8.20
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H21.8.20清涼飲料水）
　→TDI=12.9（非発がん）　（TDI不変）

基-024 ジクロロ酢酸 0.03
H27.4.1より
0.04→0.03

1.3

（10-5リスク相
当）

0.05 D H27.2.5
H26.10.7
答申済み

WHO第4版
暫定とした理由変更
D←T,D

・食安委答申（H26.10.7）
　→非発がん影響 TDI＝12.5
　　 発がん影響　TDI＝12.9
　　　　　　　　　　 　SF＝7.8E-3

基-025 ジブロモクロロメタン 0.1
H15からの変更
なし

21
（AF=20%）

0.1
（2005）

H22.12.21
H21.8.20
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H21.8.20清涼飲料水）
　→TDI＝21.4（非発がん）　（TDI不変）

基-026 臭素酸 0.01
H15からの変更
なし

10-5Risk
↓
BAT

0.01 AT
（2005）
←0.002

H22.2.2
H20.11.6
答申済み

・10-5リスク相当VSDからは0.009mg/L
・除去方法はO3濃度の調節やH2O2-UV法
に限定

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
　→TDI＝11（非発がん）
　　 10-5発がんリスク相当VSD
　　　　　＝0.36μg/kg体重/日

基-027 総トリハロメタン 0.1
H15からの変更
なし

設定せず（2005）
総評価は推奨

H22.12.21
H21.8.20
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H21.8.20清涼飲料水）
　→総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝとしてのTDIは設定できない

15年答申における見解 評価値に関連したその後の検討

審議の経緯・予定
項目
番号

項　目　名

基準値
根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※1

(mg/L)
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表 19 「水質基準項目」の基準値等の設定状況（その 3/3） 

 
※1 P：健康影響評価の観点からの暫定、T：浄水技術の観点からの暫定値、A：測定技術の観点からの暫定値、D：消毒技術の観点からの暫定値 

( )内の年は追補版としての改定年、健康上の評価値が検出レベルより著しく大きいため設定不要とされた項目については「設定せず」とし、
「←」の後ろに健康上の評価値を記載した。 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

基-028 トリクロロ酢酸 0.03
H27.4.1より
0.2→0.03

6
（AF=20%）

0.2
（AF=20%）

H27.2.5
H26.10.7
答申済み

・食安委答申（H26.10.7）
  →TDI＝6

基-029 ブロモジクロロメタン 0.03
H15からの変更
なし

6.1
（AF=20%）

0.06 T
（2005）

H22.12.21
H21.8.20
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H21.8.20清涼飲料水）
　→TDI＝6.1（非発がん）　（TDI不変）

基-030 ブロモホルム 0.09
H15からの変更
なし

17.9
（AF=20%）

0.1
（2005）

H22.12.21
H21.8.20
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H21.8.20清涼飲料水）
　→TDI＝17.9（非発がん）　（TDI不変）

基-031 ホルムアルデヒド 0.08
H15からの変更
なし

15
（AF=20%）

設定せず（2005）
←2.6

H20.12.16
H20.4.17
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

入浴時等の水道水からの気化による吸入暴
露による影響も考慮

・食安委答申（H20.4.17清涼飲料水）
　→TDI＝15

基-032
亜鉛及びその化合
物

1 味覚及び色 ・推奨摂取量＝7～10mg/日（成人、上限量30mg/日）の必須元素

基-033
アルミニウム及びそ
の化合物

0.2 色（鉄共存時） H19.10.26
多量の凝集剤を投入せざるを得ない場合にも
技術的に0.1mg/Lを達成可能であるかにつ
いてはなお疑問の余地有

H19に水質管理目標値を0.1に設定

基-034 鉄及びその化合物 0.3
味覚及び洗濯
物の着色

設定せず 水質基準として維持
・推奨摂取量＝10mg/日前後（成人、上限量40～50mg/日前後）の必
須元素

基-035 銅及びその化合物 1
洗濯物への着
色

2
 （洗濯染みは生じ
る可能性有）

H20.12.16
H20.4.17
答申済み

水質基準として維持

・食安委答申（H20.4.17清涼飲料水）
　→許容上限摂取量=9mg/ヒト（成人）/日
・推奨摂取量＝0.7～0.9mg/日（成人、上限量10mg/日）の必須元素
・H20年基準値改正の必要性の検討が課題とされた。

基-036
ナトリウム及びその
化合物

200 味覚

基-037
マンガン及びその化
合物

0.05 黒水障害 設定せず
H24.8.6
答申済み

WHO第4版
変更
設定せず←0.4C

・食安委答申（H.24.8.6清涼飲料水）
　→TDI＝180
・目安摂取量＝3.5～4mg/日前後（成人、上限量10mg/日前後）の必須
元素
・食安委意見募集終了（H24.7.20締切)

基-038 塩化物イオン 200 味覚

基-039
カルシウム、マグネシ
ウム等(硬度)

300 石鹸の泡立等
WHO第4版
追加予定
→追加されず

・WHO第4版追加予定→追加されず
・Caは推奨摂取量＝1g/日前後（成人、上限量2.3g/日）の必須元素
・Mgは推奨摂取量＝300～400mg/日前後（成人）の必須元素

基-040 蒸発残留物 500

基-041 陰イオン界面活性剤 0.2 発泡
混合すると起泡力や安定度に相乗効果が見
られる場合があり知見の充実を図る必要があ
る

基-042 ジェオスミン 0.00001 臭気
・粉末活性炭処理による場合：20ng/L
・粒状活性炭等恒久施設による場合：
10ng/L

基-043
2－メチルイソボルネ
オール

0.00001 臭気
・粉末活性炭処理による場合：20ng/L
・粒状活性炭等恒久施設による場合：
10ng/L

基-044 非イオン界面活性剤 0.02 発泡
混合すると起泡力や安定度に相乗効果が見
られる場合があり知見の充実を図る必要があ
る

基-045 フェノール類 0.005 臭気 水質基準として維持

基-046
有機物(全有機炭素
(TOC)の量)

3
H21.4.1
施行
有機物

H19.10.26
旧基準であるKMnO4消費量10mg/Lに相当
するTOCは相関性から1～4mg/Lで上限値
に危険率25%を見込む

基-047 ｐＨ値 5.8-8.6 腐食防止 水質基準として維持
基-048 味 異常でない 基本指標
基-049 臭気 異常でない 基本指標 水質基準として維持
基-050 色度 5度 基本指標 水質基準として維持
基-051 濁度 2度 基本指標

15年答申における見解 評価値に関連したその後の検討

審議の経緯・予定
項目
番号

項　目　名

基準値
根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※1

(mg/L)
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表 20 「水質管理目標設定項目」の設定状況等（その 1/2） 

 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

目-001
アンチモン及びそ
の化合物

0.02
H26.4.1より
0.015→0.02

6 0.02 H26.1.14
H24.8.6
答申済み

三酸化アンチモンの研究を根拠としたかなり安全側の評価
・食安委答申（H24.8.6）
　→TDI＝6

目-002
ウラン及びその化合
物

0.002
(暫定値）

H15からの変更
なし

0.2
0.015 PT
（AF=80%）

H24.3.5
H24.1.12
答申済み

WHO第4版
変更
0.030P←
0.015P,T

・LOAEL：0.06 mg/kg日, UF：100
・寄与率：10%
・評価値：0.002 mg/L

・食安委答申（H24.1.12）
　→TDI＝0.2
　　　(LOAEL：0.06 mg/kg/日, UF：300)

目-003
ニッケル及びその化
合物

0.02
H26.4.1より
0.01(暫定値）
→0.02

4
0.07
（AF=20%）

H26.1.14
H24.7.23
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H.24.7.23）
　→TDI＝4

目-004 1,2-ジクロロエタン 0.004
H15からの変更
なし

10-5Risk 0.03 H22.2.2
H20.11.6
答申済み

WHO/GDWQは我が国基準値より高いが安全性の観点から現
行目標値を維持

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
　→TDI＝37.5（非発がん）
　　 10-5発がんリスク相当VSD
　　　　　＝0.18μg/kg体重/日

目-008 トルエン 0.4 0.2→0.4
149
（AF=10%）

0.7（ C） H22.2.2
H20.11.6
答申済み

・食安委答申（H20.11.6清涼飲料水）
　→TDI＝149

目-009
フタル酸ジ(2-エチ
ルヘキシル)

0.008
H27.4.1より
0.1→0.03

30
（AF=10%)

0.008
（AF=1%）

H27.2.5
H25.4.15
答申済み

・食安委答申（H25.4.15）
→TDI=30μg/kg/日

目-010 亜塩素酸 0.6
H15からの変更
なし

29
（AF=80%）

0.7 D
（AF=80%）
（2005）

H20.12.16
H20.6.19
答申済み

・ヒトへの暴露は基本的にClO2が水道水の浄水処理に使用さ
れる場合が想定されることから水質管理目標設定項目とし、
ClO2が浄水処理に使用される場合の指針として活用されるべ
き。
・水質基準の設定等はClO2の浄水過程での使用が進んだ段階
において検討すべき。

・食安委答申（H20.6.19清涼飲料水）
　→TDI＝29
・添加物としてはTDI29を答申（H18.11）

目-012 二酸化塩素 0.6
H15からの変更
なし

29
（AF=80%）

設定せず
（2005）
亜塩素酸対応

H20.12.16
H20.6.19
答申済み

・食安委答申（H20.6.19清涼飲料水）
　→TDI＝29
・WHOは異臭味閾値を0.4mg/Lと設定

目-013
ジクロロアセトニトリ
ル

0.01
(暫定値）

0.04（暫定）→
0.01（暫定）

8
（AF=20%）

0.02 P
（AF=20%）

H19.10.26
H19.3.15
答申済み

・食安委答申（H19.3.15清涼飲料水）
　→TDI=2.7

目-014 抱水クロラール
0.02
(暫定値）

0.03（暫定）→
0.02(暫定）

5.3
（AF=20%）

設定せず
（2005）

H19.10.26
H19.3.15
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

・食安委答申（H19.3.15清涼飲料水）
　→TDI＝4.5

目-015 農薬類
検出値/目標
値の総和が1
以下

・浄水から目標値10%値を超えて検出される事例有り(特異値を
除く)は水質基準を設定。
農薬
・農薬類(第1群)…現に水道原水から検出又は国内推定出荷
量50t以上。
・第2群…国内推定出荷量50t以上であるが水道水に適した測
定方法が未確立。早急に確立しその時点で第1群に組入。27
物質。
・第3群…国内推定出荷量が50ｔ未満で測定しても検出される
おそれがない。79物質。

・フィブロニル（殺虫剤）を追加（H20.4.1）

目-016 残留塩素
1
(遊離塩素は

0.1mg/L以上)

H15からの変更
なし

150
0.5～5 C
（上限値は
AF=100%）

H19.10.26
H19.3.15
答申済み

おいしさの観点に着目したもので今後とも水質管理目標設定項
目とする

・食安委答申（H19.3.15清涼飲料水）
　→TDI＝136

評価値に関連したその後の検討15年答申における見解
項目
番号

根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※
(mg/L)

目標値 審議の経緯・予定

項　目　名
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表 20 「水質管理目標設定項目」の設定状況等（その 2/2） 

 

※P：健康影響評価の観点からの暫定、T：浄水技術の観点からの暫定値、A：測定技術の観点からの暫定値、D：消毒技術の観点からの暫定値 
( )内の年は追補版としての改定年、健康上の評価値が検出レベルより著しく大きいため設定不要とされた項目については「設定せず」とし、「←」の後ろに健康上の
評価値を記載した。 

 

 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

目-017
カルシウム、マグネ
シウム等（硬度）

10-100

目-018
マンガン及びその
化合物

0.01

目-019 遊離炭酸 20
おいしさの観点に着目したもので今後とも水質管理目標設定項
目とする

目-020
1,1,1-トリクロロエタ
ン

0.3
H15からの変更
なし

600 H20.12.16
H20.4.17
答申済み

健康影響に関する評価値は1.5mg/Lだが臭味発生防止の観点
から設定。

・食安委答申（H20.4.17清涼飲料水）
　→TDI＝800

目-021
メチル-t-ブチル
エーテル

0.02
H15からの変更
なし

143
設定せず
（2005）
←0.015

H20.12.16
H20.4.17
答申済み

WHO第3版
第1次追補版
追加

地下水で一過的に高濃度で検出されるとの情報もある
・食安委答申（H20.4.17清涼飲料水）
　→TDI＝143
・WHOは異臭閾値を0.015mg/Lと設定

目-022
有機物等（過マンガ
ン酸カリウム消費
量）

3
・指標性や測定方法に関し種々問題点
・TOCとの相関を見るため、当面水質管理目標設定項目として
維持

目-023 臭気強度（TON） 3TON おいしい水の観点から維持

目-024 蒸発残留物 30-200

目-025 濁度 1度
より高いレベルの水道を目指すための目標として1度以下を設
定

目-026 pH値 7.5
より高いレベルの水道を目指すための目標として、7.5程度を設
定

目-027
腐食性（ランゲリア
指数）

-1以上とし、
極力0に近づ
ける

水道施設の維持管理やCaCO3析出防止の観点から水質管理
目標設定項目とする

目-028
従属栄養細菌
（HPC）

2000cfu/ml
（20℃７日
間）

異常増加が生
じないことを確
認

USEPA処理基
準
500cfu/ml以下

H18.8.4

・本来的細菌数を表現、培養方法が確立、施設清浄度の劣化
を表現、レジオネラ増殖環境か否かの判定が可能
・細菌現存量の指標として有効だが、我が国の水道における情
報等が不足

・水道施設の健全性を判断

目-029
1,1－ジクロロエチ
レン

0.1
水質基準から
移動
0.02→0.1

9
設定せず
（2005）
←0.14

H19.10.26 H20.5.29
答申済み

評価値の10%を超えるものは1%未満だが6年以来基準値超の例
もあり、継続性の観点から水質基準とする

・食安委答申（H20.5.29）
　→TDI＝46

目-030
アルミニウム及びそ
の化合物

0.1 H19.10.26

評価値に関連したその後の検討15年答申における見解
項目
番号

根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※
(mg/L)

目標値 審議の経緯・予定

項　目　名
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表 21 「要検討項目」の目標値の設定状況等（その 1/3） 

 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

検01 銀 -
浄水器等で消毒のために利用する事例が
あること等から知見収集に努める

検02 バリウム 0.7 0.7 0.73 ヒトNOAEL7.3、UF 10
H24.10.29
答申済み

・食安委答申（H24.10.29）
　→TDI＝20 (ヒトNOAEL 0.21（mg/kg体
重/日）、UF 10)

検03 ビスマス -
鉛代替品としての利用が考えられており材
質管理の観点で留意

検04 モリブデン 0.07 設定せず NOAEL 0.2
NOAELにUF 3（個体
差）を適用し基準値を
導出

WHO/GDWQ
第4版変更
設定せず←
0.07

検05 アクリルアミド 0.0005
0.0005
10-5

線形多段階モデルを
適用

高分子凝集剤の製品管理において残留ﾓ
ﾉﾏｰの確実なｺﾝﾄﾛｰﾙが必要

検06 アクリル酸 -
日本水道協会規格の塗料の品質として
0.002mg/L以下を設定

検07
17-β-エストラジオー
ル

0.00008 暫定値 0.03
社会的関心の高い物質であり測定データ
等知見の充実に努めていく必要あり

検08
エチニルーエストラジ
オール

0.00002 暫定値 0.006
社会的関心の高い物質であり測定データ
等知見の充実に努めていく必要あり

検09
エチレンジアミン四酢
酸（EDTA）

0.5
190
（AF=1%）

0.6
（AF=1%）

1900

検10 エピクロロヒドリン 0.0004 暫定値 10-5Risk 0.0004 P 0.14

検11 塩化ビニル 0.002 10-5Risk
0.0003
10-5

線形外挿法を適用 10-5リスク相当VSDから設定

検12 酢酸ビニル -
施設基準省令で溶出基準0.01mg/Lを設
定

検13 2,4-ジアミノトルエン -
施設基準省令で溶出基準0.002mg/Lを設
定

検14 2,6-ジアミノトルエン -
施設基準省令で溶出基準0.001mg/Lを設
定

検15 N,N-ジメチルアニリン -
施設基準省令で溶出基準0.01mg/Lを設
定

検16 スチレン 0.02 7.7 0.02 C 7.7 臭気の閾値と一致

検17 ダイオキシン類 1pgTEQ/L 暫定値
4pgTEQ/kg
/日

検18 トリエチレンテトラミン -
施設基準省令で溶出基準0.01mg/Lを設
定

検19 ノニルフェノール 0.3 暫定値 100
社会的関心の高い物質であり測定データ
等知見の充実に努めていく必要あり

検20 ビスフェノールＡ 0.1 暫定値 50
社会的関心の高い物質であり測定データ
等知見の充実に努めていく必要あり

・食品安全部→食安委員会諮問
(H20.7.8)

検21 ヒドラジン -
日本水道協会規格の塗料の品質として
0.005mg/L以下を設定

検22 1,2-ブタジエン -
施設基準省令で溶出基準0.001mg/Lを設
定

検23 1,3-ブタジエン -
施設基準省令で溶出基準0.001mg/Lを設
定

15年答申における見解 評価値に関連したその後の検討
項目
番号

項　目　名
審議の経緯・予定目標値

備考
評価値

（μg/kg/日）
根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※
(mg/L)
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表 21 「要検討項目」の目標値の設定状況等（その 2/3） 

 

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

検24
フタル酸ジ（n-ブチ
ル）

0.01
H27.4.1より
0.2→0.01

5
LOAEL=2.5
mg/kg/d

安全係数500 H27.2.5
2014.6.10
答申済み

社会的関心の高い物質であり測定データ
等知見の充実に努めていく必要あり

・食安委答申（H26.6.10器具・容器包装専
門調査会）→TDI=5mg/kg/日

検25
フタル酸ブチルベン
ジル

0.5 暫定値 200
社会的関心の高い物質であり測定データ
等知見の充実に努めていく必要あり

・食安委検討中（H26.11.17器具・容器包
装専門調査会）

検26 ミクロシスチン－ＬＲ 0.0008 暫定値
0.04
（AF=80%）

0.001 P
（AF=80%）

0.04

検27 有機すず化合物 0.0006
TBTO暫定
値

0.25

検28 ブロモクロロ酢酸 -
予防的見地から、ハロ酢酸類の低減化対
策を進めることが望ましい

検29 ブロモジクロロ酢酸 -
予防的見地から、ハロ酢酸類の低減化対
策を進めることが望ましい

検30 ジブロモクロロ酢酸 -
予防的見地から、ハロ酢酸類の低減化対
策を進めることが望ましい

検31 ブロモ酢酸 -
予防的見地から、ハロ酢酸類の低減化対
策を進めることが望ましい

検32 ジブロモ酢酸 -
予防的見地から、ハロ酢酸類の低減化対
策を進めることが望ましい

検33 トリブロモ酢酸 -
予防的見地から、ハロ酢酸類の低減化対
策を進めることが望ましい

検34 トリクロロアセトニトリル -

検35
ブロモクロロアセトニト
リル

-

検36 ジブロモアセトニトリル 0.06
11.3
(AF=20%)

0.07
(AF=20%)

11

検37 アセトアルデヒド -
H15からの
変更なし

H20.12.16
H17.7.21
答申済み

・食安委答申（添加物、H17.7.21）
→食品の着香の目的の場合、安全性に懸
念が無い。（完全に生体成分に代謝され
る。）

検38 ＭＸ 0.001 10-5Risk

検出濃度は評
価値に対し極
めて低く、基準
値は設定しな
い

0.0018
・線形多段階モデル
を適用

検40 キシレン 0.4 179 0.5（ C） 179

検41 過塩素酸 0.025
WHO2010
（H22）

・米国EPAが暫定的なhealth advisory
levelとして、15μg/lを定めている(RfD：0.7
μg/kg/日に基づく)。全国的な規制の是
非については検討中。
・主たる生体影響はヨウ素摂取量の抑制
・JECFA評価（2010.Feb.）
　　BMDL50＝0.11 mg/kg/d （ヒト）
　　UF＝10
　　PMTDI＝0.01 mg/kg/d
　PMTDI：暫定最大一日耐容摂取量

15年答申における見解 評価値に関連したその後の検討
項目
番号

項　目　名
審議の経緯・予定目標値

備考
評価値

（μg/kg/日）
根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※
(mg/L)
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表 21 「要検討項目」の目標値の設定状況等（その 3/3） 

 
※P：健康影響評価の観点からの暫定、T：浄水技術の観点からの暫定値、A：測定技術の観点からの暫定値、D：消毒技術の観点からの暫定値 

( )内の年は追補版としての改定年、健康上の評価値が検出レベルより著しく大きいため設定不要とされた項目については「設定せず」とし、「←」の後ろに健康上の
評価値を記載した。

値(mg/L) 備考 厚科審 食安委 WHO等

検42
ペルフルオロオクタン
スルホン酸(PFOS)

-

・英国COTがTDI：3μg/kg/日を示してい
る。これに基づきCICADが評価を行う方向
で検討中
・発がん性の指摘はあるが、英国COTは閾
値有りの評価が使用できるとの判断

検43
ペルフルオロオクタン
酸(PFOA)

-
・英国COTがTDI：0.3μg/kg/日を示して
いる。これに基づきCICADが評価を行う方
向で検討中

検44
N-ニトロソジメチルアミ
ン(NDMA)

0.0001 追加
0.0001
(2008)

H22.2.2
WHO/GDWQ
第3版第2次
追補版追加

・WHO/GDWQ第2次追補版追加(0.1μ
g/l)

検45 アニリン 0.02 追加 0.02
LOAEL=7 mg/kg/日
UF=1000
TDI=7 μg/kg/日

H24.3.5

検46 キノリン 0.0001 追加 0.0001 IRIS：10-5 H24.3.5

検47
1,2,3-トリクロロベンゼ
ン

0.02 追加

設定せず
（健康に基づく
評価値=0.02
TDI=7.7）

0.02 WHO（参考値） H24.3.5

検48 ニトリロ三酢酸（NTA) 0.2 追加
0.2
（TDI=10）

0.2 WHO（ガイドライン値） H24.3.5

15年答申における見解 評価値に関連したその後の検討
項目
番号

項　目　名
審議の経緯・予定目標値

備考
評価値

（μg/kg/日）
根拠TDI等
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ※
(mg/L)



 

 

4
2

表 22 「対象農薬」の目標値の設定状況等（その 1/6） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

対-001
１，３―ジクロロプロペン（Ｄ―
Ｄ）

殺虫剤 0.05
H27.4.1より
0.002→0.05

20 0.02b H27.2.5
H.25.2.18
答申済み

・食安委答申（H.25.2.18）
　→ ADI=20

対-002 ２，２―ＤＰＡ（ダラポン） 除草剤 0.08 30 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)
対-003 ２，４―Ｄ（２，４―ＰＡ） 除草剤 0.03 10 0.03 審議中 ・評価第四部会審議中（H.25.7.10）

対-004 ＥＰＮ 殺虫剤 0.004
H21.4.1 より
0.006→0.004

1.4
H19.10.26
評価値変更

H.20.11.27
答申済み

・食安委答申 (H.20.11.27)
　→　ADI = 1.4   ( 0.004mg/L )

対-005 ＭＣＰＡ 除草剤 0.005 変更なし 2 0.002 H27.2.5
H.26.7.29
答申済み

・食安委答申（H.26.7.29）
　→ADI＝1.9

対-006 アシュラム 除草剤 0.9
H28.4.1より
0.2→0.9

72 H27.2.5
H.26.10.21
答申済み

・食安委答申(H26.10.21)
→ADI=360

対-007 アセフェート
殺虫剤
殺菌剤

0.006
H25.4.1より
変更なし

2.4 H24.3.5
H.25.9.30
答申済み

・食安委答申（H.25.9.30）
　→ ADI=2.4

対-008 アトラジン 除草剤 0.01 4 0.1
WHO第4版
変更
0.1←0.002

・評価申請（H23.10.11)

対-009 アニロホス 除草剤 0.003 1
H.25.3.18
意見書提出

・食安委答申（H.25.3.18）
食品中の残留基準を削除することに関する
意見書提出

対-010 アミトラズ 殺虫剤 0.006 0.003→0.006 2.5 H20.12.16
H.19.5.17
答申済み

・食安委答申 (H.19.5.17)
　→　ADI = 2.5   ( 0.006mg/L )

対-011 アラクロール 除草剤 0.03
H25.4.1より
変更なし

10 0.02 H24.3.5
H.25.3.18
答申済み

・食安委答申（H.25.3.18）
　→ADI＝10

対-012 イソキサチオン 殺虫剤 0.008 3 ・食安委検討中（H.24.1.18部会）
対-013 イソフェンホス 殺菌剤 0.001 0.5 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)
対-014 イソプロカルブ（ＭＩＰＣ） 殺虫剤 0.01 4 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-015 イソプロチオラン（ＩＰＴ）

殺虫剤
殺菌剤
植物成長調
整剤

0.3
H22.4.1 より
0.04→0.3

100 H24.3.5
H.24.12.10
答申済み

・食安委答申（H.24.12.10）
　→ AD1=100（0.3 mg/L）

対-016 イプロベンホス（ＩＢＰ） 殺菌剤 0.09
H23.4.1より
0.008→0.09

35 H22.12.21
H.21.4.23
答申済み

・食安委答申 （H.21.4.23）
　→　ADI = 35

対-017 イミノクタジン
殺虫剤
殺菌剤

0.006
2.3（イミノク
タジンとし
て）

・食安委検討中（H.22.10.6部会）
・評価要請（H.22.1.25）

対-018 インダノファン 除草剤 0.009
H15年からの
変更なし

3.5 H24.3.5
H.22.9.9
答申済み

・食安委答申（H.22.9.9）
　→ ADI=3.5

対-019 エスプロカルブ 除草剤 0.03
H22.4.1より
0.01→0.03

10 H22.12.21
H.24.2.23
答申済み

・食安委答申 (H.24.2.23)
　→　ADI = 10

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
※

(mg/L)
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表 22 「対象農薬」の目標値の設定状況等（その 2/6） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

対-020
エディフェンホス（エジフェン
ホス、ＥＤＤＰ）

殺菌剤 0.006 2.5
0.05
(2006)

・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-021 エトフェンプロックス
殺虫剤
殺菌剤

0.08
H15年からの
変更なし

30 H26.1.14
H.25.8.5
答申済み

・食安委答申 (H.25.8.5)
　→　ADI = 31

対-022
エトリジアゾール（エクロメゾー
ル）

殺菌剤 0.004 1.6

対-023
エンドスルファン（ベンゾエピ
ン）

殺虫剤 0.01 5.7 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-024 オキサジクロメホン 除草剤 0.02
H26.4.1より新
規設定

9.1 H26.1.14
H.15.9.18
H.20.8.21
答申済み

・食安委答申 (H.15.9.18)
　→　ADI = 9.0
・食安委答申 (H.20.8.21)
　→　ADI = 9.1

対-025 オキシン銅（有機銅）
殺虫剤
殺菌剤

0.03
H27.4.1より
0.04→0.03

17 H27.2.5
H.25.4.22
答申済み

・食安委答申 (H.25.4.22)
　→　ADI = 10

対-026 オリサストロビン
殺虫剤
殺菌剤

0.1
H26.4.1より新
規設定

52 H26.1.14
H.20.3.27
答申済み

・食安委答申 (H.20.3.27)
　→　ADI = 52

対-027 カズサホス 殺虫剤 0.0006
H26.4.1より新
規設定

0.25 H26.1.14
H.20.7.3
答申済み

・食安委答申 (H.20.7.3)
　→　ADI = 0.25

対-028 カフェンストロール
殺虫剤
除草剤

0.008
H15年からの
変更なし

3 H20.12.16
H.20.2.21
答申済み

・食安委答申 (H.20.2.21)
　→　ADI = 3   ( 0.008mg/L )

対-029 カルタップ
殺虫剤
殺菌剤
除草剤

0.3 H15年答申 100

対-030 カルバリル（ＮＡＣ） 殺虫剤 0.05 20 審議中 ・評価第四部会審議中（H.25.8.7）

対-031 カルプロパミド
殺虫剤
殺菌剤

0.04
H15年からの
変更なし

14 H20.12.16
H.19.12.13
答申済み

・食安委答申 (H.19.12.13)
　→　ADI = 14   ( 0.04mg/L )

対-032 カルボフラン 代謝物 0.005 2 0.007
H.23.12.26
審議中

・食安委検討中（H.23.12.26部会）
・評価要請（H.21.2.9）

対-033 キノクラミン（ＡＣＮ） 除草剤 0.005
H15年からの
変更なし

2.1 H26.1.14
H25.10.7
答申済み

対-034 キャプタン 殺菌剤 0.3 125 審議中
・評価要請（H.21.12.14）
・評価第三部会審議中（H.25.12.17）

対-035 クミルロン 除草剤 0.03
H15年からの
変更なし

10 H20.12.16
H.19.8.9
答申済み

・食安委答申 (H.19.8.9)
　→　ADI = 10   ( 0.03mg/L )

対-036 グリホサート 除草剤 2 750
・食安委検討中（H.22.11～12）
・評価要請（H.22.6.22）

対-037 グルホシネート
除草剤
植物成長
調整剤

0.02
H26.4.1より新
規設定

9.1 H26.1.14
H.25.7.29
答申済み

・食安委答申 (H.25.7.29)
　→　ADI = 9.1

対-038 クロメプロップ 除草剤 0.02
H15年からの
変更なし

6.2 H22.12.21
H.21.7.23
答申済み

・食安委答申 (H.21.7.23)
　→　ADI = 6.2

対-039 クロルニトロフェン（ＣＮＰ） 除草剤 0.0001 設定せず

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
※

(mg/L)
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表 22 「対象農薬」の目標値の設定状況等（その 3/6） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

対-040 クロルピリホス 殺虫剤 0.003
H21.4.1 より
0.03→0.003

1
0.03
(2008)

H19.10.26
H24.3.5

H.23.6.2
答申済み

・食安委答申（H.23.6.2）
　→ ADI=1（0.003 mg/L）
・WH.O/GDWQ第2次追補版追加（30μ
g/L）

対-041 クロロタロニル（ＴＰＮ）
殺虫剤
殺菌剤

0.05 18 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-042 シアナジン 除草剤 0.004 H15年答申 1.5 審議中 ・食安委検討中(H.15～)
対-043 シアノホス（ＣＹＡＰ） 殺虫剤 0.003 H15年答申 1
対-044 ジウロン（ＤＣＭＵ） 除草剤 0.02 6.25 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-045 ジクロベニル（ＤＢＮ） 除草剤 0.03
H28.4.1より
0.01→0.03

4 H27.2.5
H.26.7.1
答申済み

・食安委答申（H.26.7.1）
→ADI=10μg/kg/日

対-046 ジクロルボス（ＤＤＶＰ） 殺虫剤 0.008 3.3
0.02
(2007)

・食安委検討中（清涼飲料水、H.15～）
・評価要請（H.21.3.24）

対-047 ジクワット 除草剤 0.005 1.9 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)
対-048 ジスルホトン（エチルチオメトン） 殺虫剤 0.004 1.4

対-049 ジチアノン 殺菌剤 0.03 H15年答申 10
H.22.6.17
答申済み

・食安委答申（H.22.6.17）
　→ ADI=10

対-050 ジチオカルバメート系農薬
殺虫剤
殺菌剤

0.005
H26.4.1より新
規設定

H26.1.14 二硫化炭素として

対-051 ジチオピル 除草剤 0.009
H22.4.1より
0.008→0.009

3.6 H20.12.16
H.20.1.10
答申済み

・食安委答申 (H.20.1.10)
　→　ADI = 3.6   ( 0.009mg/L )

対-052 シハロホップブチル 除草剤 0.006 H15年答申 2.4
対-053 シマジン（ＣＡＴ） 除草剤 0.003 1.3 0.002 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-054 ジメタメトリン 除草剤 0.02
H15年からの
変更なし

9.4 H24.3.5
H.23.12.22
答申済み

・食安委答申（H.23.12.22）
　→ADI＝9.4

対-055 ジメトエート 殺虫剤 0.05 20 0.006 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)
対-056 シメトリン 除草剤 0.03 11 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-057 ジメピペレート 除草剤 0.003 1 H18.8.4

・H18.8.4厚科審で項目削除は見送り（浄
水、原水からの検出が確認されたため）
・食安委(H.24.3.1)
食品中の残留基準における削除に関する意
見書提出

対-058 ダイアジノン
殺虫剤
殺菌剤

0.003
H28.4.1より
0.005→0.003

2 H27.2.5
H.26.8.19
答申済み

・食安委答申（H.26.8.19）
→ADI=1μg/kg/日

対-059 ダイムロン
殺虫剤
殺菌剤

0.8
H15年からの
変更なし

300 H20.12.16
H.19.11.8
答申済み

・食安委答申 (H.19.11.8)
　→　ADI = 300   ( 0.8mg/L )

対-060 ダゾメット 殺菌剤 0.006 H15年答申 2.5

対-061 チアジニル
殺虫剤
殺菌剤

0.1
H26.4.1より新
規設定

40 H26.1.14
H.19.10.25
答申済み

・食安委答申 (H.19.10.25)
　→　ADI = 40

対-062 チウラム
殺虫剤
殺菌剤

0.02 8.4 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-063 チオジカルブ 殺虫剤 0.08 30 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
※

(mg/L)
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表 22 「対象農薬」の目標値の設定状況等（その 4/6） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

対-064 チオファネートメチル
殺虫剤
殺菌剤

0.3 120 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-065 チオベンカルブ 除草剤 0.02
H15年からの
変更なし

9 H24.3.5
H.22.8.5
答申済み

・食安委答申（H.22.8.5）
　→ ADI=9（0.02 mg/L）

対-066 テルブカルブ（ＭＢＰＭＣ） 除草剤 0.02 6.4 H18.8.4
・H18.8.4の厚科審で項目削除は見送り（浄
水、原水からの検出が確認されたため）

対-067 トリクロピル 除草剤 0.006 2.5 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-068 トリクロルホン（ＤＥＰ） 殺虫剤 0.005
H26.4.1より
0.03→0.005

10 不要 H26.1.14 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-069 トリシクラゾール

殺虫剤
殺菌剤
植物成長
調整剤

0.1
H28.4.1より
0.08→0.1

30 H27.2.5
H.26.1.20
答申済み

・食安委答申（H.26.1.20）
　→ADI＝50

対-070 トリフルラリン 除草剤 0.06 24 0.02
H.24.1.26
答申済み

・食安委答申（H.24.1.26）
→ADI＝24

対-071 ナプロパミド 除草剤 0.03 12.5
対-072 パラコート 除草剤 0.005 H15年答申 2

対-073 ピペロホス 除草剤 0.0009 0.36
・食安委(H.24.3.1)
食品中の残留基準を削除することに関する
意見書提出

対-074 ピラクロニル 除草剤 0.01
H26.4.1より新
規設定

4.4 H26.1.14
H.23.6.2
答申済み

・食安委答申 (H.23.6.2)
　→　ADI = 4.4

対-075 ピラゾキシフェン 除草剤 0.004 H15年答申 1.5
H.20.4.24
答申済み

・食安委答申 (H.20.4.24)
　→　ADI = 26   ( 0.07mg/L )

対-076 ピラゾリネート（ピラゾレート） 除草剤 0.02 H15年答申 6

対-077 ピリダフェンチオン 殺虫剤 0.002 0.85
H.25.3.18
意見書提出

・食安委答申（H.25.3.18）
食品中の残留基準を削除することに関する
意見書提出

対-078 ピリブチカルブ 除草剤 0.02
H15年からの
変更なし

7.5 H22.2.2
H.20.9.11
答申済み

・食安委答申(H.20.9.11)
　→　ADI = 8.8   ( 0.02mg/L )

対-079 ピロキロン
殺虫剤
殺菌剤

0.04 15
・食安委検討中（H.21.3.11部会）
・評価要請（H.19.11.27）

対-080 フィプロニル
殺虫剤
殺菌剤

0.0005 変更なし 0.2 H27.2.5
H.26.1.20
答申済み

・食安委答申（H.26.1.20）
　→ADI＝0.19

対-081 フェニトロチオン（ＭＥＰ）

殺虫剤
殺菌剤
植物成長調
整剤

0.01
H28.4.1より
0.003→0.01

5 H27.2.5
H.26.6.3
答申済み

・食安委答申（H.26.6.3）
→ADI=4.9μg/kg/日

対-082 フェノブカルブ（ＢＰＭＣ）
殺虫剤
殺菌剤

0.03
H15年からの
変更なし

13 H26.1.14
H.25.9.9
答申済み

・食安委答申 （H.25.9.9）
　→　ADI = 13

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
※

(mg/L)
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表 22 「対象農薬」の目標値の設定状況等（その 5/6） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

対-083 フェリムゾン
殺虫剤
殺菌剤

0.05 0.02→0.06 19 H22.2.2
H.24.2.23
答申済み

・食安委答申 (H.24.2.23)
　→　ADI = 19

対-084 フェンチオン（ＭＰＰ） 殺虫剤 0.006
H25.4.1 より
0.001→0.006

2.3 H24.3.5
H.25.9.30
答申済み

・食安委答申（H.25.9.30）
　→ ADI=2.3

対-085 フェントエート（ＰＡＰ）
殺虫剤
殺菌剤

0.007
H25.4.1より
0.004→0.007

2.9 H24.3.5
H.25.1.21
答申済み

・食安委答申（H.25.1.21）
　→ADI＝2.9

対-086 フェントラザミド 除草剤 0.01
H26.4.1より新
規設定

5.2 H26.1.14
H.20.12.4
答申済み

・食安委答申 (H.20.12.4)
→　ADI = 5.2

対-087 フサライド
殺虫剤
殺菌剤

0.1 40

対-088 ブタクロール 除草剤 0.03
H15年からの
変更なし

10 H24.3.5
H.23.8.25
答申済み

・食安委答申（H.23.8.25）
　→ADI＝10

対-089 ブタミホス 除草剤 0.02
H23.4.1 より
0.01→0.02

8 H22.2.2
H.21.2.12
答申済み

・食安委答申(H.21.2.12)
→　ADI = 8   ( 0.02mg/L )

対-090 ブプロフェジン
殺虫剤
殺菌剤

0.02
H15年からの
変更なし

9 H20.12.16
H.24.12.10
答申済み

・食安委答申（H.24.12.10）
　→　ADI = 9   ( 0.02mg/L )

対-091 フルアジナム 殺菌剤 0.03 0.01→0.03 10 H26.1.14
H.25.11.11
答申済み

・食安委答申（H.25.11.11)
　→ADI = 10

対-092 プレチラクロール 除草剤 0.05
H23.4.1 より
0.04→0.05

18 H22.2.2
H.20.10.9
答申済み

・食安委答申(H.20.10.9)
　→ ADI=18（0.05 mg/L）

対-093 プロシミドン 殺菌剤 0.09 変更なし 35 H27.2.5
H.26.1.20
答申済み

・食安委答申 (H.26.1.20)
　→　ADI = 35

対-094 プロチオホス 殺虫剤 0.004 H15年答申 1.5

対-095 プロピコナゾール 殺菌剤 0.05 変更なし 18 H27.2.5
H.26.4.8
答申済み

・食安委答申（H.26.4.8）
→ADI=19μg/kg/日

対-096 プロピザミド 除草剤 0.05 変更なし 19 H27.2.5
H.26.1.20
答申済み

・食安委答申 （H.26.1.20）
　→　ADI = 19

対-097 プロベナゾール
殺虫剤
殺菌剤

0.05 20
H.25.9.17
幹事会に報
告

評価書案を一部修正の上、農薬専門調査会
幹事会に報告(評価第四部会H.25.9.17)

対-098 ブロモブチド
殺虫剤
除草剤

0.1
H22.4.1 より
0.04→0.1

40 H20.12.16
H.20.1.10
答申済み

・食安委答申 (H.20.1.10)
　→　ADI = 40   ( 0.1mg/L )

対-099 ベノミル 殺菌剤 0.02 9 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-100 ペンシクロン
殺虫剤
殺菌剤

0.1
H23.4.1 より
0.04→0.1

53 H22.2.2
H.20.10.16
答申済み

・食安委答申(H.20.10.16)
→ ADI=53（0.1 mg/L）

対-101 ベンゾビシクロン 除草剤 0.09
H26.4.1より新
規設定

34 H26.1.14
H.20.3.13
答申済み

・食安委答申 (H.20.3.13)
　→　ADI =34

対-102 ベンゾフェナップ 除草剤 0.004 H15年答申 1.5
対-103 ベンタゾン 除草剤 0.2 90 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-104 ペンディメタリン
除草剤
植物成長調
整剤

0.3
H25.4.1 より
0.1→0.3

120 0.02 H24.3.5
H.24.8.6
答申済み

・食安委答申（H.24.8.6）
　→ ADI=120

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
※

(mg/L)



 

 

4
7

表 22 「対象農薬」の目標値の設定状況等（その 6/6） 

 
注：網掛けは H25 年度業務からの変更箇所を示す（以降の表で同様）。 

※P：健康影響評価の観点からの暫定、T：浄水技術の観点からの暫定値、A：測定技術の観点からの暫定値、D：消毒技術の観点からの暫定値 

( )内の年は追補版としての改定年、健康上の評価値が検出レベルより著しく大きいため設定不要とされた項目については「設定せず」とし、「←」の後ろに健康上の評価値を記載した。 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

対-105 ベンフラカルブ
殺虫剤
殺菌剤

0.04 15

対-106 ベンフルラリン（ベスロジン） 除草剤 0.01
H25.4.1より
0.08→0.01

5 H24.3.5
H.22.10.14
答申済み

・食安委答申（H.22.10.14）
　→ ADI=5

対-107 ベンフレセート 除草剤 0.07
H15から変更
なし

26 H20.12.16
H.21.10.22
答申済み

・食安委答申 (H.21.10.22)
　→　ADI = 23

対-108 ホスチアゼート 殺虫剤 0.003 H15年答申 1 審議中
評価書案を一部修正の上、農薬専門調査会
幹事会に報告(評価第三部会H.24.9.12)

対-109 マラチオン（マラソン） 殺虫剤 0.7
H28.4.1より
0.05→0.7

20 H27.2.5
H.26.5.13
答申済み

・食安委答申（H.26.5.13）
→ADI=290μg/kg/日

対-110 メコプロップ（ＭＣＰＰ） 除草剤 0.05
H26.4.1より
0.005→0.05

2 0.01 H26.1.14 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-111 メソミル 殺虫剤 0.03 12.5 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-112 メタム（カーバム） 殺虫剤 0.01
H26.4.1より新
規設定

7.5 H26.1.14

対-113 メタラキシル
殺虫剤
殺菌剤

0.06
H23.4.1より
0.05→0.06

22 H22.2.2
H23.7.7
答申済み

・食安委答申（H.23.7.7）
　→ADI＝22（0.06 mg/L）
（メタラキシル及びメフェノキサムとして）

対-114 メチダチオン（ＤＭＴＰ） 殺虫剤 0.004 1.5 ・食安委検討中(清涼飲料水､H.15～)

対-115 メチルダイムロン 除草剤 0.03 12 H18.8.4
・食安委検討中（清涼飲料水、H.15～）
・評価要請（H.21.12.14）
・H18.8.4厚科審で取扱について検討

対-116 メトミノストロビン
殺虫剤
殺菌剤

0.04 H15年答申 16
H.22.3.4
答申済み

・食安委答申（H.22.3.4 ）
　→ ADI=16

対-117 メトリブジン 除草剤 0.03 H15年答申 12.5

対-118 メフェナセット 除草剤 0.02
H22.4.1 より
0.009→0.02

7 H20.12.16
H.20.3.13
答申済み

・食安委答申 (H.20.3.13)
　→　ADI = 7   ( 0.02mg/L )

対-119 メプロニル
殺虫剤
殺菌剤

0.1
H15から変更
なし

50 H22.12.21
H.21.12.17
答申済み

・食安委答申 (H.21.12.17)
　→　ADI = 0.05

対-120 モリネート 除草剤 0.005 2.1 0.006 H26.1.14
H.25.3.4
答申済み

・食安委答申 (H.25.3.4)
　→　ADI = 2.1

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
※

(mg/L)



 

 

4
8

表 23 「要検討農薬」の目標値の設定状況等 

 

  

厚科審 食安委 WHO等

要-001 アセタミプリド
殺虫剤
殺菌剤

0.2 71
H.26.12.16
答申済み

・食安委答申 (H.26.12.16)
　→　ADI = 71

要-002 イミダクロプリド
殺虫剤
殺菌剤

0.1 0.2→0.1 57
H20.12.16
H24.3.5

・食安委答申（H.22.9.9)
　→ ADI=57 （0.1 mg/L)

要-003 エチプロール
殺虫剤
殺菌剤

0.01 変更なし 5 H27.2.5
H.26.3.24
答申済み

・食安委答申（H.26.3.24）
→ADI=5μg/kg/日

要-004 クロロピクリン 殺虫剤 -

要-005 テブコナゾール 殺菌剤 0.07 29 H25.3.19
H.24.5.21
答申済み

・食安委答申 (H.24.10.29)
　→　ADI = 29

要-006 テフリルトリオン 除草剤 0.002 0.8 H25.3.19
H.21.2.19
答申済み

・食安委答申 (H.21.2.19)
→　ADI =0.8

要-007 パラチオンメチル 殺虫剤 0.04 H15年答申 15 ・評価要請（H.21.3.24）

要-008
ヒメキサゾール（ヒドロキシイ
ソキサゾール）

殺菌剤 0.1 H15年答申 50 ・評価要請（H25.8.20）

要-009 ピラクロホス 殺虫剤 - - -
要-010 フルスルファミド 殺菌剤 - - - ・評価要請（H24.8.21）
要-011 ブロマシル 除草剤 - - -
要-012 ペントキサゾン 除草剤 0.6 0.2→0.6 230 H22.12.21

要-013 ホサロン 殺虫剤 0.005
H27.4.1より
新規

2 H27.2.5
H.26.3.10
答申済み

・食安委答申（H.26.3.10）
→ADI=2μg/kg/日

要-014 メタアルデヒド 殺虫剤 0.06 変更なし 22 H27.2.5
H.23.6.23
答申済み

・食安委答申 (H.23.6.23)
→　ADI = 22

要-015 メチルイソチオシアネート 殺虫剤 - - - 審議中 ・評価第一部会審議中（H.26.11.28）

要-016 メトラクロール 除草剤 0.2
H15から変
更なし

97 0.01 H22.12.21
H.21.7.30
答申済み

・食安委答申 (H.21.7.30)
　→　ADI = 97

審議の経緯・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
目標値
（mg/L）

目標値に係る
備考

根拠ADI
(μg/kg/日)

WHO/GDWQ
(mg/L)
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表 24 「その他農薬類」の目標値の設定状況等（その 1/4） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

他-001
２―クロロプロピオン酸メチ
ル（ＭＣＰＭ）

農薬等原料 - -
H.24.10.29
答申済み

・食安委答申 (H.24.10.29)
　→ADI = 9.8

他-002 ２，４―ＤＢ 除草剤 - - 0.09 審議中 ・食安委検討中

他-003 ＤＢＥＤＣ
殺虫剤
殺菌剤

- -

他-004 ＭＣＰＢ
除草剤
植物成長調整剤

0.08 H15年答申 33

他-005 アシベンゾラルＳメチル 殺菌剤 0.1 H15年答申 50

他-006 アジムスルフロン 除草剤 0.2
H15から変
更なし

95 H22.12.21
H.21.4.9
答申済み

・食安委答申 (H.21.4.9)
→　ADI = 95

他-007 アミトロール 除草剤 0.003
0.06→
0.003

1.2 H24.3.5
H.22.10.7
答申済み

・食安委答申(H.22.10.7）
　→ ADI=1.2

他-008 アメトリン 除草剤 0.2 0.003→0.2 72 H20.12.16
H.19.9.13
答申済み

・食安委答申 (H.19.9.13)
→　ADI = 72   ( 0.2mg/L )

他-009 イナベンフィド 植物成長調整剤 0.3 H15年答申 130

他-010 イマゾスルフロン
殺虫剤
除草剤

0.2 H15年答申 89

他-011 ウニコナゾールＰ 植物成長調整剤 0.04
H15から変
更なし

16 H20.12.16
H.19.5.31
答申済み

・食安委答申 (H.19.5.31)
→　ADI = 16   ( 0.04mg/L )

他-012 エトキシスルフロン 除草剤 0.1
H15年から
変更なし

56
H.25.10.21
答申済み

・食安委答申 (H.25.10.21)
→　ADI = 56

他-013 エトベンザニド 除草剤 0.1 変更なし 44 H27.2.5
H.26.1.20
答申済み

・食安委答申（H.26.1.20）
　→ADI＝44

他-014 エンドタール 除草剤 -

他-015 オキサジアルギル 除草剤 0.02 8
H.19.10.11
答申済み

・食安委答申 (H.19.10.11)
　→　ADI = 8

他-016 オキサミル 殺虫剤 0.05 H15年答申 20 評価要請　H25.3.12

他-017 オキソリニック酸 殺菌剤 0.05
H15年から
変更なし

21
H.25.11.11
答申済み

・食安委答申 (H.25.11.11)
→ADI = 21

他-018 キザロホップエチル 除草剤 0.02 変更なし 9 H27.2.5
H.26.4.8
答申済み

・食安委答申（H.26.4.4）
→ADI=9μg/kg/日

他-019 クロチアニジン
殺虫剤
殺菌剤

0.2 変更なし 97 H27.2.5
H.26.10.7
答申済み

・食安委答申（H.26.10.7）
→ADI=97μg/kg/日

他-020 クロマフェノジド 殺虫剤 0.7
H15から変
更なし

270 H20.12.16
H.24.5.24
答申済み

・食安委答申 (H.24.5.24)
　→　ADI = 270

他-021
クロルタールジメチル（ＴＣＴ
Ｐ）

除草剤 - -

他-022 クロルピリホスメチル 殺虫剤 0.03 H15年答申 10
他-023 シクロスルファムロン 除草剤 0.08 H15年答申 30

最終審議・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
根拠ADI

(μg/kg/日)
WHO/GDWQ

(mg/L)

目標値
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表 24 「その他農薬類」の目標値の設定状況等（その 2/4） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

他-024 ジクロフェンチオン（ＥＣＰ） 殺虫剤 0.006 H15年答申 2.5
H.25.3.18
意見書提出

H.25.3.18
食品中の残留基準を削除することに関する
意見書提出

他-025 シクロプロトリン 殺虫剤 0.008 H15年答申 3.3
H.27.2.3
答申済み

・食安委答申（H27.2.3)
→ADI=85

他-026 ジクロメジン 殺菌剤 0.05 H15年答申 20
他-027 ジクロルプロップ 植物成長調整剤 0.06 H15年答申 22 0.1

他-028 ジコホル（ケルセン） 殺虫剤 0.06 H15年答申 25
0.006

(2007)

他-029 シノスルフロン 除草剤 0.2 H15年答申 77
H.24.3.1
意見書提出

・食安委(H.24.3.1)
食品中の残留基準を削除することに関する
意見書提出

他-030 ジノテフラン
殺虫剤
殺菌剤

0.6 変更なし 220 H27.2.5
H.24.5.21
答申済み

・食安委答申 (H.24.10.29)
　→　ADI = 220

他-031 ジフェノコナゾール
殺虫剤
殺菌剤

0.02
H.273.3
答申済み

・食安委答申 (H.27.3.2)
　→　ADI = 9.6

他-032 シフルトリン
殺虫剤
殺菌剤

0.05 H15年答申 20

他-033 ジフルベンズロン 殺虫剤 0.03 H15年答申 12
0.12

(2006)
H.25.11.15
幹事会報告

評価書案を一部修正、引き続き動物用医薬
品専門委員会で審議(評価第二部会
H.26.1.14)

他-034 シプロコナゾール 殺菌剤 0.02 H15年答申 9.9

他-035 シプロジニル 殺菌剤 0.07
H.24.9.24
答申済み

・食安委答申 (H.24.9.24)
　→　ADI = 27

他-036 シペルメトリン 殺虫剤 0.1 H15年答申 50

他-037 シメコナゾール 殺菌剤 0.02 8.5 H25.3.19
H.24.7.18
答申済み

・食安委答申 (H.24.11.12)
　→　ADI = 8.5

他-038 ジメチルビンホス 殺虫剤 0.01 H15年答申 4

他-039 シラフルオフェン
殺虫剤
殺菌剤

0.3
H15から変
更なし

110 H24.3.5
H.24.2.9
答申済み

・食安委答申（H24.2.9）
　→ADI＝110（0.3mg/L）

他-040 シンメチリン 除草剤 0.1 H15年答申 42

他-041 スピノサド
殺虫剤
殺菌剤

0.06 H15年答申 24
H.27.2.17
答申済み

・食安委答申（H.27.2.17）
　→ ADI=24

他-042 セトキシジム 除草剤 0.4 H15年答申 140 ・評価要請（H23.10.11）

他-043 チアクロプリド
殺虫剤
殺菌剤

-

他-044 チアメトキサム
殺虫剤
殺菌剤

0.05 18
H.24.3.1
答申済み

・食安委答申 (H.24.3.1)
→　ADI = 18

他-045 チオシクラム 殺虫剤 0.03 H15年答申 12

他-046 チフルザミド
殺虫剤
殺菌剤

0.04 H15年答申 20
H.22.8.12
答申済み

・食安委答申 H.24.10.1)
　→　ADI = 14

他-047 テクロフタラム 殺菌剤 0.1 H15年答申 58

最終審議・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
根拠ADI

(μg/kg/日)
WHO/GDWQ

(mg/L)

目標値
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表 24 「その他農薬類」の目標値の設定状況等（その 3/4） 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

他-048
テトラクロルビンホス（ＣＶＭ
Ｐ）

殺虫剤 0.01 H15年答申 4

他-049 テトラコナゾール
殺虫剤
殺菌剤

-
H.25.2.26
幹事会に報
告

評価書案を一部修正の上、農薬専門調査会
幹事会に報告、ただし、確認事項に対する回
答について評価部会で確認(評価第三部会
H.25.2.26)

他-050 テブフェノジド
殺虫剤
殺菌剤

0.04
0.02→
0.004

16 H20.12.16
H.19.11.8
答申済み

・食安委答申 (H.19.11.8)
→　ADI = 16   ( 0.04mg/L )

他-051 トリネキサパックエチル
植物成長調整
剤

0.01
H15から変
更なし

5.9 H22.12.21
H.21.10.22
答申済み

・食安委答申 (H.21.10.22)
→　ADI = 5.9   ( 0.01mg/L )

他-052 トリフルミゾール 殺菌剤 0.04
H26.4.1より
新規設定

15 H26.1.14
H.25.11.11
答申済み

・食安委答申 (H.25.11.11)
→　ADI = 15

他-053 トルフェンピラド 殺虫剤 0.01 5.6 H25.3.19
H.23.2.10
答申済み

・食安委答申 (H.23.2.10)
　→　ADI = 5.6

他-054 ナプロアニリド 除草剤 0.02 H15年答申 7

他-055 ニテンピラム
殺虫剤
殺菌剤

1.3 H15年答申 530

他-056 パクロブトラゾール
殺菌剤
植物成長調整
剤

0.05 20 H22.12.21
H.21.4.2
答申済み

・食安委答申 (H.21.4.2)
　→　ADI = 20

他-057 バリダマイシン
殺虫剤
殺菌剤

-

他-058 ビスピリバック 除草剤 0.03 H15年答申 11

他-059 ピメトロジン
殺虫剤
殺菌剤

0.03
H15から変
更なし

13 H24.3.5
H.22.9.9
答申済み

・食安委答申（H.22.9.9）
→ ADI=13

他-060 ピラゾスルフロンエチル 除草剤 0.003
H27.4.1より
0.1→0.003

42 H27.2.5
H.26.5.20
答申済み

・食安委答申（H.26.5.20）
→ADI=10μg/kg/日

他-061 ピリミノバックメチル 除草剤 0.05 20
H.22.4.1
答申済み

・食安委答申（H.22.4.1）
→ ADI=20

他-062 ピリミホスメチル 殺虫剤 0.06 H15年答申 25
設定不適当

ADI0.03mg/k
g/日

WHO/GDW
Q
第3版第2次
追補版追加

他-063 ピレトリン 殺虫剤 0.1 H15年答申 40

他-064 フェノキサニル
殺虫剤
殺菌剤

0.02 7
H.15.9.18
H.20.11.27
答申済み

・食安委答申 (H.15.9.18)
　→　ADI =6.9
・食安委答申 (H.20.1127)
　→　ADI =7

他-065 フェンバレレート 殺虫剤 0.04
H26.4.1より
0.05→0.04

17 H26.1.14
H.25.7.29
答申済み

・食安委答申（H.25.7.29）
　→ ADI=17

他-066 フラチオカルブ 殺虫剤 0.008 H15年答申 3

最終審議・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
根拠ADI

(μg/kg/日)
WHO/GDWQ

(mg/L)

目標値
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表 24 「その他農薬類」の目標値の設定状況等（その 4/4） 

 

 

値
（mg/L）

備考 厚科審 食安委 WHO等

他-067 フラメトピル
殺虫剤
殺菌剤

0.02
H15から変
更なし

7 H24.3.5
H.23.11.17
答申済み

・食安委答申（H.23.11.17）
　→ADI＝7

他-068 フルアジホップ 除草剤 0.03 H15年答申 10 ・評価第四部会審議中（H.26.2.21）
他-069 プロパニル（ＤＣＰＡ） 除草剤 0.04 H15年答申 17

他-070 プロパホス 殺虫剤 0.001 H15年答申 0.4
H.24.3.1
意見書提出

・食安委(H.24.3.1)
食品中の残留基準を削除することに関する
意見書提出

他-071 プロパルギット（ＢＰＰＳ） 殺虫剤 0.02 H15年答申 8.3
H.25.11.11
答申済み

・食安委答申 (H.25.11.11)
　→ADI = 21

他-072 プロヘキサジオン
殺菌剤
植物成長調整
剤

0.5 H15年答申 180

他-073 プロポキスル（ＰＨＣ） 殺虫剤 0.2 H15年答申 63

他-074 プロメトリン 除草剤 0.06 H15年答申 22
H.25.8.9
幹事会に報
告

評価書案を一部修正の上、農薬専門調査会
幹事会に報告(評価第一部会H.25.6.7)

他-075 ペルメトリン
殺虫剤
殺菌剤

0.1 H15年答申 48
0.3

(2008)

WHO/GDW
Q
第3版第2次
追補版追加

他-076 ベンスルタップ
殺虫剤
殺菌剤
除草剤

0.09 H15年答申 34

他-077 ベンダイオカルブ 殺虫剤 0.009
H15から変
更なし

4 H22.12.21
H.21.8.27
答申済み

・食安委答申 (H.21.8.27)
　→　ADI = 3.5

他-078 ホキシム 殺虫剤 0.003 H15年答申 1.2
H.21.2.3
審議中

・食安委検討中
・評価要請（H.21.2.3）

他-079 ボスカリド 殺菌剤 0.1 44
H.24.8.6
答申済み

・食安委答申 (H.24.8.6)
　→　ADI =44

他-080 ミルネブ（チアジアジン） 殺菌剤 -

他-081 メタミドホス 殺虫剤 0.002
0.01→
0.002

0.6 H20.12.16
H.20.5.1
答申済み

・食安委答申 (H.20.5.1)
　→　ADI = 0.6   ( 0.002mg/L )

他-082 メチルイソシアネート
殺虫剤等中間
体

0.006 H15年答申 2.5

他-083 モノクロトホス 殺虫剤 0.002 H15年答申 0.6
他-084 リニュロン 除草剤 0.02 H15年答申 7.7

最終審議・予定

評価値に関連したその後の検討分類 項目 用途
根拠ADI

(μg/kg/日)
WHO/GDWQ

(mg/L)

目標値
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3-2 データベースの整理・情報更新 

水道水質基準等に係る最新の科学的知見に基づく基準値等又は分類の設定又は見直しの検討に資

するよう、平成 25 年度業務までに水道水に関する有害物質の健康影響等のデータベース（以下、「デー

タベース」という。）が構築されている。平成 26 年度業務においては、データベースの使用目的を踏まえ

て、主に以下の作業を行った。 

① 情報収集の対象とする物質の整理 

② 収集するデータ項目の整理・拡充 

③ 情報の更新 

 

その他、各シートに物質名や ID が複数掲載されておりデータベースの構成が複雑になっていたことか

ら、今後の作業の効率化のために重複する情報の削除等を行いデータベースの構成を簡素化した。 

 

3-2-1 情報収集の対象とする物質の整理 

データベースには、平成 25 年度までに 4,000 を超える項目が収載されたが、多くの項目については例

えば一部の法規制に該当するという理由から含められているものの、「毒劇法の政令番号以外の情報が

未収集」といった状態であった。また、農薬については原体 500 項目程度について出荷量が収集されて

いるのに対しその他物質の製造・輸入数量は部分的にしか得られていないといったように「データ収集の

程度にムラがある」状況であり、まずは優先的に情報を収集する物質を明確にしデータの充実を図ること

が望ましいと考えられた。 

データベース作成の目的が水道水質基準等に係る基準値や分類の見直しに資することであることを

踏まえて、当面の情報収集の対象とする物質を表 25 のものとし、データベースの構成を再整理した。 

 

表 25 当面の情報収集の対象とする物質 

物質グループ 物質数（H26）注 

1 水道水質基準項目 51 

2 水質管理目標設定項目 26 

3 要検討項目 47 

4 対象農薬 120 

5 要検討農薬 16 

6 その他農薬 84 

7 除外農薬 14 

8 基礎情報収集対象物質 170 

9 浄水処理対応困難物質 14 

10 過去に水質事故の原因となった物質等 21 

11 PRTR 対象物質（化管法第一種指定化学物質） 462 

注：各物質グループに該当する物質数を示すが、他の物質グループと物質が重複する場合がある。 

 

まずは、上記の物質に関する情報を充実させることを優先し、その後、順次対象とする物質を拡張して

いくことが望ましいと考えられる。 
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3-2-2 収集するデータ項目の整理・拡充 

平成 25 年度までに作成されたデータベースには、物性情報として例えば「発火点」や「爆発限界」とい

った水質基準等に係る検討に関して優先的に収集すべき情報とは考えられないデータ項目も含められ

ており、これらのデータ項目については多くの物質においてデータが未収集の状態であった。平成 26 年

度業務においては、収集する物性等の基礎的なデータ項目を、基礎情報収集対象物質に関して収集し

ているデータ項目（表 28 参照）に対応させて再整理した。また、データの出典が十分に明記されていな

かったことから、データベースのデータを使用する際に情報源を再確認しなければならなくなることが懸

念されたため、出典を明記する形に改めた。 

上記の整理に関連して、曝露性に係るデータとして製造・輸入数量及び環境中への排出量のデータ

を整備することは水質基準等に係る検討に有用であると考えられたため、前記の情報収集の対象物質

について、化審法の官報公示整理番号を整備するとともに製造・輸入数量を収集し、また、PRTR 届出の

公共用水域への排出量を収集・整理した。 

 

3-2-3 情報の更新 

平成 26 年度業務において収集した以下の情報をデータベースに反映させるとともに、その他データ

項目についても適宜更新を行った。なお、情報源については本報告書の該当箇所や、過年度の業務報

告書を参照のこと。 

 国内外の水質基準等 

 水質基準等に関する検討状況 

 基礎情報収集対象物質等の基礎情報 

 

3-2-4 課題 

データベースに関する主な課題として、以下の事項が挙げられる。 

 物性情報について、「基礎情報収集対象物質」として収集された情報は出典が明確にされ同程度

の水準で情報収集が行われているが、その他の物質については出典が明記されておらず、未収集

の項目も多いため、データを充実させる必要がある。 

 物質群（「～及びその化合物」など）について、関連付けが十分にできておらず、データを検索して

表示する際には関連する情報が十分に得られない場合がある。 

 使用目的を踏まえて、データ項目ごとに収集・整理する情報の再整理を進める。（例 1：環境中のモ

ニタリングデータについては、測定の有無だけではなく測定値のデータを含める。例 2：安全性評価

については、結果だけではなく評価の概要も含める。例 3：農薬の失効情報を削る）。 
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4 基礎情報収集対象物質に係る情報収集 

4-1 浄水処理対応困難物質等の基礎情報の収集・整理 

「基礎情報収集対象物質」の物性や有害性等に係る情報の整理が過年度より継続的に実施されて

いる。平成 26 年度は、第 16 回厚生科学審議会生活環境水道部会（平成 27 年 2 月）において「浄水

処理対応困難物質」等が設定されたことから、これらの物質を中心とした情報整理を行った（予め指定

されていた基礎情報収集対象物質も含む）。なお、情報収集の項目については、平成 25 年度業務と

の整合を踏まえて原則として同じとしたが、物質名と製造・輸入量のデータとの対応関係を明確にす

るために化審法の官報公示整理番号を追加した。 

 

(1) 情報収集の対象とした物質 

情報収集の対象とした物質を、表 26 及び表 27 に示す。「臭化物」や「香料」のように複数の物質が

該当する項目については、主な個別物質について情報収集を行った。ただし、「油類」については特

定の物質に限定することが困難であることから、今回の調査対象からは除外した。 

 

表 26 情報収集の対象物質（浄水処理対応困難物質） 

物質

番号 
CAS 番号 物質名 

119 100-97-0 ヘキサメチレンテトラミン（HMT） 

125 57-14-7 1,1-ジメチルヒドラジン（DMH） 

120 121-69-7 N,N-ジメチルアニリン（DMAN） 

127 75-50-3 トリメチルアミン（TMA） 

128 110-18-9 テトラメチルエチレンジアミン（TMED） 

134 598-56-1 ジメチルエチルアミン（DMEA） 

135 108-01-0 ジメチルアミノエタノール（DMAE） 

152 542-05-2 アセトンジカルボン酸 

153 108-46-3 1,3-ジヒドロキシルベンゼン 

154 108-73-6 1,3,5-トリヒドロキシベンゼン 

155 123-54-6 アセチルアセトン 

156 551-93-9 2'-アミノアセトフェノン 

157 99-03-6 3'-アミノアセトフェノン 

158 7758-02-3 臭化カリウム 

 7726-95-6 臭素 

 7789-41-5 臭化カルシウム 

 10035-10-6 臭化水素酸 

 7647-15-6 臭化ソーダ 

 12124-97-9 臭化アンモニウム 
注 1：本表の物質番号は、基礎情報収集対象物質のリストに付されている番号に対応している。 

注 2：臭化カリウム、臭素等は「臭化物」として指定されたものに対応した個別物質である。 
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表 27 情報収集の対象物質（水質事故の原因となった物質等） 

物質

番号 
CAS 番号 物質名 備考 

 100-42-5 スチレン   

 56-35-9 酸化トリブチルスズ 有機スズ化合物 

 7601-90-3 過塩素酸   

 1763-23-1 パーフルオロオクタンスルホン酸(PFOS)   

170 25322-69-4 ポリプロピレングリコール   

 335-67-1 パーフルオロオクタン酸(PFOA)   

 7803-49-8 ヒドロキシルアミン   

131 108-91-8 シクロヘキシルアミン   

130 67-51-6 3,5-ジメチルピラゾール   

159 91-20-3 ナフタレン   

160 100-66-3 フェニルメチルエーテル 香料 

161 556-24-1 イソ吉草酸メチル 香料 

162 64-17-5 エチルアルコール 香料 

163 103-11-7 アクリル酸 2-エチルヘキシル   

 7664-93-9 硫酸 
硫酸ピッチ（硫酸、タ

ール、油分） 

   油類  

164 9003-49-0 ポリアクリル酸ブチル   

167  5329-14-6 スルファミン酸   

166 7772-98-7 チオ硫酸ナトリウム   

165 1066-33-7 重炭酸アンモニウム アンモニア類 

169 1310-73-2 水酸化ナトリウム   

 1305-62-0 水酸化カルシウム セメント灰汁 

 147-14-8 ピグメントブルー 蛍光塗料、染料 

168 10043-01-3 硫酸アルミニウム   
注 1：本表における物質番号は、基礎情報収集対象物質に該当する物質について、そのリストの番号を付している。 

注 2：備考欄は、物質群として指定された「水質事故の原因となった物質等」の名称である。本業務では対応する主な個

別物質について調査した。 

注 3：「油類」については範囲の特定が困難であったことから、調査対象外とした。 

 

(2) 情報収集の方法 

国内外の主な情報源について効率的に情報の有無をスクリーニングする目的で以下のサイトを活

用した。NITE の CHRIP は、国内外の主要な情報源の情報の有無が集約されており、過年度の業務で

も活用されている。また、OECD の e-Chem Portal は、29 の各国の化学物質データベースとリンクして

おり、CHRIP と重複する情報源もあるものの、米国の HSDB や ECHA の登録情報等の CHRIP とは異

なる情報源がカバーされている。 

＜情報源のスクリーニングに活用したサイト＞ 

・化学物質総合情報提供システム（CHRIP）（独）製品評価技術基盤機構（NITE） 

・The Global Portal to Information on Chemical Substances（OECD e-Chem Portal） 
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これらのサイトで情報の有無を確認し、以下のような項目について情報を収集した。複数の情報が

存在する場合には、国内のリスク評価書（環境省化学物質の環境リスク初期評価、NITE 化学物質の

初期リスク評価書）、OECD SIDS、厚生労働省モデル SDS 等の、専門家により情報の信頼性が評価

済みと考えられるデータを優先して収集した。 

 

表 28 主な情報収集項目と主な情報源 

主な情報収集項目 主な情報源 

物性情報 
 

物理的性状、融点 
比重、ヘンリー定数 
環境中での挙動、 
オクタノール/水分配
係数 等 

化学物質の初期リスク評価書（NITE） 

環境省化学物質の環境リスク初期評価 

国際化学物質安全性カード 

Hazardous Substances Data Bank (HSDB) 

厚生労働省モデル SDS 情報 

メーカーの SDS 情報 

主な用途及び生産量 

15107 の化学商品（化学工業日報社） 

16112 の化学商品(化学工業日報社) 

化審法届出（経済産業省の公表値） 

国内基準値等 環境省、厚生労働省等の情報サイト 

諸外国の基準値 

WHO 飲料水質ガイドライン(第 4 版) 

USEPA 飲料水基準の情報サイト 

http://water.epa.gov/drink/standardsriskmanagement.cfm 

EU 飲料水基準の情報サイト 

http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:31998L008

3 

水中での分解性 

非生物分解性 

生物分解性 

化学物質の初期リスク評価書（NITE） 

環境省化学物質の環境リスク初期評価 

Hazardous Substances Data Bank (HSDB) 

化学物質安全性点検結果(経済産業省) 

公共用水域の検出状況 
要調査項目等存在状況調査(環境省) 

化学物質環境実態調査(環境省) 

有害性情報 

健康影響 

生態影響 

化学物質の初期リスク評価書（NITE） 

環境省化学物質の環境リスク初期評価 

OECD SIDS INITIAL ASSESSMENT REPORT 

Hazardous Substances Data Bank (HSDB) 

厚生労働省モデル SDS 情報 

European Chemicals Agency（ECHA）登録データ 

http://www.echa.europa.eu/information-on-chemicals/registered-substances 

※登録データごとに信頼性コードが付与されているため、一般的に利用可能と

されている信頼性コードが「1」又は「2」の情報に限り採用した。 

排出量 
平成 24 年度分 PRTR 届出データ(環境省) 

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html 
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(3) 情報収集の結果 

前記の情報源を利用してデータ整理をした結果を、表 29 及び表 30 に示す。また、データごとの情

報源を、表 31 及び表 32 に示す。 

なお、物質の番号は、「基礎情報収集対象物質」に該当する場合には、そのリストにおいて付されて

いる番号に対応している。 
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表 29 浄水処理対応困難物質に係る情報（その 1/6） 

 
注：データごとの出典は後述の表 31 に示す（以降の表も同様） 

119 125 120 127 128 134 135 152

ヘキサメチレンテトラミン
（HMT）

1,1-ジメチルヒドラジン
（DMH）

N,N-ジメチルアニリン
（DMAN）

トリメチルアミン（TMA）
テトラメチルエチレンジアミ

ン（TMED）
N,N-ジメチルエチルアミン

（DMEA）
ジメチルアミノエタノール

（DMAE）
アセトンジカルボン酸

ＣＡＳ № 100-97-0 57-14-7 121-69-7 75-50-3 110-18-9 598-56-1 108-01-0 542-05-2

官報公示整理番号 5-1155 2-200 3-114 2-140 2-115 2-3389 2-297 2-2762

元素／分子式 C6H12N4 C2H8N2 C8H11Ｎ C3H9N C6H16N2 C4H11N C4H11NO C5H6O5

原子量／分子量 140.19 60.1 121.18 59.11 116.2 73.13 89.13 146.1

環境中での挙動
物性からは、大気中への揮散
性は低く、水に溶解して移動
するものと考えられる。

環境水中では一部は水面から
大気に移行するが、主に水中
に溶け込んでいる酸素によっ
て分解されると考えられてい
る。化審法の分解度試験で
は、微生物分解はされにくいと
されている。

水中に放出されると、わずかに
水中の懸濁物質及び底質に
吸着される推定される。
揮散による半減期はモデル河
川：12時間、モデル湖：9.5日
と推定されている。

環境中に放出された場合、物性
から大気、水及び底質圏に広く
分布するものと予想される。水中
では主に微生物によって分解さ
れるが、底質に吸着した場合、分
解速度は遅くなることが予想され
る。

水中に放出された場合、水中
の懸濁物質や底質に吸着され
ないと推定される。水面からの
揮散は、重要な環境中運命で
はないと推定される。

大気中と水系に放出される可
能性があり、そこでかなり急速
に分解する。本物質は放出さ
れた相から他の相に移動しな
い傾向がある。MackayLevel3
では、大気へ75%、水域へ17%
程度が分配される。

土壌や底質への吸着性は乏
しいため表流水に移行し、生
分解、加水分解をする。

出典 1 1 1 1 1 1 1

物理的性状 無色固体 無色液体
特徴的な臭気のある、黄色の
油状の液体

特徴的な臭気のある、無色の圧
縮液化ガス。

無色のアンモニア臭液体 液体 刺激臭のある、無色の液体
白色～うすい赤みの黄色があ
る固体

出典 1 1 2 1 1 1 2 2

融点 263℃(昇華） －58℃ 2.5℃ －117℃ -55.1 ℃（凝固点） -140 ℃ -59 ℃ 126℃(分解）

出典 1 1 2 1 1 1 2 2

比重 1.331 0.791 (22℃) 0.96 0.6 0.77 g/cm3(25℃) 0.675(20℃/4℃) 0.89 0.6（30℃）

出典 1 1 2 1 1 1 2 1

蒸気圧 0.35 Pa(20℃)
16.4 kPa (20℃)
22.3 kPa (25℃)

67 Pa(20℃) 187 kPa(20℃) 16.7mmHg(25℃,推定値）
3.52E+02 mmHg (25℃、推定
値)

612 Pa(20℃) 0.000409mmHg（推定値）

出典 1 1 2 1 2 1 2 1

オクタノール/水分配
係数

Log Pow＝ -4.15（推定値）
Log Pow＝－1.9, −0.4 (実測
値)

Log Pow＝2.3 Log Pow＝0.16 Log Pow＝0.3 Log Pow＝0.70 Log Pow＝－0.55 logP=-0.5

出典 1 1 2 1 1 1 2 1

水への溶解性 895 g/L（20℃） 混和, 1,000 g/L (推定値)
1.45×103 mg/L
（25℃、実測値）

890 g/L(30 ℃) 5.85E5 mg/L (25℃,推定値）
3.45E+05 mg/L (25℃、推定
値)

混和 510g/L

出典 1 1 2 2 2 1 2 1

ヘンリー定数
1.66×10-4Pa・
m3/mol(25℃、測定値)

1.33E-05 atm・m3/mol
(25℃, 推定値)

5.7E-05 atm・m3/mol
(25℃, 推定値)

1.04E-04 atm・m3/mol(25℃)
2.40E-08 atm・m3/moｌ
(25℃, 推定値)

4.85E-05 atm-cu m/mol
(25℃、推定値)

3.73E-07 atm・m3/mol
(25℃, 推定値)

2.74E-15 atm-m3/mol
（25℃、推定値）

出典 1 1 1 2 1 1 2 1

主な用途

合成樹脂(熱硬化性)の促進
剤、発泡剤、ゴム加硫促進
剤、医薬品、火薬、石炭酸ナ
トリウムおよびカ性ソーダを混
合してホスゲンの吸収剤

合成繊維・合成樹脂の安定
剤、医薬・農薬の原料、ミサイ
ル推進薬、界面活
性剤

塩基性染料原料、溶剤、有機
ゴム薬品（加硫促進剤）、火
薬、医薬品、感圧色素、農
薬、エポキシ樹脂硬化剤、ポリ
エステル樹脂硬化促進剤、ビ
ニル樹脂化合物重合用助触
媒

塩化コリン、繊維油剤、逆性石け
ん、イオン交換樹脂原料、医薬品

ウレタン発泡触媒、医農薬中
間体、各種合成触媒

砂心壁用樹脂接着の硬化触
媒

塗料の原料、高血圧用薬剤、
ピリン誘導体の水に対する可
溶化剤、アゾ染料の緩性揮発
剤、アニオン交換樹脂、燃料
油のスラッジ防止剤および分
散剤、ワックス類の乳化剤、防
錆剤、エポキシ樹脂の低温重
合促進剤、ウレタンフォームの
発泡触媒、凝集剤の原料

有機合成原料

出典 16112の化学商品 16112の化学商品 16112の化学商品 16112の化学商品 2 2 16112の化学商品 15107の化学商品

H24製造・輸入量
（t/年）

5000～6000 ＜1000 3000～4000 ＜1000
10000～20000
※Ｎ，Ｎジアルキル（Ｃ＝１～３）

－Ｎ－エタノールアミンとして

出典 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出

環境基準値
(公共用水域)

環境基準値
(地下水)

水道水質基準値 要検討項目（評価値なし）

化管法 第一種指定化学物質（258） 第1種指定化学物質（226） 第１種指定化学物質（216）

WHO飲料水質ガイド
ライン(第４版）

USEPA

EU

物質名

2.主な
用途及
び生産
量

3.国内
基準等

4.諸外
国基準
値等

1.物質
情報
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表 29 浄水処理対応困難物質に係る情報（その 2/6） 

 

119 125 120 127 128 134 135 152

ヘキサメチレンテトラミン
（HMT）

1,1-ジメチルヒドラジン
（DMH）

N,N-ジメチルアニリン
（DMAN）

トリメチルアミン（TMA）
テトラメチルエチレンジアミ

ン（TMED）
N,N-ジメチルエチルアミン

（DMEA）
ジメチルアミノエタノール

（DMAE）
アセトンジカルボン酸

非生物分解

加水分解半減期（37.5℃）
は、pH 2 では1.6 時間、pH
5.8 では13.8 時間と報告され
ている。これより、30℃におけ
る加水分解半減期は、pH 7
では160 日と推定される。加
水分解生成物は、アンモニア
とホルムアルデヒドが報告され
ている。

池水で初期濃度を781mg/Lと
した場合の半減期は22日であ
る。初期濃度を390 mg/Lとす
る条件の試験において、ガス
クロマトグラフ質量分析法によ
る分析をした場合の半減期
は、池水で8.8日である。

分子内に加水分解官能基を
有しないため、加水分解を生
じない

分子内に加水分解官能基を有し
ないため、加水分解を生じない

分子内に加水分解官能基を
有しないので、加水分解は重
要な環境中運命ではないと推
定される。

加水分解による半減期は61h
と推定されている。

出典 1 1 1 1 1 1

生分解

化審法に基づく試験のBOD
測定による分解率は22%である
が、全有機炭素 (TOC) 測定
での分解率が45%であること、
高速液体クロマトグラフ
(HPLC) 測定での分解率が
48%であることなどから、総合
的に考えて良分解性と判定さ
れている。

化学物質審査規制法の好気
的生分解性試験においては、
BOD 測定での分解率が0%で
あり、難分解性と判定されてい
る。

化審法に基づく生分解性試験
では、難分解性と判定されて
いる。

化審法に基づく生分解性試験で
は、良分解性と判定されている。

類似物質のデータでは生分解
性は重要な環境中運命では
ないと推定されている。

化審法に基づく試験結果か
ら、急速分解性があると推定さ
れている（BODによる分解度：
60.5％、TOC：97.9％、GC：
100%
）

易分解性テストによる半減期
は8.7日と推定されている。

出典 1 1 化学物質安全性点検結果 化学物質安全性点検結果 1 化学物質安全性点検結果 1

測定年次 H24及びH25 H15及びH25 H24

検出地点数/調査地
点数

6/75（H24)
4/47（H25)

0/50（H15)
0/94(H25)

5/75(※1）
6/22(※2）

検出範囲
0.2μg/L～2400μg/L（H24)
0.4μg/L～65μg/L(H25)

0.8μg/L～9.7μg/L(※1）
0.38μg/L～17μg/L(※2）

検出又は定量下限値 0.2μg/L（定量下限）
0.003μg/L（H15、検出下限）
0.008μg/L（H25、定量下限）

0.4μg/L（定量下限）(※1）
※海域の3地点に限り0.9μg/L
0.37μg/L（検出下限）(※2）

出典 要調査項目等存在状況調査
要調査項目等存在状況調査※1

化学物質環境実態調査※2

健康影響

国連食糧農業機関（FAO）及
び世界保健機関（WHO）の合
同食品添加物専門家会議
（JECFA）
では、ADI=0.15mg/kg /dと設
定。

発がん性：IARCグループ2A等
によりGHS区分は2
特定標的臓器/全身毒性(反
復ばく露）：腹腔内投与試験で
はNOAEL: 10 mg/kg/日
(ラット 3週間 BUNとASTの有
意な上昇、腎臓の尿細管上皮
細胞の脂肪浸潤)が認められ
た

ラットの中・長期毒性試験から
得られたLOAEL 3
mg/kg/day（脾臓のヘモジデリ
ン沈着、造血亢進）に基づき、
不確実係数を10とし、暫定無
毒性量等=0.21 mg/kg/day と
する

ラットの試験から得られた
NOAEL40mg/kg/dを試験期間が
短かったことから10で除した
4mg/kg/dを無毒性量として設定
する。

急性毒性（経口）：ラットLD50
値1580 mg/kg、 469 mg/kgの
ためGHS区分4
標的臓器／全身毒性（単回暴
露）：ラット経口投与試験にお
いて、250mg/kg以上の用量に
おいて神経毒性作用が認めら
れたためGHS区分1

急性毒性（経口）：ラットLD50
値 606 mg/kgのためGHS区分
4
標的臓器／全身毒性（単回暴
露）：救急治療室での記録とし
て、ヒトで本物質のばく露に関
連し、全身性の影響では、嘔
気、めまい、失神、胸部の圧迫
感または痛み、腹部痙直、頭
痛、心拍数増加などが報告さ
れていることからGHS区分2。

単回経口投与試験では、ラッ
トでLD50=1803mg/kgや
2000mg/kg以上との結果であ
り、有害性は低いといえる。

イヌへの混餌投与試験(90日)
の結果、TDL0=67.5mg/kgで
あった。

出典 2 1、2 3 3 2 2 1 1

生態影響
甲殻類
48hEC50=36,000mg/L
（オオミジンコ)

甲殻類48hEC50=1.3mg/L
（オオミジンコ)

甲殻類48hEC50=5mg/L（オ
オミジンコ)

藻類72hEC50=100mg/L
（Pseudokirchneriella
subcapitata)
甲殻類48hEC50=28mg/L（オオ
ミジンコ)
魚類96hLC50=100mg/L
（Oryzias latipes）

藻類96hEC50 = 7.6 mg/L
(Scenedesmus subspicatus)

魚類96hLC50 = 81 mg/L
（Fathead minnow）
甲殻類48hEC50=98.77mg/L
（オオミジンコ)
藻類72hEC50=35mg/L
（Scenedesmus)

甲殻類96hEC50=1000mg/L
（オオミジンコ、推定値）

出典 3 2 4 3 2 1 1

内容
届出:1107kg/年
届出外：83239kg/年

届出：6kg/年
届出外：0kg/年

届出：22kg/年
届出外：98kg/年

出典 PRTRデータ PRTRデータ PRTRデータ

物質名

6.公共
用水域
におけ
る検出
状況

7.有害
性情報

8.排出
量(H24)

5.水中
での分
解性
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表 29 浄水処理対応困難物質に係る情報（その 3/6） 

 

153 154 155 156 157 158

1,3-ジヒドロキシルベンゼン 1,3,5-トリヒドロキシベンゼン アセチルアセトン 2'-アミノアセトフェノン 3'-アミノアセトフェノン 臭化カリウム 臭素

ＣＡＳ № 108-46-3 108-73-6 123-54-6 551-93-9 99-03-6 7758-02-3 7726-95-6

官報公示整理番号 3-543 3-554 2-562 3-1242 1-108

元素／分子式 C6H6O2 C6H6O3 C5H8O2 C8H9NO C8H9NO BrK Br2

原子量／分子量 110.1 126.1 100.12 135.16 135.16 119 159.8

環境中での挙動
主に水域に存在し、揮発性や
土壌吸着性は低い。

モデル計算では水域への分
配率が主である。

モデルでの推定では、主に水
域、大気に存在し、水域から
はおだやかに揮発する。ヒドロ

キシラジカル（1.5×106/cm3）
による大気中での半減期は14
日と推計されている

水中に放出された場合には一
部は溶解し臭素酸となるが、
揮発が重要な経路になる（モ
デル計算での揮発による半減
期は4.5時間から5日間）。土
壌に排出される場合にも揮発
が重要な経路となる。水中の
臭素はゆっくりと酸化される。

出典 3 2 2 2

物理的性状 白色の固体
白色～わずかにうすい赤みの
黄色の固体

無色～うすい黄色の液体 うすい透明の黄色の液体 薄い黄色の固体 白色の固体 刺激臭のある液体

出典 1 1 2 1 1 1 1

融点 110℃ 218℃ -23℃ 20℃ 98℃ 730℃ -72℃

出典 1 1 2 2 1 1 1

比重 1.28 0.972（20℃） 1.12 2.31～2.75 3.1

出典 1 2 1 2 1

蒸気圧 0.000489mmHg（25℃） 2.96mmHg 40.75Pa(1007K) 23.3kPa（20℃）

出典 1 1 2 1

オクタノール/水分配
係数

logP=0.8 logP=0.16 logP=0.34-0.4 logP=1.57 logP=1.03（推定値）

出典 1 2 2 3 4

水への溶解性 1g/0.9ml 微溶 166g/l（20℃） ほとんど溶けない 難溶 易溶 4g/100ml(20℃）

出典 1 1 2 2 1 1 1

ヘンリー定数
9.88E-11 atm-m3/mol
（25℃、推定値）

2.2E-8 atm-m3/mol（25℃、
推定値）

1.32X10-3 atm-m3/mole

出典 2 2 2

主な用途

タイヤ、コンベアベルト、駆動
ベルト等の強化ゴム原料、木
材の高級接着剤、染料、医薬
の合成原料

医薬中間体，写真感光剤，染
料用カップリング剤

触媒（金属キレート）原料，接
着剤原料，溶剤，有機合成中
間体

有機合成用原料、香料材料 医薬・農薬原料
医薬（鎮静剤），写真薬，分析
用試薬

農薬（土壌及び植物のくん蒸
剤，メチルブロマイド，その他
臭素配合剤）プラスチック（テ
レビ・電卓などの家庭電器類
器具）化学合成繊維の難燃剤
及び工業薬品（臭化物）

出典 1 15107の化学商品 1 2 15107の化学商品 15107の化学商品 3

H24製造・輸入量
（t/年）

40000～50000 ＜1000 3000～4000

出典 化審法届出 化審法届出 化審法届出

環境基準値
(公共用水域)

要調査項目（臭化物イオン、
臭素酸及びその塩）

要調査項目（臭化物イオン、
臭素酸及びその塩）

環境基準値
(地下水)

水道水質基準値

化管法 第一種指定化学物質（234）

WHO飲料水質ガイド
ライン(第４版）

（臭化物として）ガイドライン値
は設定されない。

（臭化物として）ガイドライン値
は設定されない。

USEPA 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩）

EU 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩）

物質名

2.主な
用途及
び生産
量

3.国内
基準等

4.諸外
国基準
値等

1.物質
情報
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表 29 浄水処理対応困難物質に係る情報（その 4/6） 

 

153 154 155 156 157 158

1,3-ジヒドロキシルベンゼン 1,3,5-トリヒドロキシベンゼン アセチルアセトン 2'-アミノアセトフェノン 3'-アミノアセトフェノン 臭化カリウム 臭素

非生物分解
水中での酸化による半減期は
67日と推定されている。

加水分解はしないものと推定
されている。

出典 3 2

生分解
化審法に基づく生分解性試験
では、良分解性と判定されて
いる

化審法に基づく生分解性試験
では、分解率67%（MITI法）

化審法に基づく生分解性試験
では、良分解性と判定されて
いる(28日間分解率79-88%)

化審法に基づく生分解性試験
では分解率22%（MITI法）であ
り、易分解性ではない。

出典 化学物質安全性点検結果 化学物質安全性点検結果 化学物質安全性点検結果 3

測定年次

検出地点数/調査地
点数

検出範囲

検出又は定量下限値

出典

健康影響

特定標的臓器・全身毒性（反
復ばく露）：皮膚に異常のある
患者が治療のため本物質を含
む製剤を長期間使用し、甲状
腺肥大または甲状腺機能低
下を起こした複数の症例報告
等から、GHS区分1(出典1）
ラットへの90日間混餌投与試
験（OECD408)に基づき、
NOAEL=80mg/kg/d(出典2）

ラットを用いた単回経口投与
試験の結果より、LD50＞
2000mg/kgと推定された。
ラットへの28日間反復投与に
よる主な毒性は，甲状腺およ
び肝臓に対する影響で，腎臓
に対する影響も認められた．
無影響量は，雌雄とも300
mg/kg/dayと推定された。

特定標的臓器/全身毒性(反
復ばく露）：ラットを用いた2週
間（10～11回）反復経口ばく
露試験において、500
mg/kg/dayまたはそれ以上の
用量で死亡、呼吸困難、振
戦、運動失調などの症状発現
と共に加え、胸腺の壊死、腸
間膜リンパ節のリンパ節炎が
観察されたことから、GHS区分
2

急性経口毒性はGHS区分4
LD50=1870mg/kgにより、急
性経口毒性のGHS区分4

ラットのLD50=3070mg/kgよ
り、急性経口毒性のGHS区分
5(出典1）

FAO/WHO合同残留農薬専
門家会議（JMPR）の臭化物イ
オンとしての
ADI=1.0mg/kg/d(出典3）

特定標的臓器/全身毒性（反
復ばく露）：経口10mg/kg/ｄを
下回るばく露量の動物実験
で、呼吸器系、神経系、内分
泌系への影響が報告されてい
るためGHS区分1(出典3）

臭化物イオンとしての
ADI=1.0mg/kg/d(JMPR）

出典 1、2 3 1 1 1 1、3 3

生態影響
甲殻類48hEC50=1.28mg/Lよ
り急性のGHS区分2

甲殻類48hEC50=34.4mg/Lよ
り急性のGHS区分3

魚類96hLC50=382mg/L

魚類96hLC50=30.9g/L
（Oryzias latipes）
甲殻類48hEC50=100mg/L
（オオミジンコ、OECD202）

甲殻類48hLC50 = 1000μ
g/L（オオミジンコ）によりGHS
区分1

出典 1 1 2 2 3

内容
届出：1475kg/年
届出外：910kg/年

出典 PRTRデータ

物質名

6.公共
用水域
におけ
る検出
状況

7.有害
性情報

8.排出
量(H24)

5.水中
での分
解性
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表 29 浄水処理対応困難物質に係る情報（その 5/6） 

 

臭化カルシウム 臭化水素 臭化ナトリウム 臭化アンモニウム

ＣＡＳ № 7789-41-5 10035-10-6 7647-15-6 12124-97-9

官報公示整理番号 1-1038 1-105 1-113 1-106

元素／分子式 Br2Ca HBr BrNa BrH4N

原子量／分子量 199.9 80.91 102.89 97.943

環境中での挙動
水溶液は臭化水素酸であり、
ガスとして揮発もする。

出典 2

物理的性状 無色の圧縮液化ガス 粉末又は圧縮固形 白色結晶

出典 1 2 1

融点 730℃ -87℃ 755℃ 542℃

出典 1 1 1 1

比重 3.4 1.8 3.21 2.429(25℃）

出典 1 1 1 1

蒸気圧 2445 kPa(20℃) 0.000000018 hPa(25℃） 0.00013 Pa(25℃）

出典 1 2 2

オクタノール/水分配
係数

出典

水への溶解性 142g/100ml(30℃） 193 g/100 mL (20℃） 94.6g/100g(25℃） 78.3g/100g（25℃）

出典 1 1 1 1

ヘンリー定数
1.3E-8 atm-m3/mol（25℃、
推定値）

出典 2

主な用途
医薬（催眠鎮静剤），写真薬，
石油掘削添加剤

各種ブロム塩類・臭化アルキ
ル原料，医薬原料

医薬（鎮静剤），写真薬（現像
抑制剤），臭素化合物原料

無機質難燃剤，写真用臭化
銀原料，分析試薬

出典 1

H24製造・輸入量
（t/年）

7000～8000 ＜1000

出典 化審法届出 化審法届出

環境基準値
(公共用水域)

要調査項目（臭化物イオン、
臭素酸及びその塩）

要調査項目（臭化物イオン、
臭素酸及びその塩）

要調査項目（臭化物イオン、
臭素酸及びその塩）

要調査項目（臭化物イオン、
臭素酸及びその塩）

環境基準値
(地下水)

水道水質基準値

化管法

WHO飲料水質ガイド
ライン(第４版）

（臭化物として）ガイドライン値
は設定されない。

（臭化物として）ガイドライン値
は設定されない。

（臭化物として）ガイドライン値
は設定されない。

（臭化物として）ガイドライン値
は設定されない。

USEPA 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩）

EU 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩） 10μg/L（臭素酸塩）

物質名

2.主な
用途及
び生産
量

3.国内
基準等

4.諸外
国基準
値等

1.物質
情報
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表 29 浄水処理対応困難物質に係る情報（その 6/6） 

 

臭化カルシウム 臭化水素 臭化ナトリウム 臭化アンモニウム

非生物分解

出典

生分解

出典

測定年次

検出地点数/調査地
点数

検出範囲

検出又は定量下限値

出典

健康影響

ラットへの混餌投与試験(90
日）の結果に基づき、
NOAEL=15mgBr/kg(出典2）

臭化物イオンとしての
ADI=1.0mg/kg/d(JMPR）

臭化物イオンとしての
ADI=1.0mg/kg/d(JMPR）

LD50=3500mg/kg(ラット）
LD50=4200mg/kg(ラット）
LD50=2900mg/kg(ラット）(出
典1）

臭化物イオンとしての
ADI=1.0mg/kg/d(JMPR）

LD50=2714mg/kg(ラット）(出
典1）

臭化物イオンとしての
ADI=1.0mg/kg/d(JMPR）

出典 2 1 1

生態影響

魚類96hLC50＞440mg/L
（OECD203)
甲殻類48hEC50＞100mg/L
（OECD202)

魚類96hLC50>1000mg/L(ブ
ルーギル）
魚類96hLC50>24g/L(メダカ）
甲殻類48ｈEC50＞
1000mg/L(オオミジンコ）

魚類96hLC50=290μg/L(ブ
ルーギル）
魚類96hLC50=58μg/L(ニジ
マス）
甲殻類48ｈEC50=23μg/L(オ
オミジンコ）

出典 2 1 1

内容

出典

物質名

6.公共
用水域
におけ
る検出
状況

7.有害
性情報

8.排出
量(H24)

5.水中
での分
解性
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表 30 水質事故の原因となった物質等に係る情報（その 1/6） 

 
注：データごとの出典は後述の表 32 に示す（以降の表も同様） 

170 131

スチレン 酸化トリブチルスズ 過塩素酸
パーフルオロオクタンスルホン

酸(PFOS)
ポリプロピレングリコール

パーフルオロオクタン酸
(PFOA)

ヒドロキシルアミン シクロヘキシルアミン

ＣＡＳ № 100-42-5 56-35-9 7601-90-3 1763-23-1 25322-69-4 335-67-1 7803-49-8 108-91-8

官報公示整理番号 3-4 2-2027 1-221 2-1595 7-129 2-1182 1-375 3-2258

元素／分子式 C8H8 C24H54OSn2 ClHO4 C8HF17O3S   (C3H6O)nH2O C8HF15O2 H3NO C6H13N

原子量／分子量 104.15 596.11 500.13 ー 414.07 33.03 99.18

環境中での挙動

水中に放出された場合は、大
気への揮散及び生分解により
水中より除去されると推定され
る。なお、土壌粒子等に結合
したものは底質に
移行するが、嫌気的な生分解
により除去されると推定され
る。

水中に放出された場合には、
トリブチルスズイオンとして水
中に存在し、硫化物と反応す
る。分解は進まず、土壌への
吸着性が高い。

水中では速やかに溶解し解離
し、不溶性の金属錯塩は形成
しない。

水中に放出された場合、揮発
はせずに土壌や底質への吸
着が主な経路となる。ただし、
生分解性はなく、生物蓄積性
が非常に高い。

水中に放出された場合、穏や
かに揮発するが、水や大気中
に50年程度残留するため、海
洋を拡散すると推定される。

水中に放出された場合、一部
はカチオンに変化する。土壌
や底質への吸着、揮発は主な
経路とはならない。水中に残
留したものは主に光により分解
し、半減期は2時間とされてい
る。

物性から、水中から大気中へ
の揮散性はやや低いと推定さ
れる。環境水中に排出された
場合、腐植物質などと結合し
た一部は底質に移行する可能
性があるが、好気的条件下で
は容易に生分解されると推定
される。水生生物に対する濃
縮性は低いと推定される。

出典 1 3 1 2 2 1 1

物理的性状
無色～単黄色液体

液体 発煙性吸湿性液体 固体 透明の液体 白色粉末 無色結晶 無色～黄色液体

出典 1 2 1 1 1 1 1 1

融点 -30.6℃ 45℃ -112℃ 90℃ 54.3℃ 33℃ -17.7℃

出典 1 1 1 1 1 1 1

比重 0.9059(20℃） 1.17（25℃） 1.798(22℃） 1.25 1.002～1.007 1.792（20℃） 1.227 0.8647

出典 1 3 1 1 1 1 1 1

蒸気圧
0.7 kPa (20℃)

7.8×10－6 mmHg（25℃） 0.85Pa（推定値） 2.483E-06mmHg <0.01mmHg(20℃） 4.2Pa（25℃） 53 mm Hg （32℃）
840 Pa～1.4 kPa (20℃)
2.4 kPa (30℃)

出典 1 1 1 1 1 1 1 1

オクタノール/水分配係数
log Kow＝2.95 (測定値)

log Kow＝3.84 (測定値) log Kow = 6.28 (推定値) log P = 6.3 Log Pow＝1.49 (測定値)、
1.63 (推定値)

出典 1 1 2 2 1

水への溶解性 310 mg/L (25℃) 4mg/L (20℃) 混和 370mg/L 混和 9.5g/L(25℃） 混和 混和

出典 1 1 1 1 1 1 1 1

ヘンリー定数
279 Pa･m3/mol
(25℃、測定値)

6.9X10-9 atm-m3/mole
(推定値）

0.421 Pa･m3/mol
(25℃、測定値)

出典 1 1 1

主な用途
ポリスチレン等の合成原料、
塗料原料、イオン交換樹脂

殺菌・防かび剤、船底塗料添
加剤

火薬、爆薬、燃料、酸化剤 半導体工業薬品、消火剤

界面活性剤・ポリウレタン潤滑
剤，ブレーキ液原料，医薬部
外品添加物（化粧品・トイレタ
リー製品），ポリエステル繊維
改質剤，製紙工業・ゴム工業
製造用

フルオロポリマーやフルオロエ
ラストマー合成の添加剤、湿
潤、分散、乳化、起泡剤などと
して消火、香粧品、グリース

医薬・農薬原料，還元剤，ＣＮ
Ｏ分析，タバコ甘味剤，酸化
防止剤および安定剤

ゴム用薬品、清缶剤、染色助
剤、染料および顔料、界面活
性剤、殺虫剤、酸
素吸収剤、防錆剤、不凍液

出典 1 2 1 1 15107の化学商品 2 15107の化学商品 16112の化学商品

H24製造・輸入量
（t/年）

2,429,955 ＜1000 60000～70000
＜1000
※2010年の公表値

5946 2000～3000

出典 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出

環境基準値(公共用水域)
要調査項目
（過塩素酸及びその塩）

要調査項目 要調査項目

環境基準値(地下水)

水道水質基準値 0.02mg/L(要検討項目）
0.0006mg/L（暫定、TBTO)
（要検討項目）

0.025mg/L
（要検討項目）

目標値なしの要検討項目 目標値なしの要検討項目

化管法 第一種指定化学物質(240) 第一種指定化学物質(239) 第一種指定化学物質(396) 第二種指定化学物質(72) 第1種指定化学物質（154）

WHO飲料水質ガイドライン
(第４版）

20μg/L

USEPA 10μg/L

EU

1.物質情
報

2.主な用途
及び生産

量

3.国内基
準等

物質名

4.諸外国
基準値等
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表 30 水質事故の原因となった物質等に係る情報（その 2/6） 

 

170 131

スチレン 酸化トリブチルスズ 過塩素酸
パーフルオロオクタンスルホン

酸(PFOS)
ポリプロピレングリコール

パーフルオロオクタン酸
(PFOA)

ヒドロキシルアミン シクロヘキシルアミン

非生物分解
加水分解を受けやすい化学結
合がないので、加水分解され
ない。

蒸留水や河川中での、日射に
よる分解試験では、89日以下
の半減期であった。

加水分解しない
加水分解による半減期は235
年と推定されている。

光による分解が主であり、ぺル
オキシラジカルを生成する。
1X10-9 Mのぺルオキシラジカ
ルの条件で、半減期は2時間
程度である。

加水分解を受けやすい化学結
合はないので、加水分解され
な
い

出典 1 3 1 1 1 1

生分解

化審法に基づく分解性試験で
は、BOD測定での分解率が
100%であり、良分解性と判定
されている。

化審法に基づく試験では難分
解性、高蓄積性と判定されて
いる。

環境中では難分解性である。
化審法に基づく分解性試験で
は、難分解性である。

易分解性（28日間で86.6％の
分解率）

化審法に基づく分解性試験で
は、難分解性である。

化審法に基づく分解性試験で
は、BOD測定での分解率が
62%であり、良分解性と判定さ
れ
ている。

出典 1 化学物質安全性点検結果、3 1 化学物質安全性点検結果 2 化学物質安全性点検結果 1

測定年次 H24 H19～H25 H21～H24 H21～H24 H13

検出地点数/調査地点数 0/25

4/50（H19)　10/101(H20)
2/96(H21)　2/94(H22)
3/98(H23）　25/75(H24)
3/47(H25)

49/49（H21）
49/49（H22）
49/49（H23）
49/49（H24）

49/49（H21）
49/49（H22）
49/49（H23）
49/49（H24）

18/50

検出範囲

2～17.2μg/L(H19)
1～6μg/L(H20)
1μg/L(H21)
1～4μg/L(H22)
7～130μg/L(H23)
1～7μg/L(H24)
1～2μg/L(H25)

0.000026～0.014μg/L
（H21)
0.000037～0.23μg/L（H22)
0.00002～0.010μg/L（H23)
0.000039～0.014μg/L
（H24)

0.00025～0.031μg/L（H21)
0.00019～0.023μg/L（H22)
0.00038～0.050μg/L（H23)
0.00024～0.026μg/L（H24)

0.01～0.22μg/L

検出又は定量下限値 0.04μg/L（検出下限）
1μg/L(H19）（検出下限）
1μg/L(H20～H25）（定量下
限）

※全て検出下限
0.000014μg/L（H21)
0.00002μg/L（H22,H23)
0.000012μg/L（H24)

※全て検出下限
0.000023μg/L（H21)
0.00002μg/L（H22,H23)
0.000055μg/L（H24)

0.01μg/L（検出下限）

出典 化学物質環境実態調査 要調査項目等存在状況調査 化学物質環境実態調査 化学物質環境実態調査 要調査項目等存在状況調査

健康影響

ラットの60日間経口投与試験
ではNOAEL=86mg/kg/dが得
られる。(出典1）

※TDI相当に換算するための
不確実係数は1000

FAO/WHOの合同食品添加
物専門家会議（JECFA）では
PMTDI=0.04mg/kg/dと設定さ
れている。(出典2）

ラットに18 ヶ月間混餌投与し
た試験では免疫機能の低下
がみられ、
NOAEL=0.025mg/kg/dが得
られた。(出典1）

FAO/WHO合同残留農薬専
門家会議（JMPR）では経口ば
く露に対する指針値として0.3
μg/kg/dと設定されている(出

典4）

ヒトへの影響（甲状腺ヨウ素摂
取率の低下）の知見から得ら
れるNOEL=0.007mg/kg/dに
基づき、無毒性量等は
0.007mg/kg/dとする。

カリウム塩をラットに104週間混
餌投与した試験では、
NOAEL＝0.03mg/kg/dに基
づき、無毒性量等は
0.03mg/kg/dとする。

ラットへの4週間の経口投与試
験の結果、NOAEL＞
1000mg/kg/dである

生殖・発生毒性試験のマウス
に強制経口投与した結果より
得られた
BMDL5=0.17mg/kg/dの知見
に基づき、不確実係数5で除し
た無毒性量等として
0.03mg/kg/dが得られた。

ラットを用いた90日間反復投
与試験(OECD408)では、
NOAEL＞0.9mg/kg/dの結果
が得られた。

ラットに 13 週間混餌投与した
試験で、雌雄で体重増加抑制
及び肝臓、腎臓等ほとんどの
器官の絶対重量の減少、雄で
摂餌量、ヘマトクリット値及び
白血球の減少、精細管萎縮、
雌では摂水量減少が見られ、
NOAEL =41 mg/kg/日が得ら
れた。

出典 1、2 1、4 1 1 2 1 2 1

生態影響

藻類72ｈEC50＝4.9mg/L（セ
レナストラム）
甲殻類48hEC50=4.7mg/L
（オオミジンコ）
魚類96ｈLC50=4.02mg/L
（ファットヘッドミノー）
何れもGHS区分2に相当する
有害性である。

魚類96ｈLC50=1.5μg/L（マ
スノスケ）から、区分1

魚類96hLC50=1120mgClO4-
/L（Danio rerio）
甲殻類48ｈ
EC50=490mgClO4-/L（ミジン
コ）

魚類96hLC50=8.81mg/L
（Pimephales promelas）
甲殻類48ｈLC50=3.34mg/L
（Mysidopsis bahia）
藻類72hEC50=48.2mg/L
（Pseudokirchneriella
subcapitata）

魚類(ブルーギル）
96hLC50=1.7g/L
魚類（ニジマス）
96hLC50=10g/L

魚類96hLC50=707mg/L
（Oncorhynchus mykiss）
甲殻類48ｈEC50=3.34mg/L
（ミジンコ）
藻類72hEC50=＞400mg/L
（Pseudokirchneriella
subcapitata）

魚類96hLC50=7.2mg/L
（Pimephales promelas）
甲殻類48ｈEC0=1.25mg/L（ミ
ジンコ）
藻類72hEC50=0.72mg/L
（Desmodesmus subspicatus ）

魚類14 日間
LC50=18.7mg/L(メダカ）
甲殻類21日間NOEC= 1.6
mg/L(ミジンコ）

出典 1 2 1 1 1 2 2 1

内容
届出：2177t/年
届出外：1408t/年

届出：5588kg/年
届出外：34kg/年

届出：3kg/年 排出量：14,396kg/年
移動量1,527kg/年

出典 PRTRデータ PRTRデータ PRTRデータ PRTRデータ

8.排出量
(H24)

物質名

5.水中での
分解性

6.公共用
水域にお

ける検出状
況

7.有害性
情報
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表 30 水質事故の原因となった物質等に係る情報（その 3/6） 

 

130 159 160 161 162 163 164

3,5-ジメチルピラゾール ナフタレン フェニルメチルエーテル イソ吉草酸メチル エチルアルコール アクリル酸2-エチルヘキシル 硫酸 ポリアクリル酸ブチル

ＣＡＳ № 67-51-6 91-20-3 100-66-3 556-24-1 64-17-5 103-11-7 7664-93-9 9003-49-0

官報公示整理番号 9-605 4-311 3-556 2-776 2-202 2-990 1-430 6-779

元素／分子式 C5H8N2 C10H8 C7H8O C6H12O2 C2H6O C11H20O2 H2O4S   (C7H12O2)x

原子量／分子量 96.13 128.18 108.13 116.16 46.07 184.28 98 128.17

環境中での挙動

Mackay-Type Level III'モデル
では大気への分配割合が90%
以上である。大気中では、OH

ラジカル濃度を3×106～3×

105 分子/cmとした場合の半
減期は3～30時間と推定

土壌や水域に放出されても大
気へ揮発することが予想され、
河川では数時間から数日の間
で半減する。土壌や水域では
分解性が高い。大気中でもOH
ラジカルと反応し、1日程度で
半減すると推定されている。

モデルでは大気と水域に分配
され、大気中ではOHラジカル
やNox等の存在により、数時間
から数日で半減すると推定さ
れる。

Machay　LevelⅠでの推定によ
ると、最終的には環境中に排
出されたものの9割程度が大
気に分布する。土壌、底質へ
も若干(6%程度)移行し、水域
へはごくわずか(1%程度）であ
る。

水中では硫酸イオンとして存
在する。

出典 1 2 2 2 1

物理的性状 白色結晶 無色結晶 無色の液体 透明無色の液体 無色透明の液体 無色の液体 液体

出典 1 1 1 1 1 1 1

融点 107℃ 80.2℃ -37.5℃ -114.5℃ -90℃ 10.4-10.5(℃）

出典 1 1 1 1 1 1

比重 1.14 1.0253（20℃） 0.995 0.88 0.7893 0.89 1.835（20℃）

出典 1 1 1 1 1 1 1

蒸気圧
0.37Pa(20℃）
0.7Pa(25℃）

11Pa（25℃） 3.54mmHg（25℃） 59.3mmHg 0.178mmHg < 0.001 hPa( 20℃）

出典 1 1 1 1 1 1

オクタノール/水分配係数
Log Pow＝2.1 (35℃、測定
値)

logP=3.3 logP=2.11 logP=-0.31(実験値） logP=-4.09(実験値）

出典 1 1 1 1 1

水への溶解性 28.8g/L（20℃） 31mg/L 1520mg/L 微溶 混和 100mg/L 混和

出典 1 1 1 2 1 1 1

ヘンリー定数
4.35X10-3 atm-
m3/mol(25℃、推定値）

2.52E-4 atm-m3/mol
68.09 Pa m³/mol(25℃、推定
値）

出典 2 2 2

主な用途
農薬・医薬中間体、防錆・防
食剤

染料中間物、合成樹脂、爆
薬、防虫剤、有機顔料、無水
フタル酸等の合成原料

溶剤，香料・医薬原料，駆虫
剤

食品香料
飲料，有機溶剤，洗浄剤，燃
料，化粧品

アクリル繊維・塗料・接着剤原
料

肥料工業、繊維、無機薬品工
業、金属製錬、製鋼、紡織、
製紙、食料品工業

シーラント・繊維サイジング剤・
塗料・接着剤原料

出典 16112の化学商品 1 15107の化学商品 15107の化学商品 1 1 15107の化学商品 15107の化学商品

H24製造・輸入量
（t/年）

＜1000 90,719 ＜1000 ＜1000 400000～500000 50000～60000 4000000～5000000
1000～2000
※ポリアクリル酸重合物として

出典 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出

環境基準値(公共用水域) 要調査項目

環境基準値(地下水)

水道水質基準値

化管法 第一種指定化学物質(302）

WHO飲料水質ガイドライン
(第４版）

USEPA

EU 250mg/L(硫酸塩）

1.物質情
報

2.主な用途
及び生産

量

3.国内基
準等

物質名

4.諸外国
基準値等
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表 30 水質事故の原因となった物質等に係る情報（その 4/6） 

 

130 159 160 161 162 163 164

3,5-ジメチルピラゾール ナフタレン フェニルメチルエーテル イソ吉草酸メチル エチルアルコール アクリル酸2-エチルヘキシル 硫酸 ポリアクリル酸ブチル

非生物分解

加水分解性試験（OECD111）
の結果、pH4,7,11のいずれの
条件下でも5日間の加水分解
率は10%未満であった。

加水分解性の官能基を持たな
い。

加水分解での25℃での半減
期は実験値によると
18.5h(PH11）、210h(PH8)、
533h(PH3)

出典 1 1 2

生分解

易分解性試験（OECD301A)
の結果、28日間の分解率は
42.8%であり、易分解性ではな
い。

化審法に基づく試験では、難
分解性であり、低濃縮性である
と判定されている（BODによる
分解率は2%）。

化審法に基づく試験では、良
分解性と判定されている。

化審法に基づく試験では、良
分解性と判定されている。

化審法に基づく試験では、良
分解性と判定されている。

出典 1 化学物質安全性点検結果 化学物質安全性点検結果 化学物質安全性点検結果 化学物質安全性点検結果

測定年次 H17 H12及びH14

検出地点数/調査地点数
2/64※1
4/51※2

1/91（H12)
0/50(H14)

検出範囲
0.01～0.12μg/L※1
0.03～0.19μg/L※2

0.28μg/L（H12)

検出又は定量下限値
0.01μg/L(検出下限）※1
0.03μg/L(定量下限）※2

※両者とも検出下限
0.01μg/L(H12)
0.04μg/L(H14)

出典 要調査項目等存在状況調査 要調査項目等存在状況調査

健康影響

生殖・発生毒性試験
（OECD407)に従いラットに28
日間混餌投与した結果、
NOAEL=200mg/kg/dが得ら
れた。

マウスの試験結果に基づく
NOAEL=53mg/kg/d（脾臓重
量の減少）を試験期間が短い
ことから10で除した
5.3mg/kg/dが無毒性量等とし
て得られる。

急性経口毒性(ラット）
LD50=3.7g/kgによりGHS区分
外

急性経口毒性
LD50=5.693g/kg（ラビット）

出生前のエタノール摂取によ
る疫学データより、生殖毒性は
GHS区分1A
ヒトでアルコールの長期大量
摂取による悪影響が認められ
ているため、特定標的臓器・
全身毒性（反復ばく露）はGHS
区分1

ラットを用いた経口投与試験
(投与量不明)において、無気
力(apathy)、麻酔効果
(nacrotic state)および下痢、
マウスを用いた経口試験
(2500, 5000 mg/kg) では、自
発運動量の低下、運動失調お
よび腹式呼吸の症状がみられ
た。以上、不活発および運動
失調等がみられたことから区
分3(麻酔作用)とした。

LD50=2140mg/kg(ラット）

ポリアクリル酸ナトリウムの急性
毒性試験の結果は、
LD50>10,000mg/kg
亜慢性毒性、慢性毒性試験の
結果でも最大無作用量は
2045mg/kg（ラット雄）、
2150mg/kg（ラット雌）が得ら
れた。

出典 1 1 1 1 1 1 1 1

生態影響

魚類96hLC50>100mg/L
（Oncorhynchus mykiss）
甲殻類48ｈEC0>100mg/L（ミ
ジンコ）
藻類72hEC50=>100mg/L
（Pseudokirchnerella
subcapitata ）

魚類96hLC50=770μg/L（ニ
ジマス）より急性のGHS区分1

甲殻類48hEC50=11.05mg/L
（ミジンコ）より急性のGHS区分
3

魚類
96hLC50>100mg/L(ファット
ヘッドミノー）等のデータから
GHS区分外

甲殻類48hEC50=1.3mg/L（ミ
ジンコ）より急性のGHS区分2

魚類96hLC50=16-28mg/L
（Lepomis macrochirus）
甲殻類48hEC50=29mg/L(ミ
ジンコ）
藻類NOEC=0.13mg/L
（Epilimnetic　phytoplankton）

出典 1 2 1 1 1 1

内容
排出量：469,805kg/年
移動量86,457kg/年

出典 PRTRデータ

8.排出量
(H24)

物質名

5.水中での
分解性

6.公共用
水域にお

ける検出状
況

7.有害性
情報
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表 30 水質事故の原因となった物質等に係る情報（その 5/6） 

 

167 166 165 169 168

スルファミン酸 チオ硫酸ナトリウム 重炭酸アンモニウム 水酸化ナトリウム 水酸化カルシウム ピグメントブルー 硫酸アルミニウム

ＣＡＳ №  5329-14-6 7772-98-7 1066-33-7 1310-73-2 1305-62-0 147-14-8 10043-01-3

官報公示整理番号 1-402 1-503 1-141 1-410 1-181 5-3299 1-25

元素／分子式   H3NO3S   Na2O3S2   CH5NO3   HNaO CaH2O2 C32H16CuN8   Al2O12S3

原子量／分子量 97.1 158.1 79.1 40 74.093 576.07 342.1

環境中での挙動
水に溶解しアンモニウムイオン
と重炭酸イオン等として存在す
る。

強塩基性物質で水に完全に
溶解する。大気中の二酸化炭
素との平行により炭酸又は重
炭酸イオンの形で存在する。
大気への移動は想定されな
い。

水酸化カルシウムは光分解し
ないため、空気中の二酸化炭
素により中和される。生物蓄積
性はない。

水中では不溶な錯体であるた
め、揮発はせず、土壌や底質
への吸着が推定される。キ
レートは安定であり、易分解性
試験からは環境中での生分解
性も低いと考えられる。生物蓄
積性はない。

出典 1 2 2

物理的性状 無色固体 無色の結晶 固体結晶 白色固体 白色結晶又は粉末 青色粉末 白色結晶

出典 1 1 1 1 1 1 1

融点 200℃ 48.5℃ 60℃(30～35℃で分解） 318℃ 580℃(分解） 480℃ 770℃(分解）

出典 1 1 1 1 1 1 1

比重 2.15 1.7 1.586 2.13 2.2 2.71

出典 1 1 1 1 1 1

蒸気圧 0.0000078bar(20℃） 20℃では無視できる程度 78.5hPa（25℃） 133pa(739℃）
3.17X10-19 mm Hg
（推定値）

出典 1 1 1 1 1

オクタノール/水分配係数 logP=-4.34(推定値） logP=-4.35(推定値） logP=-3.88(推定値） log Kow = 6.60 (推定値）

出典 2 1 1 1

水への溶解性 213g/L（20℃） 209g/L(20℃） 174-178g/L（20℃） 1g/0.9ml 微溶 不溶 加水分解し硫酸を生じる

出典 1 1 1 1 1 1 1

ヘンリー定数

出典

主な用途

めっき用浴pH調整剤、アルカ
リ滴定の標準溶液、塩素安定
剤（水泳用プール等）、洗浄
剤、硝酸規定液の標定、試験
研究用薬品、人口甘味料原
料、医薬原料

還元・漂白剤，脱塩素剤，媒
染剤，写真定着剤

食品添加物（ベーキングパウ
ダー），ゴム配合剤，洗浄剤・
医薬原料

化学繊維・紙・パルプ製造用，
有機薬品・無機薬品・医薬・農
薬・染料中間体製造用，グル
タミン酸ソーダ原料，食品製造
用

建築用、肥料、サラシ粉、豆
炭、練炭、非鉄金属、パルプ、
製紙、食品添加物、農薬化粧
品原料

有機顔料（塗料，印刷インキ，
プラスチック，ゴム），染料・顔
料中間体

浄水剤，サイズ剤（紙・パルプ用），消
火器充填用，医薬部外品添加物（薬
用石けん，化粧品等）

出典 1 15107の化学商品 15107の化学商品 15107の化学商品 1 15107の化学商品 15107の化学商品

H24製造・輸入量
（t/年）

5000～6000 10000～20000 3000000～4000000 7000～8000 400000～500000

出典 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出 化審法届出

環境基準値(公共用水域)

環境基準値(地下水)

水道水質基準値

化管法

WHO飲料水質ガイドライン
(第４版）

（溶解性物質として）ガイドライ
ン値は設定されない。

(ナトリウム塩）としてガイドライ
ン値は設定されていない

（アルミニウム、硫酸塩）ガイドライン値
は設定されない。

USEPA
0.05～0.2mg/L（アルミニウムガイドライ
ン値）
250mg/L（硫酸塩ガイドライン値）

EU 0.5mg/L（アンモニウム塩）
0.2mg/L(アルミニウム）
250mg/L(硫酸塩）

1.物質情
報

2.主な用途
及び生産

量

3.国内基
準等

物質名

4.諸外国
基準値等
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表 30 水質事故の原因となった物質等に係る情報（その 6/6） 

  

167 166 165 169 168

スルファミン酸 チオ硫酸ナトリウム 重炭酸アンモニウム 水酸化ナトリウム 水酸化カルシウム ピグメントブルー 硫酸アルミニウム

非生物分解

加水分解性試験
（'OECD111）基づく試験結果
では、p7、,9のいずれの条件
でも120時間の分解率は0%で
あり、半減期も1年以上と推定
される。

速やか解離しイオンの形態で
存在する。

水酸化カルシウムは光分解し
ないため、空気中の二酸化炭
素により中和される

加水分解される官能基がない
ことから、環境中でも加水分解
は期待できない。

出典 2 2 2 1

生分解 急速分解性ではない
化審法に基づく分解性試験で
は、難分解性と判定された。

出典 1 化学物質安全性点検結果

測定年次

検出地点数/調査地点数

検出範囲

検出又は定量下限値

出典

健康影響

ラットLD50＞2000mg/kg等の
データより急性毒性(経口）は
GHS区分外
ラットを用いた90日間混餌投
与試験（OECD TG 408;
GLP）において、20000 ppmで
成長遅延、臓器重量増加、一
部の動物では腎尿細管のわ
ずかな脂肪変性以外に影響
は認められていないため、特
定標的臓器・全身毒性(反復
ばく露）の経口経路では区分
外に相当する。

JECFAではADI=0.7mg/kg/d
と設定されている。
マウス（腹腔内単回投与）

LD50=5.2mg/kg

ヒトにおける知見：アレルギー
性接触皮膚炎を誘発する

ラットの急性毒性試験の結果
では、LD50=1576mg/kg
ラットへのの6日間反復投与試
験では、NOAEL=2.37g/kg

LD50=7340mg/L(ラット）によ
りGHS分類では区分外

LD50>10g/kg(ラット）
LD50=16g/kg（ウサギ）
反復投与試験による
NOAEL=200mg/kg/d、生殖
毒性による
NOAEL=1000mg/kg/dである
ことから、それぞれの予測無影
響量は0.2mg/kg/d、
10mg/kg/dと算出された。

中枢神経系に影響を与え、機能障害を
生じることがある。

出典 1 日本医薬品添加剤協会HP 1 1 2 1

生態影響

魚類96hLC50=70.3mg/L

（ファットヘッドミノー）より水生
環境急性毒性のGHS区分3
急性毒性と急速分解性に基づ
き水生環境慢性毒性のGHS区
分3と推定(出典1,2）
藻類72ｈEC50=48mg/L
（Desmodesmus
subspicatus,OECD201)(出典
2）

類似物質の結果としては（チ
オ硫酸アンモニウム）の
96hLC50=510mg/L（ブルー
ギル）が参考となる。

魚類96hLC50=41.4mg/L
（Onchorynchus mykiss）
甲殻類48hEC50=87.4mg/L
（Daphnia magna）

ミジンコの48hELC50=40mg/L

より水生環境急性毒性びGHS
区分3

魚類96hLC50=160mg/L
（Western Mosquitofish）
魚類96hLC50=356mg/L
（Guppy）
甲殻類96hLC50=158mg/L
（Sand Shrimp）

魚類48hLC50＞100mg/L
（Oryzias latipes ）
魚類96hLC50＞100mg/L
（Coryza sativa ）
魚類96hLC50＞100mg/L（
Lettuca sativa ）

魚類96ｈLC50=1.39mg/L
ミジンコ48hEC50＝98mg/L
藻類72hEC50=14mg/L

出典 1、2 2 1 1 2 2 2

内容

出典

8.排出量
(H24)

物質名

5.水中での
分解性

6.公共用
水域にお

ける検出状
況

7.有害性
情報
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表 31 浄水処理対応困難物質の情報収集に係る情報源 

 

物質名 1 2 3 4

ヘキサメチレンテトラミン
（HMT）

化学物質の初期リスク評価書
（NITE,2008）

国際化学物質安全性計画
「WHO FOOD ADDITIVES
SERIES NO. 5」
http://www.inchem.org/document

s/jecfa/jecmono/v05je10.htm

環境省化学物質の環境リスク初期評
価（第2巻・H15 ）

1,1-ジメチルヒドラジン
（DMH）

化学物質の初期リスク評価書
（NITE,2008）

厚生労働省モデルSDS情報

N,N-ジメチルアニリン
（DMAN）

Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

国際化学物質安全性カード
(No.877)

環境省化学物質の環境リスク初期評
価(第7巻・H21)

厚生労働省モデルSDS情報

トリメチルアミン（TMA）
化学物質安全性(ハザード)評
価シート(1997/07 )

国際化学物質安全性カード
(No.206)

環境省化学物質の環境リスク初期評
価(第12巻・H26)

テトラメチルエチレンジ
アミン（TMED）

Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

厚生労働省モデルSDS情報

N,N-ジメチルエチルアミ
ン（DMEA）

Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

厚生労働省モデルSDS情報

ジメチルアミノエタノール
（DMAE）

OECD SIDS INITIAL
ASSESSMENT REPORT（N,N-
DIMETHYL-2-
AMINOETHANOL）

国際化学物質安全性カード
(No.654）

アセトンジカルボン酸
 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ

東京化成工業(株）SDS
http://www.tcichemicals.com/
eshop/ja/jp/commodity/K000
6/

1,3-ジヒドロキシルベン
ゼン

厚生労働省モデルSDS情報
 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ

IPCS国際化学物質簡潔評価文書
No.71（2006）

1,3,5-トリヒドロキシベン
ゼン

東京化成工業(株）SDS
http://www.tcichemicals.com/
eshop/ja/jp/commodity/P024
9

Categorization Results from
the Canadian Domestic
Substance List
http://webnet.oecd.org/

既存化学物質毒性データベース(国
立医薬品食品衛生研究所）

アセチルアセトン 厚生労働省モデルSDS情報
OECD SIDS INITIAL
ASSESSMENT REPORT（2,4-
Pentanedione）

2'-アミノアセトフェノン

東京化成工業(株）SDS
http://www.tcichemicals.com/
eshop/ja/jp/commodity/A025
0/

和光純薬工業製品情報
http://www.siyaku.com/uh/S
hs.do?dspCode=W01W0101-
1756

Categorization Results from the
Canadian Domestic Substance List
http://webnet.oecd.org/

3'-アミノアセトフェノン

東京化成工業(株）SDS
http://www.tcichemicals.com/
eshop/ja/jp/commodity/A024
9/

Data bank of environmental
properties of chemicals（The
Finnish Environment Institute
）

臭化カリウム

東京化成工業(株）SDS
http://www.tcichemicals.com/
eshop/ja/jp/commodity/P174
7/

 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ

Joint FAO/WHO Meeting on
Pesticide Residues （JMPR）インベン
トリ
http://apps.who.int/pesticide-

residues-jmpr-

database/Home/Range/A-C

臭素
国際化学物質安全性カード(臭
素）

Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

厚生労働省モデルSDS情報
 European Chemicals
Agency（ECHA）登録データ

臭化カルシウム
国際化学物質安全性カード(臭
化カルシウム）

 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ

臭化水素 厚生労働省モデルSDS情報
Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

臭化ナトリウム
Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ

臭化アンモニウム
Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ
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表 32 水質事故の原因物質等の情報収集に係る情報源 

 

  

物質名 1 2 3 4

スチレン
化学物質の初期リスク評価書
（NITE,2007）

国際化学物質安全性計画「WHO
FOOD ADDITIVES SERIES NO. 19」
http://www.inchem.org/documents/je
cfa/jecmono/v19je15.htm

酸化トリブチルスズ
環境省化学物質の環境リスク初
期評価（第3巻・H16）

厚生労働省モデルSDS情報
Hazardous Substances
Data Bank (HSDB)

食品安全委員会ファクト
シート「有機スズ化合物」

過塩素酸
環境省化学物質の環境リスク初
期評価（第9巻・H23）

パーフルオロオクタン
スルホン酸（PFOS)

環境省化学物質の環境リスク初
期評価（第6巻・H20）

Hazardous Substances Data Bank
(HSDB)

ポリプロピレングリ
コール

Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

ECHA

パーフルオロオクタン
酸（PFOA)

環境省化学物質の環境リスク初
期評価（第9巻・H23）

OECD SIDS Initial Assessment Report
（2006）

ヒドロキシルアミン
Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

 European Chemicals Agency（ECHA）
登録データ

シクロヘキシルアミン
化学物質の初期リスク評価書
（NITE,2008）

3,5-ジメチルピラ
ゾール

 European Chemicals Agency
（ECHA）登録データ

ナフタレン
環境省化学物質の環境リスク初
期評価（第8巻・H22）

厚生労働省モデルSDS情報

フェニルメチルエー
テル

厚生労働省モデルSDS情報
Hazardous Substances Data Bank
(HSDB)

イソ吉草酸メチル
東京化成工業(株）SDS
http://www.tcichemicals.com/e
shop/ja/jp/commodity/I0198/

和光純薬工業製品情報
http://www.siyaku.com/uh/Shs.do?ds
pCode=

エチルアルコール 厚生労働省モデルSDS情報
OECD　SIDS Initial Assessment
Report

アクリル酸2-エチル
ヘキシル

厚生労働省モデルSDS情報
 European Chemicals Agency（ECHA）
登録データ

硫酸
OECD　SIDS Initial Assessment
Report（Sulfuric acid　2001）

ポリアクリル酸ブチル
ポリアクリル酸ナトリウムの毒性試
験の概要（日本農薬学会誌
14,271-272(1989)）

スルファミン酸 厚生労働省モデルSDS情報
 European Chemicals Agency（ECHA）
登録データ

チオ硫酸ナトリウム
国際化学物質安全性カード
(No.1138)

 European Chemicals Agency（ECHA）
登録データ

重炭酸アンモニウム
OECD SIDS Initial Assessment
Report（Ammonium bicarbonate
2006）

水酸化ナトリウム 厚生労働省モデルSDS情報
OECD SIDS Initial Assessment Report
（Sodium hydroxide　2002）

水酸化カルシウム 厚生労働省モデルSDS情報
Hazardous Substances Data Bank
(HSDB)
http://toxnet.nlm.nih.gov/

ピグメントブルー
Hazardous Substances Data
Bank (HSDB)

SIDS Initial Assessment Report
（COPPER PHTHALOCYANINE）

硫酸アルミニウム
国際化学物質安全性カード
(No.1191）

 European Chemicals Agency（ECHA）
登録データ



 

73 

4-2 要検討項目への追加候補物質（過年度の検討結果） 

基礎情報収集対象物質は、平成 21 年度時点で「情報収集を継続して行っていくべきもの」として抽

出された物質をベースに適宜見直され、平成 26 年度の時点で約 170 物質となる。これらは「要検討項

目」の候補となる位置づけであることから、平成 22～25 年度業務では毎年のモニタリングデータの検

出状況等を利用して、要検討項目への追加に係る検討の俎上に載せるべき物質のスクリーニングを

実施してきた。 

＜要検討物質への追加候補となる物質の条件＞ 

 基礎情報収集対象物質に含まれていること 

 過去 10 年間のモニタリング調査（環境省が実施している要調査項目等存在状況調査、化学物

質環境実態調査）における検出濃度が有害性を踏まえた仮評価値の 10%の値を超えること 

 検出頻度がある程度あり、一部地域における偏りや単年度での特異現象等ではないこと 

 

過年度（平成 22～25 年度業務）の検討について整理した結果は表 33 のとおりであり、硫酸塩、ヘ

キサメチレンテトラミン、ジメチルアミン、トリエチルアミンが要検討項目への追加候補として挙げられて

いる。ただし、10%仮評価値の超過地点数が非常に限られる物質もこの段階では「候補」とされており、

最終的には情報の蓄積を待って判断する必要があると整理されている。 

評価が複数年度で行われている場合には、「検討結果の概要」には新しい年度のものを記載した。

さらに、平成 26 年度に再評価を行ったもの（後述 4-3）については検討年度の欄に H26 と記した。 

表 33 過年度(平成 22～25 年度)の検討結果（その 1/4） 

No. 物質名 検討結果の概要 追加 
検討 

年度 

2 

アジピン酸（2-

エチルヘキシ

ル） 

 要調査項目等存在状況調査(H17 年度)では全国 89 地

点中 3 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 0.37μg/L であり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=40μg/L)を超えないことから、追加の

候補としない。 

 H22 

5 アミノエタノール 

 要調査項目等存在状況調査(H13 年度)では全国 47 地

点中 23 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 3.5μg/L であり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=12.5μg/L)を超えないことから、追加

の候補としない。 

 H22 

6 アンモニア 

 要調査項目等存在状況調査(H19 年度)では全国 45 地

点中 37 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は11μg/Lであり、当該物質の仮評価

値の 10%の値(=50μg/L)を超えないことから、追加の候

補としない。 

 H22 

10 エチルベンゼン 

 要調査項目等存在状況調査(H19 年度)では全国 89 地

点中 3 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 0.4μg/L であり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=30μg/L)を超えないことから、追加の

候補としない。 

 
H22 

（H26）
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表 33 過年度(平成 22～25 年度)の検討結果（その 2/4） 

No. 物質名 検討結果の概要 追加 
検討 

年度 

15 
オクチルフェノ

ール 

 要調査項目等存在状況調査(H19年度)では全国89地

点中 1 ヵ所で検出された。検出濃度の最大は 0.03μ

g/L である。 

 当該物質の仮評価値が設定困難であることから、追加

の候補としない。 

 H22 

16 
4-tert-オクチ

ルフェノール 

 要調査項目等存在状況調査(H23年度)では全国88地

点中 2 ヵ所が定量下限値（0.03μg/L）以上である。 

 検出濃度は 0.03μg/L、0.22μg/L であり、当該物質

の仮評価値の 10%の値(=3.75μg/L)を超えないことか

ら、追加の候補としない。 

 

H22 

H24 

（H26）

37 
1,2-ジクロロベ

ンゼン 

 化学物質環境実態調査(H14年度)では全国19地点中

3 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 0.004μg/L であり、当該物質の仮

評価値の 10%の値(=60μg/L)を超えないことから、追

加の候補としない。 

 H22 

39 
1,4-ジクロロベ

ンゼン 

 要調査項目等存在状況調査(H17 年度)等では全国 94

地点中 5 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 2.9μg/L であり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=7.5μg/L)を超えないことから、追加

の候補としない。 

 H22 

41 
2,6-ジニトロト

ルエン 

 化学物質環境実態調査(H19年度)等では全国45地点

中 1 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は0.06μg/Lであり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=0.05μg/L)を超過したことから、追加

の候補とした。 

○ H22 

42 
2,4-ジニトロフ

ェノール 

 化学物質環境実態調査(H15年度)では全国19地点中

2 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 0.087μg/L であり、当該物質の仮

評価値の 10%の値(=0.5μg/L)を超えないことから、追

加の候補としない。 

 H22 

56 テルル 

 要調査項目等存在状況調査(H15 年度)等では全国 42

地点中 37 ヵ所で検出された。検出濃度の最大は 3μ

g/L である。 

 当該物質の仮評価値が設定困難であることから、追加

の候補としない。 

 H22 

73 ニトロベンゼン 

 化学物質環境実態調査(H14年度)等では全国31地点

全てが不検出であった。 

 検出下限値が当該物質の仮評価値の 10%の値(=0.8μ

g/L)を超えないことから、追加の候補としない。 

 H22 

80 ビフェニル 

 要調査項目等存在状況調査(H17 年度)等では全国 89

地点中 1 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は0.05μg/Lであり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=9.5μg/L)を超えないことから、追加

の候補としない。 

 H22 
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表 33 過年度(平成 22～25 年度)の検討結果（その 3/4） 

No. 物質名 検討結果の概要 追加 
検討 

年度 

81 ピペラジン 

 化学物質環境実態調査(H20年度)等では全国21地点

中 2 ヵ所で検出された。 

 当該物質の仮評価値が設定困難であることから、追加

の候補としない。 

 H22 

82 ピリジン 

 要調査項目等存在状況調査(H17 年度)等では全国 89

地点中 3 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は0.23μg/Lであり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=0.5μg/L)を超えないことから、追加

の候補としない。 

 H22 

99 
メタクリル酸メ

チル 

 化学物質環境実態調査(H18 年度)では全国 4 地点全

てが不検出であった。 

 検出下限値が当該物質の仮評価値の 10%の値(=300

μg/L)を超えないことから、追加の候補としない。 

 H22 

107 メラミン 

 要調査項目等存在状況調査(H18年度)では全国61地

点中 54 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 10.33μg/L であり、当該物質の仮

評価値の 10%の値(=158μg/L)を超えないことから、追

加の候補としない。 

 H22 

108 
モノクロロベン

ゼン 

 要調査項目等存在状況調査(H17年度)では全国89地

点中 1 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は 0.2μg/L であり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=10μg/L)を超えないことから、追加の

候補としない。 

 H22 

111 
リン酸トリス（2-

クロロエチル） 

 要調査項目等存在状況調査(H14年度)では全国40地

点中 14 ヵ所で検出された。 

 検出濃度の最大は0.46μg/Lであり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=11μg/L)を超えないことから、追加の

候補としない。 

 H22 

115 硫酸塩 

 要調査項目等存在状況調査(H22年度)では全国30地

点で硫酸イオンが検出された。 

 検出濃度は 6.5～1,000mg/L であり、仮評価値の 10%

の値（=25mg/L）を超える地点が 9 地点存在する。 

 仮評価値の10%を超える地点が少なくないこと、高濃度

の地点が存在すること、諸外国でも基準があることより

追加の候補とする。 

○ H23 

119 
ヘキサメチレン

テトラミン 

 要調査項目等存在状況調査(H24年度)では全国47地

点中 5 ヵ所で検出した。 

 検出濃度は 0.2～2400μg/L であり、当該物質の仮評

価値の 10%の値(=37.5μg/L)を超える地点が存在する

ことから、追加の候補とする。 

○ 
H25 

（H26）

121 ジメチルアミン 

 要調査項目等存在状況調査(H24年度)では全国75地

点中 4 ヵ所で検出した。最大検出濃度は 190μg/L で

ある。 

 当該物質の仮評価値の 10%の値(=47.5μg/L)を超える

地点が存在することから追加の候補とする。 

○ 
H25 

（H26）
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表 33 過年度(平成 22～25 年度)の検討結果（その 4/4） 

No. 物質名 検討結果の概要 追加 
検討 

年度 

122 
トリエチルアミ

ン 

 要調査項目等存在状況調査(H24年度)では全国47地

点中 15 ヵ所で検出した。検出濃度は 0.3～23μg/L で

ある。 

 当該物質の有害性情報は把握できず仮評価値との比

較はできないものの、検出地点数が多いことから追加

の候補とする。 

○ 
H25 

 

127 
トリエチルアミ

ン 

 要調査項目等存在状況調査(H24年度)では全国47地

点中 7 ヵ所で検出した。 

 検出濃度は 0.7～9.7μg/L であり、当該物質の仮評価

値の 10%の値(=10μg/L)を超えないことから、追加の候

補としない。 

 
H25 

（H26）

137 
ジエチルメチ

ルアミン 

要調査項目等存在状況調査(H24年度)では全国47地点に

おいて定量下限値以上の地点が存在しないことから追加の

候補としない。 

 H25 

注 1：「No.」は基礎情報収集対象物質のリストにおいて付されている番号に対応する。 
注 2：「追加」の項目の「〇」は要件等項目への追加候補物質であることを意味する。 
注 3：平成 22 年度に検討された「アニリン」「キノリン」「1,2,3-トリクロロベンゼン」「ニトリロ三酢酸」については、

現在は要検討項目に該当し、本表の目的には不要と考えられることから省略した。 
注 4：平成 25 年度に検討された「トリエチレンテトラミン（要検討項目）」「ホルムアルデヒド（水質基準項目）」に

ついても省略した。 
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4-3 要検討項目への追加候補物質の検討 

4-3-1 検討対象となる物質 

過年度業務からの継続性を考慮し、環境省が実施している「化学物質環境実態調査(水質調査)」及

び「要調査項目等存在状況調査」の河川、湖沼における調査結果を用いて検討を行った。平成 25 年

度業務の時点で水質調査結果が把握された物質については、既に要検討項目への追加について検

討済みであることから、本業務では以下の実測調査で水質調査が行われている物質のうち、基礎情報

収集対象物質に該当するものを抽出し、それらを本項での検討対象とした。なお、過年度に一度検討

された物質が含まれていることから、これらについては直近の検出状況を考慮して再評価を行った。 

 

表 34 直近の水質調査が行われた基礎情報収集対象物質 

実測調査名 
水質調査が行われた基礎情報収集対象物質 過年度の

検討状況 番号 物質名 

平成 24 年度化学物

質環境実態調査 

10 エチルベンゼン H22 

16 4-tert-オクチルフェノール H24 

28 1,2-エポキシプロパン  

53 1,1,2,2-テトラクロロエタン  

95 ベンゾフェノン  

96 ポリ臭素化ビフェニルエーテル  

98 メタクリル酸  

121 ジメチルアミン H25 

127 トリメチルアミン H25 

平成 25 年度要調査

項目等存在状況調査 

119 ヘキサメチレンテトラミン H25 

120 N,N-ジメチルアニリン H25 

注 1：上記の実測調査はいずれも環境省で実施されている調査である。 

注 2：番号は、基礎情報収集対象物質の通し番号に対応している。 

注 3：「過年度の検討状況」の年度は、過年度に「要検討項目への追加」の可能性について検討された年度を示

す。 
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4-3-2 追加候補物質の検討 

(1） 水質調査の結果(過去 10 年分) 

前記、表 34 に示した検討対象となる物質について、検出状況等を整理した。過去 10 年

分の調査結果を整理しており、化学物質環境実態調査（黒本調査）については H15～H24 年度

実績、要調査項目等存在状況調査については H16～H25 年度実績となる。 

 

表 35 水質調査における検出状況（過去 10 年分のデータの概要）（その 1/2） 

物質

番号 
物質名 

測定

年度 

地点数 
検出範囲 

（μg/L) 

定量 

下限値

(μg/L)

検出 

下限値 

(μg/L) 

出典 
検出 測定

10 エチルベンゼン 
H17 3 89 0.2～0.4 0.1 0.03 要調査 

H24 16 25 0.02～0.05  0.02 黒本調査 

16 
4-tert-オクチルフ

ェノール 

H17 7 11 0.0026～0.024  0.0019 黒本調査 

H17 11 89 0.01～0.29 0.03 0.01 要調査 

H19 7 40 0.01～0.35  0.01 要調査 

H23 2 80 0.03～0.22 0.03  要調査 

H24 19 24 0.00039～0.031  0.00036 黒本調査 

28 酸化プロピレン H24 5 22 0.033～12  0.023 黒本調査 

53 
1,1,2,2-テトラクロ

ロエタン 
H24 2 24 0.10～0.12  0.1 黒本調査 

95 ベンゾフェノン H24 7 25 0.0047～0.038  0.0043 黒本調査 

96 
2,2,4,4-テトラブロ
モビフェニルエー
テル 

H21 44 49 
0.000004～

0.00015
 0.000003 

黒本調査 
  

H22 11 49 
0.0000007～

0.00023
 0.000003 

H23 48 49 
0.0000005～

0.00017
 0.000002 

H24 39 48 
0.000001～

0.000021
 0.000001 

96 
2,2',4,4',5-ペンタ
ブロモジフェニル
エーテル 

H21 44 49 
0.000003～

0.000072
 0.000003 

黒本調査 
H22 22 49 

0.0000005～
0.000091

 0.000001 

H23 47 49 
0.0000007～

0.00012
 0.000001 

H24 24 48 
0.000001～

0.000015
 0.000001 

96 
デカブロモジフェ
ニルエーテル 

H17 0 6 0.00021～0.0034  0.0002 

黒本調査 

H21 26 49 0.00012～0.013  0.0001 

H22 31 49 0.000015～0.058  0.00002 

H23 45 49 0.00022～0.012  0.00022 

H24 31 48 0.00021～0.0034  0.0002 

98 メタクリル酸 H24 7 23 0.028～0.10  0.028 黒本調査 

119 
ヘキサメチレンテ

トラミン 

H24 6 72 0.2～2400 0.2  要調査 

H25 4 47 0.2～65 0.2  要調査 

120 
N,N-ジメチルアニ

リン 
H25 0 93 - 0.008  要調査 
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表 35 水質調査における検出状況（過去 10 年分のデータの概要）（その 2/2） 

物質

番号 
物質名 

測定

年度 

地点数 
検出範囲 

（μg/L) 

定量 

下限値

(μg/L)

検出 

下限値 

(μg/L) 

出典 
検出 測定

121 ジメチルアミン 
H24 1 72 190 2（4）  要調査 

H24 5 23 0.53～21  0.52 黒本調査 

127 トリメチルアミン 
H24 5 72 0.7～9.7 0.4(0.9）  要調査 

H24 6 22 0.38～17  0.37 黒本調査 
注 1：出典は以下のとおり。 

黒本調査：化学物質環境実態調査（H15～H24 年度実績） 
要調査：要調査等存在状況調査（H16～H25 年度実績） 

注 2：ジメチルアミンの定量下限値のうち、2 地点のみ 4μg/L であり、トリメチルアミンの定量下限値のうち、1 地点のみ 0.9
μg/L であることから、それぞれカッコ内に表記した。 

注 3：「96 ポリ臭素化ジフェニルエーテル」に該当するデータのうち、有害性の情報が得られるものを掲載した。 

 

(2） 要検討項目への追加可能性の検討 

前述の検出状況と毒性値に基づく評価指標との比較を行い、要検討項目への追加可能性につい

て検討を行った。判断基準については、過年度業務と同様とする（前記 4-2 参照）。なお、毒性値に基

づく評価指標（ここでは、「仮評価値」と表記する。）についても過年度と同様の考え方を用いるものと

する。 

＜参考：毒性値に基づく評価指標の考え方（平成 25 年度業務の概要）＞ 

 WHO 飲料水水質ガイドライン（第 4 版）等の前記 2-2 で調査対象とする国・機関で基準値・目標

値等が設定されている場合には、その最小値を採用する。 

 基準値等が設定されていない場合には、JECFA 等の ADI、TDI 又は米国 IRIS 等の RfD を用いて

試算した仮評価値を用いる。 

 ADI 等が得られない場合は、国内外のリスク評価書で利用された NOAEL（LOAEL）と不確実係

数を用いて ADI 等を算出する。 

 ADI 等から仮評価値を算出するためのパラメータは、飲量 2 L/日、体重 50 kg、ばく露割合を ADI

等の 10%と仮定する。 

 NOAEL 等から ADI 等への算出には、リスク評価書等に不確実係数（又は相当値）が記載されて

いる場合にはその値を用い、記載のない場合は不確実係数 100（種間差及び個体差）を用いる。 
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① エチルベンゼン (基礎情報収集対象物質番号 10)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 WHO ガイドライン値で 0.3mg/L、米国飲料水基準で 0.7mg/L の評価値が設定されており、基準

値等の最小値（仮評価値）は 0.3mg/L である。 

＜検出状況＞ 

 平成 17 年、平成 24 年度の測定時には 114 地点中 19 地点(2 年合計)で検出されており、検出の

最大濃度は、それぞれ 0.4μg/L、0.05μg/L である（表 35）。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 30μg/L に対して検出濃度は最大でも 0.4μg/L であり、仮評価値に対して十分

低い濃度レベルであることから、要検討項目への追加候補物質とはしないことが考えられる。 

 

 

② 4-tert-オクチルフェノール(基礎情報収集対象物質番号 16)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等及び TDI,RfD についての情報が把握できないことから、NOAEL 等を利用す

る。 

 環境省環境リスク初期評価書（第 2 巻、平成 15 年度）では、ラット・マウスの中・長期毒性試験から

得られた NOAEL15mg/kg/日（流涎、A/G 比の低下）を試験時間が短いことから 10 で補正した

1.5mg/kg/日を無毒性量等として設定している。 

 上記結果に基づくと仮評価値及び 10％仮評価値は次のとおりに算出される。 

・TDI 相当量＝1.5mg/kd/日 ÷100（安全係数）＝0.015mg/kg/日（15μg/kg/日）  

・仮評価値＝15μg/kg/日×10%×50kg/（2L/日）＝37.5μg/L 

・10%仮評価値＝3.75μg/L 

＜検出状況＞ 

 平成 17 年～平成 24 年度に測定されており、244 地点のうち 46 地点で検出されている。また、検

出範囲は、最大で 0.35μ/L である（表 35）。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 3.75μg/L に対して検出濃度は最大でも 0.35μg/L であり、仮評価値に対して低

い濃度レベルであることから、要検討項目への追加候補物質とはしないことが考えられる。 
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③ 酸化プロピレン(基礎情報収集対象物質番号 28)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等は把握できないが、米国 IRIS では発がん性の評価を行っており、リスクレベル

ごとの飲料水中の濃度を公表している。 

リスクレベル 10-6 → （濃度）0.1μg/L 

リスクレベル 10-5 → (濃度)1μg/L 

リスクレベル 10-4 → (濃度)10μg/L 

 上記結果に基づくと 10%仮評価値は 0.01～1μg/L 程度とみなすことができる。 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度の測定結果によると、22 地点のうち 5 地点で検出されている。検出範囲は、0.033～

12μ/L である（表 35）。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 0.01～1μg/L 程度に対して、同レベルの濃度での検出は特異ではない可能性

が高いことから、要検討項目への追加候補物質とすることが考えられる。 

 

④ 1,1,2,2-テトラクロロエタン(基礎情報収集対象物質番号 53)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等の情報が把握できないが、米国 IRIS の RfD 及び発がん性のユニットリスクが利

用可能である。 

 亜慢性毒性：RfD＝0.05mg/kg/d、慢性毒性：RfD＝0.02mg/kg/日であることから、0.02mg/kg/日

（20μg/kg/日）をTDI相当量とみなすと仮評価値及び10％仮評価値は次のとおりに算出される。 

・仮評価値＝20μg/kg/日×10%×50kg/（2L/日）＝50μg/L 

・10%仮評価値＝5μg/L 

 発がん性のユニットリスクより算出されている飲料水中の濃度は次のとおりである 

リスクレベル 10-6 → （濃度）0.17μg/L 

リスクレベル 10-5 → (濃度)1.7μg/L 

リスクレベル 10-4 → (濃度) 17μg/L 

 上記の米国 IRIS の結果から、10%仮評価値は発がん性に基づく 0.017μg/L～1.7μg/L 程度とみ

なすこととする。 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度において検出があったのは、24 地点中 2 地点であり、検出濃度は 0.1μg/L と 0.12

μg/L である。なお、検出下限値は 0.1μg/L である。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 0.017～1.7μg/L に対して検出濃度は同レベルである。しかし、検出下限値の濃

度が 10%仮評価値に対して十分な精度を持っていないことから、10%仮評価値程度の濃度レベル
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の地点が本来は多く存在する可能性が考えられる。したがって、さらに要検討項目への追加候補

物質として検討を進めることが考えられる。 

 

⑤ ベンゾフェノン(基礎情報収集対象物質番号 95)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等の情報及び TDI、RfD が把握できない。また、国内外のリスク評価が実施され

ておらず、HSDB,ECHA 登録情報からも NOAEL 等の毒性値を把握できない。 

したがって、仮評価値の算出が困難である。 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度において検出があったのは、25 地点中 7 地点であり、検出濃度は 0.0047μg/L～

0.038μg/L である。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 仮評価値が設定できず現段階での候補物質としての評価が困難である。直ちに追加候補とせずに

情報の蓄積を待つことが考えられる。 

 

⑥ ポリ臭素化ビフェニル(基礎情報収集対象物質番号 96)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等の情報が把握できないが、米国 IRIS の RfD がいくつかの個別物質において

利用可能である。 

 2,2,4,4-テトラクロロビフェニルエーテル RfD＝0.1μg/kg/d 

2,2,4,4,5-ペンタブロモビフェニルエーテル RfD＝0.1μg/kg/d 

デカブロモビフェニルエーテル RfD＝7μg/kg/d 

 上記を踏まえた仮評価値の算出方法は以下のとおり。 

・テトラブロモビフェニルエーテル＝0.1μg/kg/d×10%×50kg/（2L/d）＝0.25μg/L 

・ペンタブロモビフェニルエーテル＝0.25μg/L 

・デカブロモビフェニルエーテル＝7μg/kg/d×10%×50kg/（2L/d）＝17.5μg/L 

 10%仮評価値は以下のとおり 

・テトラブロモビフェニルエーテル、ペンタブロモビフェニルエーテル＝0.025μg/L 

・デカブロモビフェニルエーテル＝1.75μg/L 

＜検出状況＞ 

 テトラブロモビフェニルエーテルについては、平成 21～平成 24 年度の検出濃度が最大で

0.00023μg/L である。 

 ペンタブロモビフェニルエーテルについては、平成 21～平成 24 年度の検出濃度が最大で

0.00012μg/L である。 

 デカブロモビフェニルエーテルについては、平成 17～平成 24 年度の検出濃度が最大で 0.058

μg/L である。 
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＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 毒性値が利用可能な範囲で 10%仮評価値と検出濃度を比較すると、検出濃度が十分に低いレベ

ル出であることから要検討項目への追加候補物質とはしないことが考えられる。 

 

⑦ メタクリル酸 (基礎情報収集対象物質番号 98)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等及び TDI,RfD についての情報が把握できない。 

 環境省環境リスク初期評価書（第 12 巻、平成 26 年度）等では、経口の無毒性量等が設定できな

いとしている。したがって、仮評価値の設定が困難である。 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度において検出があったのは 23 地点中 7 地点であり、検出濃度範囲は、0.028～0.1

μ/L である。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 仮評価値が設定できず、現段階では比較が困難である。したがって、直ちに追加候補とせずに

情報の蓄積を待つことが考えられる。 

 

⑧ ヘキサメチレンテトラミン (基礎情報収集対象物質番号 119)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 FAO/WHO の合同食品専門家会議（JECFA）で設定された ADI は、0.15mg/kg/日である。 

 上記結果に基づくと仮評価値及び 10％仮評価値は次のとおりに算出される。 

・仮評価値＝0.15ｍg/kg/日×10%×50kg/（2L/日）＝0.375ｍg/L（375μg/L） 

・10%仮評価値＝37.5μg/L 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度の測定では 72 地点のうち 6 地点で検出があり、検出濃度は 0.2～2400μ/L である。

2 番目の濃度は 2.3μg/L である。 

 平成 25 年度の測定では 47 地点のうち 4 地点で検出があり、検出濃度は 0.2～65μg/L である。

2 番目の濃度は 5.9μg/L である。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 平成 24 年度に 10%仮評価値を超えたのは 1 か所（2,400μg/L；愛知県西古瀬川西古瀬橋）に限

られ、この地点では平成 25 は測定されていないため濃度の継続性が不明である。 

 平成 25 年度に 10%仮評価値を超えたのは 1 か所（兵庫県夢前川京見橋）に限られ、この地点の

前年度のデータは測定されていないため濃度の継続性が不明である。 

 いずれの年度も 10%基準値を超えた地点が 1 か所であり広範囲の分布ではないこと（特異点の可

能性がある）、その濃度の継続性が不明であることから、現段階では要検討項目への追加候補物

質とはしないことが考えられる。 
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⑨ N,N-ジメチルアニリン (基礎情報収集対象物質番号 120)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値等は把握できないが米国 IRIS の RfD＝2μg/kg/日が利用可能である。 

 上記結果に基づくと仮評価値及び 10％仮評価値は次のとおりに算出される。 

・仮評価値＝2μg/kg/日×10%×50kg/（2L/日）＝5μg/L 

・10%仮評価値＝0.5μg/L 

＜検出状況＞ 

 平成 25 年度の測定では全測定地点（93 地点）で検出されておらず、全て定量下限値の 0.008μ

g/L 未満である。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 0.5μg/L に対して十分低い定量下限値でも検出されないことから、要検討項目

への追加候補物質とはしないことが考えられる。 

 

⑩ ジメチルアミン (基礎情報収集対象物質番号 121)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値、TDI,RfD 等が利用できない。 

 環境省環境リスク初期評価（第 12 巻、平成 26 年度）では経口についての無毒性量等は設定でき

ないとされていることから、平成 25 年度業務で利用した暫定評価結果（第 8 巻、平成 22 年度）の

結果は利用しないこととした。 

 一方、OECD  SIDS INITIAL ASSESSMENT PROFILE（2003）では当該物質の評価で経口反復

投与毒性の NOAEL=4mg/kg/日（類似物質からの推定）が利用されていることから、この数値を利

用した場合の仮評価値等を参考として算出した。 

・TDI 相当量＝4mg/kg/日 ÷100（安全係数）＝0.04mg/kg/日 

・仮評価値＝0.04mg/kg/日×0.1×50kg/（2L/d）＝0.1mg/L 

・10%仮評価値＝10μg/L 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度には 2 種類の測定結果が存在する。要調査項目等存在状況調査では、72 地点のう

ち 1 地点で検出（190μg/L）し、その他の地点は定量下限値（2μg/L 又は 4μg/L）未満である。 

 黒本調査では、23 地点のうち 5 地点で検出があり、濃度範囲は 0.53～21μg/L である。このうち、

10μg/L を超えたのは 1 地点（宮崎県浜川中橋）に限られ、その他 4 地点は 1.5μg/L 以下であ

る。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 10μg/L を超えた地点が 95 地点中 2 地点あるものの、経年的な変化等は把握で

きない。また、有害性についても国内の最新の評価書では「設定できない」とされていることから、

直ちに要検討項目への追加候補物質とはせずに情報の蓄積を待つことが考えられる。 



 

85 

⑪ トリメチルアミン (基礎情報収集対象物質番号 127)  

＜有害性情報に基づく仮評価値＞ 

 諸外国の基準値、TDI,RfD 等が利用できない。 

 環境省環境リスク初期評価（第 12 巻、H26）では、中・長期毒性のラットの試験から得られた

NOAEL40mg/kg/日を試験期間が短かったことから 10 で除した 4mg/kg/日を経口の無毒性量等

として設定している。 

 この数値を利用した場合の仮評価値等は以下のとおり。 

・TDI 相当量＝4mg/kg/日 ÷100（安全係数）＝0.04mg/kg/日 

・仮評価値＝0.04mg/kg/日×0.1×50kg/（2L/日）＝0.1mg/L 

・10%仮評価値＝10μg/L 

＜検出状況＞ 

 平成 24 年度には 2 種類の測定結果が存在する。要調査項目等存在状況調査では、72 地点のう

ち 5 地点が検出され、濃度の範囲は 0.7～9.7μg/L である。 

 黒本調査では、22 地点のうち 6 地点で検出され、濃度範囲は 0.38～17μg/L である。このうち、

10μg/L を超えたのは 1 地点（宮崎県浜川中橋）に限られ、その他 4 地点は 3.1μg/L 以下であ

る。 

＜10%評価値と検出状況の比較＞ 

 10%仮評価値の 10μg/L を超えた地点は 94 地点中 1 地点に限られ、経年的な変化等が把握で

きない。なお、この超過地点はジメチルアミンの超過地点と同一であることから、何らかの特別な

要因がある可能性も考えられる。今後の情報の蓄積を待ち、直ちに要検討項目への追加候補物

質とはしないことが考えられる。 
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(3） 要検討項目への追加可能性の検討 

前記（2）の結果をまとめると表 36 のとおりである。過年度に評価を行った物質のうち、評価の結果

が異なるものについては過年度の評価結果についても表中に示している。 

表 36 要検討項目の追加可能性に係る検討結果（平成 26 年度）（その 1/2） 

No. 物質名 検討結果の概要 追加

10 エチルベンゼン 

 平成 17 及び平成 24 年度に調査が行われており、114 地点中 19

地点で検出されている。 

 検出濃度は最大で 0.4μg/L であり、10%仮評価値（＝30μg/L）を

超える地点がないことから、追加の候補とはしない。 

 

16 
4-tert-オクチル

フェノール 

 平成 17～平成 24 年度の調査では全国 244 地点中 46 ヵ所が検出

されている。 

 検出濃度は最大で 0.35μg/L であり、当該物質の 10%仮評価値

(=3.75μg/L)を超える地点はないことから、追加の候補としない。 

 

28 酸化プロピレン 

 平成 24 年度の調査では全国 22 地点のうち 5 地点で検出されてい

る。 

 検出濃度は 0.033～1μg/L であり、発がん性に基づく当該物質の

10%仮評価値(=0.01～1μg/L)と同レベルである。検出が特異な状

況ではないと考えられることから、追加の候補として更なる検討を進

めることが考えられる。 

○ 

53 
1,1,2,2-テトラク

ロロエタン 

 平成 24 年度の調査では全国 24 地点のうち 2 地点で検出されてい

る。検出濃度は 0.1μg/L と 0.12μg/L である（なお、検出下限値は

0.1μg/L） 

 発がん性に基づく当該物質の 10%仮評価値(=0.017～1.7μg/L)に

対して検出下限値が十分な精度を持たないことから、検出状況が

評価できていない可能性がある。 

 10%仮評価値レベルでの検出可能性が十分に考えられるため、追

加の候補物質として更なる検討を進めることが考えられる。 

○ 

95 ベンゾフェノン 

 平成 24 年度の調査では 25 か所のうち 7 地点で検出されている。 

 当該物質の有害性情報は把握できず仮評価値との比較ができな

いことから、直ちに追加候補とはしない。 

 

96 
ポリ臭素化ビフ

ェニル 

 有害性の情報が得られる個別物質（2,2,4,4-テトラクロロビフェニル

エーテル等）のデータを利用して判定した。 

 いずれの物質も検出頻度は非常に高いと言えるが、当該物質の

10%仮評価値と比べて検出濃度のレベルが十分に低いことから、追

加候補とはしない。 

 

98 メタクリル酸 

 平成 24 年度の調査において、検出値の最大値は 0.1μg/L であ

る。 

 国内のリスク評価書等でも NOAEL の設定が困難であるとの見解で

あり、仮評価値との比較ができないことから、直ちに追加候補とはし

ない。 

 

注 1：No.は基礎情報収集対象物質のリストにおいて付されている番号に対応する。 
注 2：「追加」の項目の「〇」は要件等項目への追加候補物質であることを意味する。 
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表 36 要検討項目の追加可能性に係る検討結果（平成 26 年度）（その 2/2） 

No. 物質名 検討結果の概要 追加

119 
ヘキサメチレン

テトラミン 

 平成 24 年度及び平成 25 年度に合計 119 地点で測定されており、

そのうち 10 か所で検出されている。 

 JECFA で設定された ADI に基づく 10%仮評価値（＝37.5μg/L）を

超える地点は各年度 1 か所ずつに限られ、両地点とも濃度継続性

は不明である。 

 10%仮評価値を超える地点が存在するものの限定的であり、その濃

度の継続性も把握できないことから、直ちに追加候補とはしない。 

※H25 年度業務では最終的には濃度の継続性等も考慮して判断

すべきとの前提で「追加候補」としていた 

 

120 
N,N-ジメチルア

ニリン 

 平成 25 の調査では 93 地点で測定が実施されており、全地点が定

量下限値（0.008μg/L）未満である。 

 10%仮評価値を超える地点がないことから追加候補とはしない。 

 

121 ジメチルアミン 

 平成 24 年度において、要調査項目存在状況調査及び黒本調査の

合計で 95 地点を調査し、6 地点で検出がある。 

 10%仮評価値（＝10μg/L）を超える地点は 2 地点（190μg/L、21μ

g/L）であり、その他は全て 2μg/L 未満である。 

 10%仮評価値を超える地点が存在するものの限定的であり、その濃

度の継続性も把握できないことから、直ちに追加候補とはしない。 

※H25 年度業務では最終的には濃度の継続性等も考慮して判断

すべきとの前提で「追加候補」としていた 

 

127 トリエチルアミン 

 平成 24 年度において、要調査項目存在状況調査及び黒本調査の

合計で 94 地点を調査し、11 地点で検出がある。 

 10%仮評価値（＝10μg/L）を超える地点は 1 地点（17μg/L）に限ら

れる。 

 10%仮評価値を超える地点が存在するものの限定的であり、その濃

度の継続性も把握できないことから、直ちに追加候補とはしない。 

※H25 年度業務では仮評価値の設定ができなかったものの検出頻

度（15/47）を理由に「追加候補」としていた 

 

注 1：No.は基礎情報収集対象物質のリストにおいて付されている番号に対応する。 
注 2：「追加」の欄に「〇」を付した物質は、要検討項目への追加候補物質である。 
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4-4 浄水処理対応困難物質等に係る文献の整理 

平成 27 年 2 月開催の厚生科学審議会生活環境水道部会において了承された「浄水処理対応困難

物質」の設定について、当該物質の選定根拠に係る情報を関連文献に基づき整理した。 

 

(1） 調査対象文献 

浄水処理対応困難物質は、平成 24 年 5 月の利根川水系における水質事故を踏まえて、ヘキサメチ

レンテトラミンのように浄水処理により副生成物として水質基準項目等を生成するような物質等が指定さ

れることとなっている。平成 27 年 2 月の厚生科学審議会生活環境水道部会においては、下記①～③

の基準に基づいて 14 項目が浄水処理対応困難物質として選定された。 

① 生成実験において重量比率で 20%以上のホルムアルデヒドを生成した物質 

② 生成実験においてモル比率で 50%以上のクロロホルムを生成した物質 

③ 臭素酸を生成する物質（既存の知見から判断） 

 

上記①～③のうち、厚生労働省より提供された①及び②に関する以下の文献を対象として、設定根

拠に係る情報を整理した。 

 

＜①： ホルムアルデヒドの生成に係る文献＞ 

文献 Science of the Total Environment 

タイトル Formaldehyde formation from tertiary amine derivatives during chlorination 

著者 Koji Kosaka, Mari Asami, Takahiko Nakai, Keiko Ohkubo, Shinya Echigo, Michihiro Akiba

発行年 2014 

概要 

2012 年に利根川水系においてホルムアルデヒドが検出された問題を踏まえた、ホルムア

ルデヒドの前駆物質に関する調査の報告。29 種類のアミン誘導体等について、塩素処理

の過程におけるホルムアルデヒド生成率を確認した実験の結果が報告されている。 

 

＜②： クロロホルムの生成に係る文献＞ 

文献 水質汚濁研究 第 6 巻 第 3 号 

タイトル 塩素処理による有機化合物のクロロホルム生成特性 

著者 長谷川一夫, 相沢貴子, 内藤昭治, 真柄泰基 

発行年 1983 

概要 

水中においてトリハロメタンの前駆体となる有機物の性質を明らかにすることを目的とし、

98 種類の有機化合物について、同一条件で塩素処理を行いクロロホルム生成率を確認

した実験の結果。 
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(2） 選定根拠に係る情報 

浄水処理対応困難物質の選定根拠に係る情報として、前述の文献において報告されているホルムア

ルデヒド又はクロロホルムの生成実験に係る条件や測定方法、実験結果等を以下のとおり整理した。 

 

＜①： ホルムアルデヒドの生成に係る文献＞ 

 生成反応 

第 3 級アミンの塩素化工程におけるホルムアルデヒド生成反応は、図 1 のとおりであると考えられる。

（Ellis and Soper, 1954; Mitch and Schreaiber, 2008） 

 

図 1 塩素化工程におけるホルムアルデヒド生成過程 

 

 対象物質 

 塩素処理の過程におけるホルムアルデヒド生成率が確認された実験の対象とされた物質及びその

用途/起源は、表 37 のとおりである。 

 

表 37 ホルムアルデヒド生成実験の対象物質及びその用途/起源 

No. グループ 物質名 略語 用途/起源 

1 I ヘキサメチレンテトラミン HMT 合成樹脂(熱硬化性)の硬化促進剤、農薬の安定剤、ゴム加硫促進剤 

2 

II 

トリメチルアミン TMA 尿素、塩化コリン原料、繊維油剤、医薬品 

3 N,N-ジメチルエチルアミン DMEA 合成原料 

4 N,N-ジエチルメチルアミン DEMA 合成原料 

5 N,N,N',N'-テトラメチルエチレンジアミン TMED 発泡触媒、医薬・農薬中間体 

6 ジメチルアミノメタノール DMAE 可溶化剤、安定剤、分散剤、乳化剤、DAEA 及び DAEM の変換生成物

7 N,N-ジメチルアニリン DMAN 染料及びメフェナム酸の中間体 

8 アクリル酸 2-(ジメチルアミノ)エチル ADAE カチオン系凝集剤、エマルジョン改質剤、粘着剤 

9 メタクリル酸 2-(ジメチルアミノ)エチル MAAE 塗料、接着剤、イオン交換樹脂の原料 

10 N-メチルピペリジン MPIP ゴム薬品、エポキシ硬化剤 

11 

III 

1,1,4,4-テトラメチルテトラゼン TMT DMH の変換生成物 

12 1,1-ジメチルヒドラジン DMH 医薬・農薬原料、ロケット推進薬 

13 1,1-ジメチルセミカルバジド DMSC 合成原料 

14 2-ホルミル-1,1-ジメチルヒドラジン FDMH DMH の変換生成物 

15 
IV 

1,1-ジメチルグアニジン DMGu 合成原料 

16 1,1,3,3-テトラメチルグアニジン TMGu 合成原料 

17 V N,N-ジメチルスルファミド DMS トリルフルアニドの変換生成物、殺菌剤 

18 VI N,N-ジメチルホルムアミド DMF 人工皮革、ウレタン系合成皮革、有機合成用の溶媒 

19 
VII 

N,N-ジメチルチオホルムアミド DMTF 合成原料 

20 N,N-ジメチルジチオカルバミン酸 DMDC 加硫促進剤 

21 VIII メチルイソチオシアネート MＩTC 除草剤 

22 
IX 

1-メチルピラゾール MPY 合成原料 

23 1,3,5-トリメチルピラゾール TMPY 合成原料 

24 
X 

トリメチルアミン-N-オキシド TMNO 代謝中間体 

25 N,N-ジメチルドデシルアミン-N-オキシド DDNO 家庭用洗剤、工業用洗剤 

26 

XI 

メチルアミン MA 医薬・農薬・染料原料 

27 ジメチルアミン DMA DMF・医薬・農薬原料 

28 テトラメチルアンモニウム TEMA 有機合成原料 

29 XII グリシン GLY 食品加工、自然起源 
注 1：前記文献の補足資料（Supplementary Materials：Formaldehyde formation from tertiary amine derivatives during chlorination）に基づく。 

注 2：本表の「グループ」の欄に示す記号の意味は、次のとおりである：「I」ヘキサメチレンテトラミン；「II」“N-メチル”を含む 3 級アミン；「III」ヒドラジン構造を有

する 3 級アミン誘導体；「IV」グアニジン構造を有する 3 級アミン誘導体；「V」スルファミド構造を有する 3 級アミン誘導体；「VI」アミド構造を有する 3 級アミ

ン誘導体；「VII」チオアミド構造を有する 3 級アミン誘導体；「VIII」チオイソシアネート構造を有する 3 級アミン誘導体；「IX」メチルピラゾール構造を有する

3 級アミン誘導体；「X」アルキルアミン酸化物構造を有する 3 級アミン誘導体；「XI」1、2 級アミン、4 級アンモニウム；「XII」アミノ酸。   
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 実験条件 

 ホルムアルデヒド生成実験の条件は、表 38 のとおりである。 

 

表 38 ホルムアルデヒド生成実験の条件 

対象物質の濃度 2μmol/L 

塩素投与濃度 2.0±0.1mg Cl2/L 

反応時間 24 時間 

温度 20℃ 

pH 7（2mmol/L 燐酸緩衝液） 

注：Formaldehyde formation from tertiary amine derivatives 

during chlorination（Koji Kosaka et al., 2014）による。 

 

 測定方法 

ホルムアルデヒド生成実験におけるホルムアルデヒドの測定方法は、表 39 のとおりである。 

 

表 39 ホルムアルデヒド生成実験における測定方法 

測定方法 溶媒抽出-誘導体化-GC/MS 

定量下限値 2μg/L 

注：Formaldehyde formation from tertiary amine derivatives 

during chlorination（Koji Kosaka et al., 2014）による。 

 

 ホルムアルデヒド生成率（実験結果） 

ホルムアルデヒド生成率は、表 40 のとおりである。 

 

表 40 ホルムアルデヒド生成率（その 1/2） 

No. 
グル

ープ 
物質名 略語 分子量

平均モル

生成率 

（%） 

平均重量 

生成率 

（wt.%） 

浄水処理対

応困難物質

1 I ヘキサメチレンテトラミン HMT 140 440 95 ● 

2 

II 

トリメチルアミン TMA 59 110 58 ● 

3 N,N-ジメチルエチルアミン DMEA 73 65 27 ● 

4 N,N-ジエチルメチルアミン DEMA 87 43 15 

5 N,N,N',N'-テトラメチルエチレンジアミン TMED 115 180 47 ● 

6 ジメチルアミノメタノール DMAE 89 65 22 ● 

7 N,N-ジメチルアニリン DMAN 121 79 20 ● 

8 アクリル酸 2-(ジメチルアミノ)エチル ADAE 143 78 16 

9 メタクリル酸 2-(ジメチルアミノ)エチル MAAE 157 91 17 

10 N-メチルピペリジン MPIP 99 25 8 
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表 40 ホルムアルデヒド生成率（その 2/2） 

No. 
グル

ープ 
物質名 略語 分子量

平均モル

生成率

（%） 

平均重量 

生成率 

（wt.%） 

浄水処理対

応困難物質

11 

III 

1,1,4,4-テトラメチルテトラゼン TMT 116 160 41 - 

12 1,1-ジメチルヒドラジン DMH 60 90 45 ● 

13 1,1-ジメチルセミカルバジド DMSC 103 89 26 - 

14 2-ホルミル-1,1-ジメチルヒドラジン FDMH 88 70 24 - 

15 
IV 

1,1-ジメチルグアニジン DMGu 87 38 13 

16 1,1,3,3-テトラメチルグアニジン TMGu 115 61 16 

17 V N,N-ジメチルスルファミド DMS 92 24 8 

18 VI N,N-ジメチルホルムアミド DMF 73 <4   

19 
VII 

N,N-ジメチルチオホルムアミド DMTF 89 <4   

20 N,N-ジメチルジチオカルバミン酸 DMDC 120 <4   

21 VIII メチルイソチオシアネート MＩTC 73 <4   

22 
IX 

1-メチルピラゾール MPY 82 <4   

23 1,3,5-トリメチルピラゾール TMPY 110 <4   

24 
X 

トリメチルアミン-N-オキシド TMNO 75 <4   

25 N,N-ジメチルドデシルアミン-N-オキシド DDNO 229 <4   

26 

XI 

メチルアミン MA 31 <4   

27 ジメチルアミン DMA 45 <4   

28 テトラメチルアンモニウム TEMA 74 <4   

29 XII グリシン GLY 75 <4   

注 1：Formaldehyde formation from tertiary amine derivatives during chlorination（Koji Kosaka et al., 2014）に基づく。 

注 2：本表の「グループ」の欄に示す記号の意味は、次のとおりである：「I」ヘキサメチレンテトラミン；「II」“N-メチル”を含む

3 級アミン；「III」ヒドラジン構造を有する 3 級アミン誘導体；「IV」グアニジン構造を有する 3 級アミン誘導体；「V」スルフ

ァミド構造を有する 3 級アミン誘導体；「VI」アミド構造を有する 3 級アミン誘導体；「VII」チオアミド構造を有する 3 級ア

ミン誘導体；「VIII」チオイソシアネート構造を有する 3 級アミン誘導体；「IX」メチルピラゾール構造を有する 3 級アミン

誘導体；「X」アルキルアミン酸化物構造を有する 3 級アミン誘導体；「XI」1、2 級アミン、4 級アンモニウム；「XII」アミノ

酸。 

注 3：平成 27 年 2 月の厚生科学審議会生活環境水道部会における浄水処理対応困難物質の選定基準の一つであるホ

ルムアルデヒドの重量生成率 20%以上に該当する物質を網掛けで示した。 

注 4：本表の「浄水処理対応困難物質」の欄に「●」を付した物質は、平成 27 年 2 月の厚生科学審議会生活環境水道部

会において浄水処理対応困難物質として設定された物質である。 

注 5：本表の「浄水処理対応困難物質」の欄に「-」を付した物質は、重量生成率 20%以上であるものの、特別に合成された

物質であるため、浄水処理対応困難物質の対象からは除外された。 
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＜②： クロロホルムの生成に係る文献＞ 

 対象物質 

 塩素処理の過程におけるクロロホルム生成率が確認された実験の対象とされた物質は、表 42 に示

すとおりである。 

 

 実験条件 

 クロロホルム生成実験の条件は、表 41 のとおりである。 

 

表 41 クロロホルム生成実験の条件 

対象物質の濃度 7.2mg-TOC/L 

塩素投与濃度 

0.4mM Cl2/L（次亜塩素酸ナトリウム溶液を添加；24 時間後の遊離

残留塩素濃度が0.01mM以下の場合には、遊離塩素量を0.80mM、

あるいは 1.20mM に増加。） 

反応時間 24 時間 

温度 20℃ 

pH 7.0（M/30 燐酸緩衝液、1N 硫酸） 

注：塩素処理による有機化合物のクロロホルム生成特性（長谷川ら, 1983）による。 

 

 測定方法 

クロロホルム生成実験におけるクロロホルムの測定方法は、「ヘッドスペース-GC/MS」である。（塩素

処理による有機化合物のクロロホルム生成特性（長谷川ら, 1983）による。） 

 

 クロロホルム生成率（実験結果） 

クロロホルム生成率は、表 42 のとおりである。 

 

表 42 クロロホルム生成率（その 1/3） 

No. 大分類 小分類 物質名 
クロロホルム生成率 

（モル比）（%） 

浄水処理対応

困難物質 

1 

脂肪族化合物 アルコール、糖類 

メタノール <0.002   

2 エタノール <0.004   

3 n-プロパノール <0.006   

4 iso-プロパノール <0.006   

5 n-ブタノール 0.01   

6 iso-ブタノール <0.008   

7 sec-ブタノール 0.02   

8 tert-ブタノール <0.008   

9 n-オクタノール 0.06   

10 アセトール 0.34   

11 エチレングリコール <0.004   

12 グリセリン <0.006   

13 ソルビトール <0.01   
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表 42  クロロホルム生成率（その 2/3） 

No. 大分類 小分類 物質名 
クロロホルム生成率 

（モル比）（%） 

浄水処理対応

困難物質 

14 

脂肪族化合物 

アルコール、糖類 

ブドウ糖（グルコース） <0.01 

15 マンノース <0.01 

16 グルコサミン <0.01 

17 果糖（フルクトース） <0.01 

18 ショ糖（サッカロース） <0.02 

19 麦芽糖（マルトース） <0.02 

20 乳糖（ラクトース） <0.02 

21 

ケトン 

アセトン 0.87 

22 メチルエチルケトン 0.54 

23 メチルブチルケトン 0.57 

24 ジエチルケトン <0.01 

25 ジアセチル 0.26 

26 アセチルアセトン 63.5 ● 

27 アセトニルアセトン 3.76 

28 

アルデヒド 

アセトアルデヒド <0.004 

29 n-ブチルアルデヒド 0.05 

30 グリセルアルデヒド <0.006 

31 ピルビンアルデヒド 0.18 

32 

カルボン酸 

酢酸 <0.004 

33 n-酪酸 0.008 

34 iso-酪酸 <0.008 

35 n-カプリル酸 0.04 

36 乳酸 <0.004 

37 アスコルビン酸 <0.01 

38 リンゴ酸 <0.008 

39 酒石酸 <0.008 

40 クエン酸 3.68 

41 コハク酸 <0.008 

42 オキサル酢酸 0.20 

43 2-ケトグルタル酸 <0.01 

44 アセトンジカルボン酸 90.0 ● 

45 グリオキシル酸 <0.004 

46 ピルビン酸 0.17 

47 レブリン酸 0.31 

48 その他の 

脂肪族化合物 

アセト酢酸エチルエステル 0.14 

49 尿素 <0.004 

50 

芳香族化合物 

ベンゼン、ベンゼン

-置換体、ジベンゾ

イルメタン 

ベンゼン <0.01 

51 ベンゼンスルホン酸 <0.01 

52 ニトロベンゼン <0.01 

53 トルエン <0.01 

54 安息香酸 <0.01 

55 ベンズアルデヒド <0.01 

56 ベンジルアルコール <0.01 

57 アセトフェノン 5.33 

58 フェノール 2.82 

59 アニリン 6.42 

60 ジベンゾイルメタン 84.8 - 

61 

フェノール化合物 

1,2-ジヒドロキシベンゼン 0.11 

62 1,3-ジヒドロキシベンゼン 73.2 ● 

63 1,4-ジヒドロキシベンゼン 0.53 

64 4-フェノールスルホン酸 1.81 

65 1,2,3-トリヒドロキシベンゼン 0.36 

66 1,2,4-トリヒドロキシベンゼン 7.44 

67 1,3,5-トリヒドロキシベンゼン 70.2 ● 
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表 42  クロロホルム生成率（その 3/3） 

No. 大分類 小分類 物質名 
クロロホルム生成率 

（モル比）（%） 

浄水処理対応

困難物質 

68 

芳香族化合物 

安息香酸類 

2-アセチル安息香酸 0.66 

69 3-アセチル安息香酸 4.51 

70 4-アセチル安息香酸 4.29 

71 2-ヒドロキシ安息香酸 0.22 

72 3-ヒドロキシ安息香酸 5.95 

73 4-ヒドロキシ安息香酸 2.84 

74 2-アミノ安息香酸 5.44 

75 3-アミノ安息香酸 5.52 

76 4-アミノ安息香酸 6.52 

77 3-メトキシ安息香酸 0.08 

78 

アセトフェノン類、 

アミノフェノール 

2-アミノアセトフェノン 60.1 ● 

79 3-アミノアセトフェノン 59.2 ● 

80 4-アミノアセトフェノン 16.7 

81 2-ヒドロキシアセトフェノン 6.03 

82 3-ヒドロキシアセトフェノン 31.5 

83 4-ヒドロキシアセトフェノン 18.2 

84 2-アミノフェノール 3.30 

85 3-アミノフェノール 10.4 

86 4-アミノフェノール 0.04 

87 

アミノ酸、高分子

化合物 

アミノ酸 

アラニン <0.006 

88 フェニルアラニン <0.02 

89 チロシン 0.74 

90 トレオニン <0.004 

91 ヒドロキシプロリン <0.01 

92 アスパラギン酸 <0.008 

93 トリプトファン 9.82 

94 

高分子化合物 

アルブミン - 

95 可溶性デンプン - 

96 フミン酸 - 

97 フミン酸（菌から抽出したもの。） - 

98 リグニン - 

注 1：塩素処理による有機化合物のクロロホルム生成特性（長谷川ら, 1983）に基づく。 

注 2：平成 27 年 2 月の厚生科学審議会生活環境水道部会における浄水処理対応困難物質の選定基準の一つであるクロ

ロホルムのモル生成率 50%以上に該当する物質を網掛けで示した。 

注 3：本表の「浄水処理対応困難物質」の欄に「●」を付した物質は、平成 27 年 2 月の厚生科学審議会生活環境水道部

会において浄水処理対応困難物質として設定された物質である。 

注 4：本表の「浄水処理対応困難物質」の欄に「-」を付したジベンゾイルメタンは、モル生成率 50%以上であるものの、浄水

処理で除去されやすい物質であるため、浄水処理対応困難物質の対象からは除外された。 
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＜参考： 略語表＞ 

 
略語 原 義 意味 

ACGIH 
American Conference of Governmental Industrial 
Hygienists 

米国産業衛生専門家会議 

ADI Acceptable Daily Intake 許容一日摂取量 

AF Allocation Factor 水道水経由の暴露割合 

ATSDR Agency for Toxic Substance and Disease Registry 米国毒性物質疾病登録局 

BW Body Weight 体重 

DFG Deutsche Forschungsgemeinschaft ドイツ学術振興会 

EFSA European Food Safety Authority 欧州食品安全機関 

EPA Environmental Protection Agency 米国環境保護庁 

EU European Union 欧州連合 

FAO Food and Agriculture Organization 国際連合食糧農業機関 

FSC Food Safety Commission 内閣府食品安全委員会 

IARC International Agency for Research on Cancer 国際がん研究機関 

ICSC International Chemical Safety Card 国際化学物質安全性カード 

in vitro   生体外（試験管内）で 

in vivo   生体内で 

IPCS International Programme on Chemical Safety 国際化学物質安全性計画 

IRIS Integrated Risk Information System 統合リスク情報システム 

JECFA FAO/WHO Joint Expert Committee on Food Additives
FAO/WHO 合同食品添加物専門
家会議 

LC50 Lethal Concentration for 50 % 半数致死濃度 

LCLo Lowest Lethal Concentration 最小致死濃度 

LD50 Lethal Dose for 50 % 半数致死量 

LDLo Lowest Lethal Dose 最小致死量 

LOAEC Lowest Observed Adverse Effect Concentration 最小毒性濃度 

LOAEL Lowest Observed Adverse Effect Level 最小毒性量 

MRL Minimum Risk Level 最小リスクレベル 

NITE National Institute of Technology and Ecaluation （独）製品評価技術基盤機構 

NLM National Library of Medicine 米国国立医学図書館 

NOAEC No Observed Adverse Effect Concentration 無毒性濃度 

NOAEL No Observed Adverse Effect Level 無毒性量 

NOEC No Observed Effect Concentration 無影響濃度 

NOEL No Observed Effect Level 無影響量 

NTP National Toxicological Programme 米国国家毒性計画 

OECD SIDS 
Organization for Economic Co-operation and 
Development Screening Information Data Sets 

経済協力開発機構スクリーニング用
情報データセット 

PMTDI Provisional Maximum Tolerable Daily Intake 最大耐容一日摂取量 

RfC Reference Concentration 参照濃度 

RfD Reference Dose 参照用量 

SF Slope Factor 発がんのスロープ係数 

TDI Tolerable Daily Intake 耐容一日摂取量 

UF Uncertainty Factors 不確実性係数 

UNEP United Nations Environment Programme 国連環境計画 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

 
  


